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現    行                                                                         改  正  案 

 
 

別添１：参考様式集 

 

 法令に基づく申請、届出を受理する場合には、個々の申請、届出の根拠となる法令に定められた事項

が申請書、届出書に記載されているかどうかをチェックすることになるが、申請、届出の頻度が高いもの

を中心に、以下のとおり書式例を定めたので申請者、届出者から書式についての照会があった場合等

に活用されたい。なお、以下の書式（規則別紙様式を除く。）は、申請者、届出者に対し強制するもので

はなく、異なる形式の書面であっても必要事項の記載がなされている場合にはそのまま受理して差し支

えないので、念のため申し添える。 

 

(1) 生命保険関係 （別紙様式１～４７）  

 

(2) 損害保険関係 （別紙様式１～４６）  

 

(3) 保険仲立人関係 （別紙様式１～３７）  

 

(4) 主要株主関係 （別紙様式１～１１） 

 

 

別添１：参考様式集 

 

(1)  生命保険関係（別紙様式１～４７） 

 

(注)  外国生命保険会社等が国内生命保険会社に係る保険業法の規定の準用規定により申請等

を行なう場合の申請等に係る様式は、別紙様式集に特段の定めがないものについては、国内社

の申請様式等を準用するものとする。 

  この場合における「会社名」は、外国生命保険会社等にあっては「外国生命保険会社等名」

に、また「代表者名」は、「日本における代表者名」にそれぞれ読み替えるものとする。  

 

 

別添１：参考様式集 

 

(2)  損害保険関係（別紙様式１～４６） 

 

(注)  外国損害保険会社等及び免許特定法人が国内損害保険会社に係る保険業法の規定の準

用規定により申請等を行なう場合の申請等に係る様式は、別紙様式集に特段の定めがないもの

については、国内社の申請様式等を準用するものとする。 

 この場合における「会社名」は、外国損害保険会社等にあっては「外国損害保険会社等名」に、

免許特定法人にあっては「免許特定法人名」に、また「代表者名」は、「日本における代表者名」に

それぞれ読み替えるものとする。  

 

 

(新設) 

 

別添１：参考様式集 

 

 法令に基づく申請、届出を受理する場合には、個々の申請、届出の根拠となる法令に定められた事

項が申請書、届出書に記載されているかどうかをチェックすることになるが、申請、届出の頻度が高い

ものを中心に、以下のとおり書式例を定めたので申請者、届出者から書式についての照会があった場

合等に活用されたい。なお、以下の書式は、申請者、届出者に対し強制するものではなく、異なる形式

の書面であっても必要事項の記載がなされている場合にはそのまま受理して差し支えないので、念の

ため申し添える。 

 

(1) 保険会社関係 （別紙様式１～76）  

 

(2) 保険持株会社関係 （別紙様式１～24）  

 

(3) 保険仲立人関係 （別紙様式１～37）  

 

(4) 保険主要株主関係 （別紙様式１～11） 

 

 

別添１：参考様式集 

 

(1)  保険会社関係（別紙様式１～76） 

 

(注)  外国保険会社等及び免許特定法人が保険会社に係る保険業法の規定の準用規定により

申請等を行なう場合の申請等に係る様式は、別紙様式集に特段の定めがないものについて

は、保険会社の申請様式等を準用するものとする。 

  この場合における「会社名」は、外国保険会社等にあっては「外国保険会社等名」に、免許特

定法人にあっては「免許特定法人名」に、また「代表者名」は、「日本における代表者名」にそれ

ぞれ読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜目 次＞ 

別紙様式 1 保険業の免許申請書 
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現    行                                                                         改  正  案 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式 2 兼職認可申請書 

別紙様式 3 兼職認可申請書の提出について 

別紙様式 4 減資認可申請書 

別紙様式 5 社員配当準備金等の積立ての例外に係る認可申請書 

別紙様式 6 業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 

別紙様式 7 特定関係者(又は特殊関係者)との間の取引等に係る承認申請書 

別紙様式 8 子会社対象保険会社等を子会社とすることに係る認可申請書 

別紙様式 9 保険業法第 106 条第 5 項に定める事由により子会社となった子会社対象保険会

社等を 1年を超えて子会社とすることに係る認可申請書 

別紙様式 10 子会社の業務を変更することに係る認可申請書 

別紙様式 11 業務報告書の提出延期承認申請書 

別紙様式 12 市場価格のある株式の評価益計上等の認可申請書 

別紙様式 13 価格変動準備金の不積立ての認可申請書 

別紙様式 14 価格変動準備金の取崩しの認可申請書 

別紙様式 15 保険計理人の選任届出書 

別紙様式 16 保険計理人の退任届出書 

別紙様式 17 事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更

認可申請書 

別紙様式 18 事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更

届出書 

別紙様式 19 定款変更認可申請書 

別紙様式 20 保険業の開始届出書 

別紙様式 21 保険業法第 106 条第 1 項第 9 号（又は第 10 号）に掲げる会社を子会社とする届

出書 

別紙様式 22 子会社が子会社でなくなった届出書 

別紙様式 23 子会社が子会社対象保険会社に該当しない子会社になった届出書 

別紙様式 24 資本の額の増額届出書 

別紙様式 25 基金の総額の増額届出書 

別紙様式 26 定款（又は定款に準ずる書類）の変更届出書 

別紙様式 27 外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所設置届出書 

別紙様式 28 総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により取得又は保有され

ることに係る届出書 

別紙様式 29 新株予約権発行届出書 

別紙様式 30 新株予約権付社債発行届出書 

別紙様式 31 役員就退任届出書 

別紙様式 32 保険業法施行規則第57条第1項各号に掲げる事由により他の会社を子会社とし

た届出書 

別紙様式 33 子会社の議決権の取得又は保有届出書 

別紙様式 34 保険会社(又は外国保険会社等)を子会社とする者の変更届出書 

別紙様式 35 子会社の商号等変更届出書 

別紙様式 36 子会社の本店の所在地変更届出書 

別紙様式 37 子会社の業務の内容変更届出書 

別紙様式 38 子会社の合併届出書 
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別紙様式 39 子会社の解散（又は業務の全部の廃止）届出書 

別紙様式 40 国内の会社の基準議決権数を超える議決権の取得（又は保有）届出書 

別紙様式 41 国内の会社の基準議決権数を超える議決権の取得（又は基準議決権数を超える

議決権を保有しなくなった）届出書 

別紙様式 42 子会社対象会社の基準議決権数を超える議決権の取得（又は保有）届出書 

別紙様式 43 基準議決権数を超えて保有する国内の会社の議決権のうち基準議決権数を超え

る部分の議決権を保有しなくなった届出書 

別紙様式 44 特殊関係者を新たに有することとなった届出書 

別紙様式 45 特殊関係者でなくなった届出書 

別紙様式 46 基準議決権数を超えて議決権を保有する会社(又は特殊関係者)の業務の内容を

変更する場合の届出書 

別紙様式 47 外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所廃止届出書 

別紙様式 48 危険準備金の不積立て等の届出書 

別紙様式 49 回払契約の割合届出書 

別紙様式 50 異常危険準備金の計算に係る届出書 

別紙様式 51 「財務再保険」契約締結届出書 

別紙様式 52 ｢財務再保険｣契約中途解約届出書 

別紙様式 53 劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）届出書 

別紙様式 54 劣後特約付金銭消費貸借(社債)の期限前弁済（償還）届出書 

別紙様式 55 自己株式を取得する場合の届出書 

別紙様式 56 不祥事件届出書 

別紙様式 57 外国生命保険業（又は外国損害保険業）の免許申請書 

別紙様式 58 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並

びに日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法

書の変更認可申請書 

別紙様式 59 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並

びに日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法

書の変更届出書 

別紙様式 60 外国保険業者の駐在員事務所等設置届出書 

別紙様式 61 外国保険業者の駐在員事務所等廃止届出書 

別紙様式 62 外国保険業者の駐在員事務所等の保険業に関する情報の収集又は提供その他

保険業に関連を有する業務の廃止届出書 

別紙様式 63 外国保険業者の駐在員事務所等変更届出書 

別紙様式 64 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締

結する保険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する

保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更認可申請書 

別紙様式 65 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締

結する保険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する

保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更届出書 

別紙様式 66 代表者又は管理人（別表）（登録申請書添付書類） 

別紙様式 67 保険業法第 277 条第 2 項第 2 号の規定に基づく法人代理店の役員の氏名及び

住所を記載した書面（登録申請書添付書類） 

別紙様式 68 生命保険募集人登録済通知書 
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現    行                                                                         改  正  案 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式 69 損害保険代理店登録済通知書 

別紙様式 70 登録の拒否について 

別紙様式 71 代申支社の届出書 

別紙様式 72 生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更･廃業等代理届出書 

別紙様式 73 生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更･廃業等代理届出書 別紙 

別紙様式 74 損害保険代理店代理申請書 

別紙様式 75 損害保険代理店登録関係書類送付案内 

別紙様式 76 登録の抹消について 

 

 

別添１：参考様式集 

 

(2) 保険持株会社関係 （別紙様式１～24）  

 

＜目 次＞ 

別紙様式 1 保険持株会社に係る認可申請書 

別紙様式 2 子会社に係る承認申請書 

別紙様式 3 保険業法施行規則第 210 条の 9 で定める事由により子会社とした会社を 1 年を

超えて子会社とすることに係る承認申請書 

別紙様式 4 保険持株会社になった（又は保険持株会社として設立された）届出書 

別紙様式 5 保険会社を子会社とする持株会社でなくなった届出書 

別紙様式 6 子会社対象保険会社等を子会社とすることに係る届出書 

別紙様式 7 子会社が子会社でなくなった届出書 

別紙様式 8 解散届出書 

別紙様式 9 資本の額の変更届出書 

別紙様式 10 総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により取得又は保有され

ることに係る届出書 

別紙様式 11 定款（又は定款に準ずる定め）の変更届出書 

別紙様式 12 新株予約権発行届出書 

別紙様式 13 新株予約権付社債発行届出書 

別紙様式 14 役員就退任届出書 

別紙様式 15 事務所設置届出書 

別紙様式 16 事務所の所在地変更届出書 

別紙様式 17 事務所廃止届出書 

別紙様式 18 保険業法施行規則第 210 条の 9 各号に掲げる事由により他の会社を子会社とし

た届出書 

別紙様式 19 子会社の商号等変更届出書 

別紙様式 20 子会社の本店若しくは主たる営業所若しくは事務所の所在地変更届出書 

別紙様式 21 子会社の合併届出書 

別紙様式 22 子会社の解散（又は業務の全部廃止）届出書 

別紙様式 23 営業報告書等を定時総会に提出した届出書 

別紙様式 24 業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧開始届出書 
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現    行                                                                         改  正  案 

 
 

 

別添１：参考様式集 

 

(3) 保険仲立人関係 （別紙様式１～３７）  

 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添１：参考様式集 

 

 (3) 保険仲立人関係 （別紙様式１～３７）  

 

＜目 次＞ 

別紙様式 1 役員氏名･住所一覧（登録申請書添付書類） 

別紙様式 2 保険仲立人の登録済通知書 

別紙様式 3 登録の拒否について 

別紙様式 4 代表者又は管理人（別表）（変更届出書添付書類） 

別紙様式 5 保証金供託届出書 

別紙様式 6 保証委託契約締結届出書 

別紙様式 7 保管証書 

別紙様式 8 保証金取戻届出書 

別紙様式 9 保証委託契約解除（変更）承認申請書 

別紙様式 10 保証金に代わる契約の解除承認について 

別紙様式 11 保証金に代わる契約の変更承認について 

別紙様式 12 保証委託契約解除（変更）届出書 

別紙様式 13 供託所変更届出書 

別紙様式 14 受領書 

別紙様式 15 保証金に充てる有価証券の承認申請について 

別紙様式 16 保証金に充てる有価証券の承認及び価額の指定について 

別紙様式 17 通知書 

別紙様式 18 賠責保険契約締結届出書 

別紙様式 19 賠責保険契約により保証金の一部を供託しないこととする承認の申請について 

別紙様式 20 賠責保険契約により保証金の一部を供託しないこととする承認について 

別紙様式 21 賠責保険契約解除(変更)承認申請書 

別紙様式 22 賠責保険契約の解除承認について 

別紙様式 23 賠責保険契約の変更承認について 

別紙様式 24 賠責保険契約解除(変更)届出書 

別紙様式 25 結約書 

別紙様式 26 認可申請書 

別紙様式 27 認可に係る業務方法書 

別紙様式 28 財産に関する調書 

別紙様式 29 長期保険契約に係る業務の収支の見込み 

別紙様式 30 保証金に関する書面 

別紙様式 31 認可申請者等の履歴書 

別紙様式 32 長期保険契約媒介認可通知書 

別紙様式 33 長期保険契約媒介認可の拒否について 

別紙様式 34 業務方法変更認可申請書 

別紙様式 35 長期保険契約業務方法変更認可通知書 

別紙様式 36 長期保険契約業務方法変更認可の拒否について 

別紙様式 37 業務廃止届出書 
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(4) 主要株主関係 （別紙様式１～１１） 

 

(新設) 
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 (4) 保険主要株主関係 （別紙様式１～１１） 

 

＜目 次＞ 

別紙様式 1 保険主要株主に係る認可申請書 

別紙様式 2 特定主要株主に係る承認申請書 

別紙様式 3 主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなった届出書 

別紙様式 4 保険主要株主になった(又は保険主要株主として設立された)届出書 

別紙様式 5 総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者となった届出書 

別紙様式 6 主要株主基準値以上の議決権の保有者でなくなった届出書 

別紙様式 7 総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者でなくなった届出書 

別紙様式 8 解散届出書 

別紙様式 9 総株主の議決権の百分の五十を超える議決権を一の株主により取得又は保有さ

れることに係る届出書 

別紙様式 10 定款（又は定款に準ずる定め）の変更届出書 

別紙様式 11 保険業法施行規則第210条の14第2項に定める事項の変更（又は廃止）届出書
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＊ 以下において、「１．生命保険関係」に定められている様式を「（生保）別紙様式」と、「２．損害保険関係」に定
められている様式を「（損保）別紙様式」と表示する。 

 
別添 1 参考様式集 
１．生命保険関係 
２．損害保険関係 
 

 
 
 
別添 1 参考様式集 
１．保険会社関係 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(損保) 
 

別紙様式１ 
文 書 番 号 
年   月   日 

内閣総理大臣   殿 
（金融庁長官経由） 

保険会社名 
代表者名          印 

保険業の免許申請書 
  当社は、今般保険業を行いたく、保険業法第３条第１項の規定に基づき、別紙のとおり保険業の免許を
申請いたします。 
 
（注）添付書類 
 １ 別紙様式１の２ 
 ２ 保険業法第４条第２項に掲げる書類 
  ３ 保険業法施行規則第６条第１項に掲げる書類 
 ４ 商法第２５４条ノ２（取締役の欠格事由）（法第５１条第２項において準用する場合を含む。）に該当しな

いことを証明する書類 
 ５ 商法第２８０条第１項（監査役の欠格事由）又は法第５３条第２項において準用する商法第２５４条ノ２

に該当しないことを証明する書類 
 ６ 免許申請者が、損害保険会社の子生命保険会社等又は外国保険会社等の特殊関係者となる場合に

は、次に掲げる書類 
  (1) 当該損害保険会社又は外国保険会社等の最近の業況を記載した書類 
  (2) 子保険会社関係の弊害防止措置を講じた状況を記載した書類 
 ７ 登録免許税納付書 
 ８ 商法第１８９条第１項（法第２３条第４項において準用する場合を含む。）の規定による払込金保管者

の証明書 
 ９ 商業登記法第８０条第２号から６号、第８号及び第９号に定める書類 
 10 公正取引委員会の株式取得認可書 
 
 
別紙様式１（損害保険業の免許） 

文 書 番 号 
年   月   日 

内閣総理大臣○○○○殿 
（金融庁長官経由） 

保険会社名 
代表者名          印 

損害保険業の免許申請書 
 当社は、今般、損害保険業を営みたく、別紙書類を添えて、保険業法第３条第１項の規定に基づき、別紙
のとおり損害保険業の免許を申請いたします。 

以下、取締役（代表者を除く。）及び監査 
役の全員が記名押印又は署名する。 

別紙様式１ 
文 書 番 号 
年   月   日 

内閣総理大臣 殿 
（金融庁長官経由） 

商号又は名称 
代表者名          印 

保険業の免許申請書 
  当社は、今般保険業を行いたく、保険業法第３条第１項の規定に基づき、別紙のとおり保険業の免許を申
請いたします。 
 
添付書類 
1. 別紙様式１の２ 
2. 保険業法第4条第2項に掲げる書類 
(1) 定款 
(2) 事業方法書 
(3) 普通保険約款 
(4) 保険料及び責任準備金の算出方法書 
3.  保険業法施行規則第6条第1項に掲げる書類 
(1) 理由書 
(2) 会社登記簿の謄本 
(3) 創立総会の議事録若しくは株主総会の議事録又はこれに代わる書面 
(4) 簡易な分割手続による場合の取締役会の議事録 
(5) 事業計画書 
(6)  直近の日計表その他の最近における財産及び損益の状況を知ることができる書類 
(7)  取締役及び監査役（取締役及び執行役）の履歴書 
(8) 主要な株主の商号、名称又は氏名及びその保有する議決権の数を記載した書面 

(相互会社の場合にあっては、社員になろうとする者の名簿） 
(9) 保険会社の業務に関する知識及び経験を有する従業員の確保の状況を記載した書類 
(10) 申請者が子会社等を有する場合には、次に掲げる書類 

イ） 当該子会社等の名称及び主たる営業所又は事務所の位置を記載した書類 
ロ） 当該子会社等の役員の役職名及び氏名を記載した書類 
ハ） 当該子会社等の業務の内容を記載した書類 
ニ） 当該子会社等の最終の貸借対照表、損益計算書及び利益処分又は損失処理に関する書面そ
の他の当該子会社等の最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

ホ） 申請者及びその子会社等の業務、財産及び損益の状況の見込みを記載した書類 
(11)  その他参考となるべき事項を記載した書類 
4. 商法第２５４条の２（取締役の欠格事由）（商法特例法第２１条の１４第７項第５号及び保険業法第５１

条第２項において準用する場合を含む。）に該当しないことを証明する書類 
5. 商法第２８０条第１項（監査役の欠格事由）又は保険業法第５３条第２項において準用する商法第254

条の２に該当しないことを証明する書類 
6. 親会社に関する書類 
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                                                     ○ 
（注）添付書類 
   １ 別紙様式１の２ 
   ２ 保険業法第４条第２項に掲げる書類 
   ３ 保険業法施行規則第６条第1項に掲げる書類 
   ４ 商法第２５４条ノ２（取締役の欠格事由）（保険業法第５１条第２項において準用する場合を含む。）

に該当しないことを証明する書類 
   ５ 商法第２８０条第１項（監査役の欠格事由）又は保険業法第５３条第２項において準用する商法254

条ノ２に該当しないことを証明する書類 
   ６ 親会社と当該会社との取引関係を明らかにする書類 
   ７ 親会社の貸借対照表、損益計算書及び利益金の処分又は損失金の処分に関する書面 
   ８ 登録免許税納付書 
   ９ 商法第１８９条第１項（保険業法第２３条第４項において準用する場合を含む。）の規定による払込

金保管者の証明書 
   10 商業登記法第８０条第２号～第６号、第８号及び第９号に定める書類 
   11 公正取引委員会の株式取得認可書の写 
   12 親会社グループ概要 
 
 

(1) 親会社と当該会社との取引関係を明らかにする書類 
(2) 親会社の貸借対照表、損益計算書及び利益金の処分又は損失金の処分に関する書面 
(3) 親会社グループ概要 

7. 組織図 
8. 登録免許税納付書 
9. 商法第１８９条第１項（保険業法第２３条第４項において準用する場合を含む。）の規定による払込金

保管者の証明書 
10. 商業登記法第８０条第２号から６号、第８号及び第９号に定める書類 
11. 公正取引委員会の株式取得認可書（写） 

 
（注） 保険会社以外の株式会社が従前の目的を変更して保険業を営む場合は、上記添付書類8から10に代
えて以下の書類を提出する。 
イ) 従前の目的を変更して保険業を営むことを決議した株主総会の議事録 
ロ) 従前の定款及び免許申請の際に現に存する取引の性質を明らかにする書面 
ハ) 最終の貸借対照表、損益計算書及び利益の処分又は損失の処理に関する書面 

 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式１の２ 

 商 号 又 は 名 称  

 資本の額又は基金の総額  

 取締役及び監査役の氏名  

 受けようとする免許の種類  

 本店又は主たる事務所の 
 所 在 地 

 

 業績予想 

 設立当該期 翌期 翌々期 

主

要

勘

定 

 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 

   
 

 資本 
 勘定 

 資本金 
 ・・・ 

   

収
支
見
込 

 経常収益 
 ・・・ 
 経常費用 
 ・・・ 
 経常利益 
 当期利益 

   

主 
要 
利 
回 

 ・・・ 
 ・・・ 
 一般勘定資産利回り 
 総資産利回り 

   

 

経
営
諸
指
標(

％) 

 配当率 
 ソルベンシー 
   マージン比率 
 ・・・・・ 

 

 取締役及び監査役の役 
 職名及び氏名 

 

別紙様式１の２（生命保険業） 

商 号 又 は 名 称  

資本の額又は基金の総額  

取 締 役 及 び 監 査 役 の 
役 職名及び氏名 （ 注 ） 

 

受けようとする免許の種類  

本 店 又 は 主 た る 
事 務 所 の 所 在 地 

 

 業績予想 

 設立当該期 翌期 翌々期 

主
要
勘
定 

 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 

   

 

資
本 

勘
定 

 資本金 
 ・・・ 

   

収
支
見
込 

 経常収益 
 ・・・ 
 経常費用 
 ・・・ 
 経常利益 
 当期純利益 

   

主
要
利
回 

 ・・・ 
 ・・・ 
 一般勘定資産利回り 
 総資産利回り 
 

   

 
経
営
諸
指
標(

％) 

 配当率 
 ソルベンシーマージン比率
 ・・・・・ 

 

 役員又は従業員の数   常勤役員 名  非常勤役員 名  従業員 名 
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 役員又は従業員の数    常勤役員 名  非常勤役員 名  従業員 名 

 組織図  

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
 

 (注)委員会等設置会社等にあっては、監査役を執行役と読み替える。 

(損保) 
 

別紙様式１の２ 

 商号又は名称  

 資本の額又と基金の総額  

 受けようとする免許の種類  

 本店又は主たる事務所の 
 所在地 

 

業績予想 

 設立当該期 翌期 翌々期 

主 
要 
勘 
定 

 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 

   

資本 
勘定 
 

 資本金 
 ・・・ 

   

収 
支 
見 
込 

 経常収益 
 ・・・ 
 経常費用 
 ・・・ 
 経常利益 
 当期利益 

   

主 
要 
利 
回 

 ・・・ 
 ・・・ 
 運用資産利回り 
 総資産利回り 

   経 
営 
諸 
指 
標 
％ 

 配当率 
 資本金利益率 
 ・・・・・ 
 ・・・・・ 
 

 

 取締役及び監査役の 
 役職名及び氏名 

 

 役員又は従業員の数  常勤役員  名   非常勤役員  名   従業員  名 

 

 組織図  

  
 
 

別紙様式１の２(損害保険業)                                                 

商 号 又 は 名 称  

資本の額又は基金の総額  

取 締 役 及 び 監 査 役 の 
役 職 名 及 び 氏 名 （ 注 ） 

 

受けようとする免許の種類  

本 店 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

 

業績予想 

 設立当該期 翌期 翌々期 

主
要
勘
定 

 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 

   

資
本

勘
定

 資本金 
 ・・・ 
 

   

収
支
見
込 

 経常収益 
 ・・・ 
 経常費用 
 ・・・ 
 経常利益 
 当期純利益 
 

   

主
要
利
回 

・・・ 
・・・ 
運用資産利回り 
総資産利回り 
 

   

経
営
諸
指
標(

％) 

配当率 
資本金利益率 
損害率 
事業費率 
・・・・・ 
ソルベンシーマージン比率
・・・・・ 

 

役員又は従業員の数 常勤役員 名  非常勤役員 名  従業員 名 

(注)委員会等設置会社等にあっては、監査役を執行役と読み替える。 
 
 

(生保) 
 
 
 

別紙様式２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 

別紙様式２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
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(損保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(生保) 

保険会社名 
○○取締役         印 

兼職認可申請書             
 ○○○○の常務に従事いたしたく、保険業法第８条第２項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いた
します。 
 
 添付書類 
  １ 別紙様式２の２ 
  ２ 別紙様式２の３ 
  ３ 保険業法施行規則第１４条の２第１項に掲げる書類 
 
 
別紙様式２の２（取締役の兼職） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
取締役       印 

取締役の兼職認可申請書 
 ○○○○の常務に従事いたしたく、保険業法第８条第２項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いた
します。 
                                             ○ 
（注）添付書類 
   保険業法施行規則第１４条第１項に掲げる書類 
 
 
別紙様式13 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官     殿 
外国生命保険会社名 
日本における代表者名      印 

日本における代表者の兼職の認可申請書 
 ○○○○の常務に従事いたしたく、保険業法第１９２条第３項のおいて準用する保険業法第８条の規定
に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。  
 
 添付書類 
 １ 別紙様式１３の２ 
 ２ 保険業法施行規則第１３３条第１項に掲げる書類 
 
 

保険会社名（又は外国保険会社等名） 
役職名及び氏名                印 

兼職認可申請書             
 ○○○○の常務に従事いたしたく、保険業法第８条第２項(又は保険業法第１９２条第３項）の規定に基づき、
別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
 添付書類 
１ 別紙様式２の２ 
２ 履歴書 
３ 兼職をする他の会社に係る下記の書面 

(1) 定款（これに準ずるものを含む。） 
(2) 最終の貸借対照表 
(3) 最終の損益計算書 
(4) 最終の事業報告書 
(5) 最終の利益若しくは剰余金の処分又は損失の処理に関する書面 
(6) その他最近における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書面 
４ その他参考となるべき事項を記載した書類 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
  

 
 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式２の２ 

申請者の氏名  

生命保険会社での職名  

当該他の会社での職名  

兼職開始予定日  

理由  

生命保険会社及び当該他の会社 
 における常務の処理方法 

 

生命保険会社及び当該他の会社 
 との取引その他の関係 

 

 

別紙様式２の２ 

申 請 者 の 氏 名  

保 険 会 社 で の 役 職 名  

当該他の会社の商号又は名称  

当 該他の会社 での役職名  

兼 職 開 始 予 定 日 年  月  日（  ） 

理 由  

保険会社及び当該他の会社
に お け る 常 務 の 処 理 方 法
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(生保) 
 
 
 
 
 
 
 

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
                                         
別紙様式13の２ 

 申請書の氏名  

 外国生命保険会社での職名  

 当該他の会社の商号及び所在地  

 当該他の会社での職名  

 兼職開始予定日  

 理 由  

 外国生命保険会社及び当該他の会社にお 
 ける常務の処理方法 

 

 生命保険会社と当該他の会社との取引そ 
 の他の関係 

 

 

 （注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
 

保険会社及び当該他の会社
と の 取 引 そ の 他 の 関 係

 

（注） 外国保険会社等にあっては、保険会社を外国保険会社等と読み替える。 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (損保) 
 

別紙様式２の３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官   殿                                  
保険会社名 
代表者            印 

当社の常務に従事する取締役の兼職認可申請書の提出について 
○○○○取締役の○○○○への兼職認可申請書を提出いたします。 
 
 

別紙様式２（取締役の兼職） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名           印

兼職認可申請書のご提出 
 ○○取締役の○○の○○○○の常務に従事する件につき、別紙のとおり兼職認可申請書を提出いたし
ます。 
                                               ○ 
（注）添付書類 
   別紙様式２の２（兼職認可申請書） 
 
 

別紙様式３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名(又は外国保険会社等名) 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

兼職認可申請書の提出について 
保険業法施行規則第 14 条の２第１項（又は保険業法施行規則第１３３条第１項）の規定に基づき、下記の者

に係る兼職認可申請書を提出いたします。  
記 

氏 名  

保 険 会 社 で の 役 職 名  

兼職を申請する他の会社の
商 号 又 は 名 称

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名           印

減資認可申請書 
資本の額を減少いたしたく、保険業法第１７条第６項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたしま

す。 
 

別紙様式４ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名            印

減資認可申請書 
資本の額を減少いたしたく、保険業法第１７条第６項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたしま

す。 
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 (損保) 
 

 添付書類 
１ 別紙様式３の２ 
２ 保険業法施行規則第１９条第１項に掲げる書類 

 
 
別紙様式３（資本減少） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名           印

減資認可申請書 
資本の額を減少いたしたく、保険業法第１７条第６項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたしま

す。 
                                                     ○ 
（注）添付書類 
   １ 別紙様式３の２ 
   ２ 保険業法施行規則第１９条第１項に掲げる書類 
 
 

 添付書類 
１ 別紙様式４の２ 
２ 株主総会の議事録  
３ 貸借対照表  
４ 法第17条第1項の規定による公告をしたことを証する書面  
５ 法第17条第2項の期間内に異議を述べた保険契約者の数又はその者の規則第18条に規定する金額
が、法第17条第4項に定める割合を超えなかったことを証する書面 

６ 商法第376条第1項（資本の減少に関する債権者の異議）の規定による公告及び催告をしたこと並びに
異議を述べた債権者があるときは、その者に対し弁済し、若しくは担保を提供し、若しくは信託したこと
又は資本の減少をしてもその者を害するおそれがないことを証する書面  

７ 株式の併合をする場合においては、商法第215条第1項（株式の併合の公告等）の規定による公告及び
通知をしたことを証する書面  

８ 株式の消却をする場合においては、商法第213条第2項 （株式の消却の手続）において準用する同法
第215条第1項 の規定による公告及び通知をしたことを証する書面  

９ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別紙様式３の２ 

 理   由  

 実行予定日          年  月  日 （  ） 

 現行資本金          百万株      百万円 

 減少する資本の額          百万株      百万円 

 減少後の資本金          百万株      百万円 

 資本の額の減少の方法  

 前回の増減資年月日          年  月  日 （  ） 

 前回の増減資額          百万株      百万円 

 諸比率の推移 

         減 資   減 資   減資実行 
         直前期   実行期   翌  期 
           ％     ％      ％ 
  資本収益率 
  内部留保率 

 減資の日程  

 
（注）１．上記事項の順に従って記載すること 
   ２．諸比率は、次の算式により計算すること 

当期利益 
① 資本収益率 ＝ 

期中平均資本金 
内部留保 

② 内部留保率 ＝ 
社外流出額 

    
 

別紙様式４の２ 

 理    由  

 実 行 予 定 日          年  月  日 （  ） 

 現 行 の 資 本 の 額          百万株      百万円 

 減 少 す る 資 本 の 額          百万株      百万円 

 減 少 後 の 資 本 の 額          百万株      百万円 

 資本の額の減少の方法  

 前回の増減資年月日          年  月  日 （  ） 

 前 回 の 増 減 資 額          百万株      百万円 

 減資直前期 減資実行期 減資実行翌期

資本金利益率 
 (%) 

   

ソルベンシー・ 

マージン比率(%) 
   

 諸 比 率 等 の 推 移

実質資産負債差額 
   (百万円） 

   

 減資の日程  

 
（注）資本金利益率は、次の算式により計算すること 

当期純利益 
資本金利益率＝

期中平均資本金 
×１００ 

 

(損保) 
 

別紙様式３の２ 

 理   由  

 実行予定日                  年  月  日（ ） 

 現行資本金 百万株       百万円 

 減少する資本の額 百万株       百万円 

 減少後の資本金 百万株       百万円 
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 資本の額の減少の方法  

 前回の増減資年月日                  年  月  日（ ） 

 前回の増減資の額 百万株       百万円 

 諸比率の推移 

                 減 資    減 資    減資実行 
                 直前期    実行期    翌  期 
                   ％      ％       ％ 
  資本金利益率 
  内部留保率 

 減資の日程  

 

 
（注）１ 上記事項の順に従って記載すること。 
   ２ 諸比率は、次の算式により計算すること。 
   

当期利益 
① 資本金利益率 ＝ 

期中平均資本金 
内部留保 

② 内部留保率 ＝ 
社外流出額 

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 

 

別紙様式４ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名           印

社員配当準備金等の積立ての例外に係る認可申請書 
 平成○年度の決算について、法第５８条第４項の規定の適用を受けたく、法第５８条第５項の規定に基づ
き、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
 添付書類 
   １ 保険業法施行規則第３０条に掲げる書類 
   ２ 定款の一部変更に関する事項 
   ３ 定款（案） 
 

別紙様式５ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

社員配当準備金等の積立ての例外に係る認可申請書 
○年度の決算について、保険業法第５８条第４項の規定の適用を受けたく、同条第５項の規定に基づき、

別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
１ 理由書 
２ 社員総会又は総代会の議事録 
３ 定款の一部変更に関する事項を記載した書面及び定款（案） 
４ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

(生保) 別紙様式５ 
文 書 番 号 
年   月   日 

 金融庁長官○○○○殿 
保険会社名（又は外国生命保険会社） 
代表者名（又は日本における代表者名）      印

○○○○に係る業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 
  ○○○○に係る業務の代理又は事務の代行を行いたく、保険業法第９８条第２項（又は法第199条に
おいて準用する法第９８条第２項）の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。        
 
（注）添付書類 
     １．別紙様式５の２ 
     ２．保険業法施行規則第５１条の２第１項（又は同規則第１４１条の２第１項）に掲げる書類 
     ３．業務の代理又は事務の代行に関する契約書（いわゆる協調融資に係る認可申請を行う場合に

は、契約書の雛形でも可とする。） 

別紙様式 6 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名(又は外国保険会社等名) 
代表者名(又は日本における代表者名)     印

業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 
○○○○に係る業務の代理又は事務の代行を行いたく、保険業法第９８条第２項（又は保険業法第199

条において準用する法第９８条第２項）の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。        
 
添付書類 
１ 別紙様式６の２ 
２ 業務の代理又は事務の代行に関する契約書（いわゆる協調融資に係る認可申請を行う場合には、
契約書の雛形でも可とする。） 

３ その他参考となるべき事項を記載した書類 
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(損保) 
 

別紙様式４（業務の代理又は事務の代行） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名（又は外国損害保険会社等） 
代表者名（又は日本における代表者）     印 

○○○○に係る業務の代理又は事務の代行に関する認可申請書 
 ○○○○に係る業務の代理又は事務の代行を行いたく、保険業法第９８条第２項（又は法第199条にお
いて準用する法98条第2項）の規定に基づき、下記のとおり認可を申請いたします。 

記 

 申請理由  

 契約の相手方（会社名、所在地等）  

 業務の種類  

 業務の範囲  

 条件（手数料等）  

 業務を行う地域  

 業務開始日                年  月  日（ ） 

 

                                                    ○                                         
（注）１．添付書類 

①保険業法施行規則第５１条の２第１項に掲げる書類（又は同施行規則第141条の2第1項）に掲げ
る書類 
②業務の代理又は事務の代行に関する契約書（いわゆる協調融資に係る認可申請を行う場合に
は、契約書の雛形でも可とする。） 

２．共同保険については、契約の相手方のうち会社名・所在地を除くことができるものとする。 
３．契約の相手方について、いわゆる協調融資に係る認可申請を行う場合は、業種の記載でも可とす
る。  

 
 

 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別紙様式５の２ 

 申 請 理 由  

 業 務 の 種 類  

 契 約 の 相 手 方 
（ 会 社名 、所在地等 ） 

 

 業 務 の 範 囲  

 条 件 （ 手 数 料 等 ）  

 業 務 を 行 う 地 域  

 

 業 務 開 始 日        年  月  日  （  ） 

（注）契約の相手方について、いわゆる協調融資に係る認可申請を行う場合は、業種の記載でも可とす
る。 

 

別紙様式６の２ 

理    由  

 業 務 の 種 類  

 契 約 の 相 手 方 
（会社名、所在地等） 

 

 業 務 の 範 囲  

 条 件 （ 手 数 料 等 ）  

 業 務 を 行 う 地 域  

 業 務 開 始 予 定 日        年  月  日  （  ） 

 
（注） 
１ 共同保険については、契約の相手方のうち会社名・所在地を除くことができるものとする。 
２ 契約の相手方について、いわゆる協調融資に係る認可申請を行う場合は、業種の記載でも可とする。

 
 

(生保) 
 
 
 
 

別紙様式６ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 

別紙様式７ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名(又は外国保険会社等名) 
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 (損保) 
 

代表者名 
      特定関係者（又は特殊関係者）との間の取引等に係る承認申請書 
 特定関係者（又は特殊関係者）との間において、取引又は行為をいたしたく、保険業法第１００条の３（又
は第１９４条）ただし書の規定に基づき別紙のとおり承認を申請いたします。 
 
添付書類 
１ 別紙様式６の２ 
２ 保険業法施行規則第５４条の３第１項（又は同施行規則第１３４条の２第１項）に掲げる書類 

 
 
別紙様式５ 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

特定関係者（又は特殊関係者）との間の取引等に係る承認申請書 
 特定関係者（又は特殊関係者）との間において、取引又は行為をいたしたく、保険業法第１００条の３（又
は第１９４条）ただし書の規定に基づき別紙のとおり承認を申請いたします。 
 
添付書類 
１ 別紙様式５の２ 
２ 保険業法施行規則第５４条の３第１項（又は同施行規則第１３４条の２第１項）に掲げる書類 

 
 

代表者名(又は日本における代表者名)     印
特定関係者（又は特殊関係者）との間の取引等に係る承認申請書 

 特定関係者（又は特殊関係者）との間において、取引又は行為をいたしたく、保険業法第１００条の３ただし
書（又は保険業法第１９４条ただし書）の規定に基づき別紙のとおり承認を申請いたします。 
 
添付書類 
１ 別紙様式７の２ 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 

別紙様式６の２ 

名称  

所在地  

代表者  

特定(特殊)関係者とな
る事由 

 

取 

引 

対 

象 

主要株主等の構成  

取引内容 

○○年度    支援金額合計          百万円 
  （内訳）            百万円 

 
 

過去の取引内容 

○○年度    支援金額合計           百万円 
（内訳）            百万円 

 
 
 

取引を行う理由  

その他（事務ガイドライン１
－１０－５に関して貴社とし

ての認識等） 

 

実施予定日 年      月      日（  ） 

 
 

別紙様式７の２ 

商号、名称又は氏名  

住所又は本店所在地  

代 表 者  

保険会社との関係
(注１)

 

取
引
の
相
手
方 

主要株主等の構成
Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

取引の内容  
取引内容 

支 援 金 額  

当該相手方と行った過去の
取引内容（注２） 

 

取引を行う理由 (注３ )  

取 引 予 定 日        年      月      日（  ） 

(注) 
１ 取引の相手方が特定関係者（又は特殊関係者）の顧客である場合は、当該特定関係者（又は特殊関係
者）と保険会社との関係についても記載すること。 
２ 件数及び支援金額については、各年度毎に記載すること。取引の相手方が特定関係者（又は特殊関係
者）の顧客である場合は、当該特定関係者（又は特殊関係者）と保険会社との過去の取引内容についても
記載すること。 
３ 保険業法施行規則第５４条（又は保険業法施行規則第１３４条）に規定するやむを得ない理由があること
についても説明すること。 
 
 

… … 

… … 

… 
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 (損保) 
 

 別紙様式５の２ 

 名 称  

 所在地  

 代表者  

特定(特殊)関係
者となる理由 

 

取 

引 

対 

象 主要株主等の
構成 

 

 取引内容 
 

    ○○年度  支援金額合計          百万円 
              （内訳）          百万円 
                     
 
 

 
 過去の取引内容 
 

    ○○年度  支援金額合計          百万円 
              （内訳）          百万円 
                     
      
 

 取引を行う理由  

 その他（事務ガイド 
 ライン１－１０－５ 
 に関して貴社として 
 の認識等） 

 

 実施予定日        年      月      日（  ） 

 
 

 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(損保) 
 

別紙様式７ 
文 書 番 号 
年   月   日 

 金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

子会社対象保険会社等（○○を営む会社）を子会社 
とすることに係る認可申請書 

○○を子会社とすることについて、保険業法第１０６条第４項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請い
たします。 
 
添付書類 
 １ 別紙様式７の２ 
 ２ 保険業法施行規則第５８条第１項に掲げる書類      
              
 
別紙様式６ 

文 書 番 号 
年   月   日 

 金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

子会社対象保険会社等（○○を営む会社）を子会社 
とすることに係る認可申請書 

別紙様式８ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社対象保険会社等を子会社とすることに係る認可申請書 
 ○○を子会社とすることについて、保険業法第１０６条第４項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたし
ます。 
 
添付書類 
１ 別紙様式８の２ 
２ 申請者に関する次に掲げる書類  
(1) 最終の貸借対照表、損益計算書及び利益若しくは剰余金の処分又は損失の処理に関する書面その
他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(２) 本件認可後における収支の見込みを記載した書類 
(3) 株式交換により子会社対象保険会社等を子会社とする場合には、次に掲げる書類 
① 株主総会の議事録等 
② 株式交換契約書 
③ 株式交換費用を記載した書類 

３ 申請者及びその子会社等に関する次に掲げる書類  
(1)  申請者及びその子会社等につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算書及び剰余金計算
書その他これらの会社の最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(2) 本件認可後における申請者及びその子会社等（子会社となる会社を含む。）の収支の見込みを記載し

… … 

… 

… … 
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 ○○を子会社とすることについて、保険業法第１０６条第４項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請い
たします。 
 
添付書類 
 １ 別紙様式６の２ 
 ２ 保険業法施行規則第５８条第１項に掲げる書類                   
 
 
 

た書類 
４ 申請に係る子会社対象保険会社等に関する最終の貸借対照表、損益計算書及び利益の処分又は損失
の処理に関する書面その他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

５ 申請に係る子会社対象保険会社等を子会社とすることにより、申請者又はその子会社が国内の会社の
議決権を合算してその基準議決権数を超えて保有することとなる場合には、当該国内の会社の名称及び
業務の内容を記載した書類  

６ 申請に係る子会社対象保険会社等の役員の履歴書 
７ 申請に係る子会社対象保険会社等の組織図 
８ その他審査をするため参考となるべき事項を記載した書類  

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式７の２ 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)
の所在地 

 

 従たる営業所の所在地  

 業 務 内 容            

会社の状況 
(直近の決算期より) 

(注1) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の役職
及び氏名 
(役員略歴を添付) 

 

 役員及び従業員の数            

 認可事由発生
前①(注3) 

認可事由発生
後② 

増減 
(②－①) 

総株主等の議決権 個 個 個 

保有議決権数(注2) 個 個 個 

 総株主等の議決権・保 
 有する議決権の数の状 
 況 

保有議決権割合 ％ ％ ％ 

議決権取得(又は保有)の
理由 

 

 主要株主等の構成            Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

 子会社の組織図            

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ） 

 
（注）記載要領 
（注１）「会社の状況」について 
    当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必
ずしもこだわらない。） 

（注２）「保有する議決権の数」及び「保有する議決権割合」について 
  届出者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保有議決権割合は、小数点第
３位以下を四捨五入し、 保有状況についてそれぞれ様式に従い記入すること。 

（注３）「認可事由発生前」について 
 その発生事由が平成14年3月31日以前に起因する場合には、便宜上、株式数で本欄を記載しても差
し支えない。 

 

別紙様式８の２ 

名 称  

主たる営業所又は
事 務 所 の 位 置

 

従たる営業所の所在
地 

 

業 務 の 内 容 （保険業法第 106 条第 1 項第  号に該当）

会 社 の 状 況
(直近の決算期より)
 ( 注 1 )

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

役員の役職名及び氏
名 

 

役員及び従業員の数  

申

請

に

係

る

会

社

の

概

要 

主要株主等の構成
 Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

 
認可事由発生前① 認可事由発生後②

増減 
(②－①) 

総株主等の議決権 個 個 個

保有議決権数(注 2)    個 個 個

総株主等の議決権・保有
する議決権の数の状況

保有議決権割合（注 2） ％ ％ ％

子 会 社 と す る 理 由  

実 行 予 定 日 年      月      日（  ） 

現 地 当局の認可等の
取得(予定)年月日(注 3)

年      月      日（  ） 

 
（注） 
１ 「会社の状況」について 

当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必
ずしもこだわらない。） 

２ 「保有議決権数」及び「保有議決権割合」について 
申請者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保有議決権割合は、小数点第３

位以下を四捨五入し、 保有状況についてそれぞれ様式に従い記入すること。 
３ 「現地当局の認可等の取得(予定)年月日」について 
     現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当がある場合に記載すること。 

   
(損保) 別紙様式６の２  
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  名 称            

本店(又は主たる営業所)
の所在地 

 

 従たる営業所の所在地  

 業 務 内 容            

会社の状況 
(直近の決算期より) 

(注1) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の役職
及び氏名 
(役員略歴を添付) 

 

 役員及び従業員の数            

 認可事由発生前
①(注3) 

認可事由発生後
② 

増減 
(②－①)

総株主等の議決権       個       個     個 

保有議決権数(注2)       個       個     個 

 総株主等の議決権・保 
 有する議決権の数の状 
 況 

保有議決権割合       ％       ％     ％ 

議決権取得(又は保有)の
理由 

 

 主要株主等の構成           
 

 Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

 子会社の組織図            

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ） 

 

 
（注）記載要領 
 
（注１）「会社の状況」について 
    当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必
ずしもこだわらない。） 

（注２）「保有する議決権の数」及び「保有する議決権割合」について 
   届出者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保有議決権割合は、小数点第３
位以下を四捨五入し、保有状況についてそれぞれ様式に従い記入すること。 

（注３）「認可事由発生前」について 
  その発生事由が平成14年3月31日以前に起因する場合には、便宜上、株式数で本欄を記載しても差し
支えない。                                 

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式７－２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

保険業法第１０６条第５項の規定に基づき、１年を超えて 
子会社とすることにかかる認可申請書 

 ○○を引き続き１年を超えて子会社とすることについて、保険業法第１０６条第５項の規定に基づき、別紙
のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 

別紙様式９ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名  
代表者名            印

保険業法第１０６条第５項に定める事由により子会社となった子会社対象保険会社等を 
１年を超えて子会社とすることに係る認可申請書 

 ○○を引き続き１年を超えて子会社とすることについて、保険業法第１０６条第５項ただし書の規定に基づ
き、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
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 (損保) 
 

 １ 別紙様式７－２の２ 
 ２ 保険業法施行規則第５８条第１項に掲げる書類（第５８条第３項において準用） 
 
 
別紙様式６－２ 

文 書 番 号 
年   月   日 

 金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

保険業法第１０６条第５項の規定に基づき、１年を超えて 
子会社とすることにかかる認可申請書 

 ○○を引き続き１年を超えて子会社とすることについて、保険業法第１０６条第５項の規定に基づき、別紙
のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
 １ 別紙様式６－２の２ 
 ２ 保険業法施行規則第５８条第１項に掲げる書類（第５８条第３項において準用） 
 
 

１ 別紙様式９の２ 
２ 申請者に関する次に掲げる書類  
(1) 最終の貸借対照表、損益計算書及び利益若しくは剰余金の処分又は損失の処理に関する書面その
他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(２) 本件認可後における収支の見込みを記載した書類 
３ 申請者及びその子会社等に関する次に掲げる書類  
(1)  申請者及びその子会社等につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算書及び剰余金計算
書その他これらの会社の最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(2)  申請者及びその子会社等の本件認可後における収支の見込みを記載した書類 
４ 申請に係る子会社に関する最終の貸借対照表、損益計算書及び利益の処分又は損失の処理に関する
書面その他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

５ 申請に係る子会社を引き続き子会社とすることにより、申請者又はその子会社が国内の会社の議決権を
合算してその基準議決権数を超えて保有することとなる場合には、当該国内の会社の名称及び業務の
内容を記載した書類  

６ 申請に係る子会社の役員の履歴書 
７ 申請に係る子会社の組織図 
８ その他参考となるべき事項を記載した書類  

 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別紙様式７－２の２ 

名 称            

本店(又は主たる営
業所)の所在地 

 

従たる営業所の所
在地 

 

業 務 内 容            

会社の状況 
(直近の決算期よ
り) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査
役の役職及び氏
名(役員略歴を添
付) 

 

役員及び従業員の数            

保有議決権数                     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

議決権取得(又は保
有の理由) 

 

主要株主等の構成            

子会社の組織図            

議決権を取得(又は
保有した日) 

       年      月      日（  ） 

 
 
 
 

別紙様式９の２ 

名称  

主たる営業所又は事務
所の位置 

 

従たる営業所の所在地  

業 務 の 内 容 （保険業法第 106 条第 1 項第  号に該当）

会社の状況 
(直近の決算期より )
(注 1) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

役員の役職名及び氏
名 

 

役員及び従業員の数  

申
請
に
係
る
子
会
社
の
概
要 

主要株主等の構成
 Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

保 有 議 決 権 数          個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

引き続き子会社とする理由  

子 会 社 と し た 日 年      月      日（  ） 

現 地 当 局 の 認 可 等 の
取得(予定)年月日(注 2 )

年      月      日（  ） 

 
（注） 
１ 「会社の状況」について 

当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必
ずしもこだわらない。） 

２ 「現地当局の認可等の取得(予定)年月日」について 
     現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当がある場合に記載すること。 

(損保) 別紙様式６－２の２ 

名 称            
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本店(又は主たる営業
所)の所在地 

 

従たる営業所の所在
地 

 

業 務 内 容            

会社の状況 
(直近の決算期より) 

売 上 高：           総 資 産： 
経常損益：           資 本 金： 
当期損益： 

取締役及び監査役の
役職及び氏名 
(役員略歴を添付) 

 

役員及び従業員の数            

保有議決権数           個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

議決権取得(又は保有
の理由) 

 

主要株主等の構成            

子会社の組織図            

議決権を取得(又は保
有した日) 

年      月      日（  ） 

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(損保) 
 

別紙様式７－３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

保険業法第１０６条第６項の規定に基づき子会社の業務を 
変更することに係る認可申請書 

 子会社である○○を保険業法第１０６条第１項第○号に該当する会社とすることについて、保険業法第
１０６条第６項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
 １ 別紙様式７－３の２（「業務内容」欄は変更前と変更後を分けて記載すること） 
 ２ 保険業法施行規則第５８条第１項に掲げる書類（第５８条第４項において準用）  
 
 
別紙様式６－３ 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿                                
保険会社名 
代表者名 

保険業法第１０６条第６項の規定に基づき子会社の業務を 
変更することに係る認可申請書 

 子会社である○○を保険業法第１０６条第１項第○号に該当する会社とすることについて、保険業法第
１０６条第６項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
 １ 別紙様式６－３の２（「業務内容」欄は変更前と変更後を分けて記載すること） 

別紙様式 10 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名  
代表者名            印

子会社の業務を変更することに係る認可申請書 
 子会社である○○を保険業法第１０６条第１項第○号に該当する会社とすることについて、保険業法第１０６
条第６項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
１ 別紙様式10の２ 
２ 申請者に関する次に掲げる書類  
(1) 最終の貸借対照表、損益計算書及び利益若しくは剰余金の処分又は損失の処理に関する書面その
他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(２) 本件認可後における収支の見込みを記載した書類 
３ 申請者及びその子会社等に関する次に掲げる書類  
(1)  申請者及びその子会社等につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算書及び剰余金計算
書その他これらの会社の最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(2) 本件認可後における申請者及びその子会社等の収支の見込みを記載した書類 
４ 申請に係る子会社に関する最終の貸借対照表、損益計算書及び利益の処分又は損失の処理に関する
書面その他最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

５ 申請に係る子会社の役員の履歴書 
６ 申請に係る子会社の組織図 
７ その他参考となるべき事項を記載した書類  

 
 



金融監督等に当たっての留意事項についてー保険会社関係―第 2分冊 事務ガイドライン  （別添１：参考様式集 １．保険会社関係）                     15  
 

現    行                                                                         改  正  案 

 
 

 ２ 保険業法施行規則第５８条第１項に掲げる書類（第５８条第４項において準用）  
 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式７－３の２ 
 名 称            

本店(又は主たる営業所)の
所在地 

 

 従たる営業所の所在地  

 変更前の業務内容            

 変更後の業務内容            

会社の状況 
(直近の決算期より) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の役職及
び氏名 
(役員略歴を添付) 

 

 役員及び従業員の数            

 保有議決権数                  個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

議決権取得(又は保有)の理由  

 主要株主等の構成            

 子会社の組織図            

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ） 

 
 

別紙様式10の２ 

名 称  

主たる営業所又は事務
所 の 位 置

 

従たる営業所の所在地  

変更前
（保険業法第 106 条第 1 項第  号に該当）

業務の内容

変更後
（保険業法第 106 条第 1 項第  号に該当）

会 社 の 状 況
( 直 近の決算期よ り )

(注)

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

役員の役職名及び氏名  

役員及び従業員の数  

申
請
に
係
る
子
会
社
の
概
要 

主 要 株 主 等 の 構 成
 Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

保 有 議 決 権 数 個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

業 務 の内容の変更の理由  

変 更 予 定 日        年      月      日（  ） 

（注）「会社の状況」について 
    当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必ず
しもこだわらない。） 

(損保) 
 

別紙様式６－３の２ 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)の所
在地 

 

 従たる営業所の所在地  

 変更前の業務内容            

 変更後の業務内容            

会社の状況 
(直近の決算期より) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の役職及
び氏名(役員略歴を添付) 

 

 役員及び従業員の数            

 保有議決権数                   個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

議決権取得(又は保有)の理由  

 主要株主等の構成            

 子会社の組織図            

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ） 
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(生保) 別紙様式14 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名          印 

業務報告書の提出延期承認申請書 
  業務報告書の提出を延期いたしたく、保険業法施行規則第５９条第４項の規定に基づき、別紙資料を添
付し、申請いたします。 
 
  添付書類 
     保険業法施行規則第５９条第５項に掲げる書類 
 
 

別紙様式11 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）   印 

業務報告書の提出延期承認申請書 
業務報告書の提出を延期いたしたく、保険業法施行規則第59条第4項（又は保険業法施行規則143条第3

項）の規定に基づき、申請いたします。 
 
添付書類 
 理由書  
 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(損保) 

別紙様式８ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名           印  

市場価格のある株式の評価益計上の認可申請書 
市場価格のある株式の評価益計上及びその利益の準備金積立てについて、保険業法第１１２条第１項

の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
  添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 保険業法施行規則第６０条第１項に掲げる書類 
 
 
別紙様式７ 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名          印 

市場価格のある株式の評価益計上の認可申請書 
 市場価格のある株式の評価益の計上及びその利益の準備金積立てについて、保険業法第１１２条第１
項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

 
（注）添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 保険業法施行規則第６０条第１項に掲げる書類 
 
 

別紙様式 12 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印

市場価格のある株式の評価益計上の認可申請書 
市場価格のある株式の評価益計上について、保険業法第112条第1項(又は保険業法第199条において準

用する法第112条第1項)の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
１ 別紙様式１２の２  
2 その他参考となるべき事項を記載した書類  
 

 

 （新設） 別紙様式12の2 

評価換えをしようとする理由  

銘柄 数量（千株）
取得価額
（円） 

時価 
(円) 

評価価額
(円) 

評価換えによる 
利益(円) 

      

      

評
価
換
え
の

内
容 
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 計      

名称  評価換えによって計
上する利益を積み立
てる準備金 

金額  

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

(損保) 

別紙様式９ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名          印 

価格変動準備金の不積立て等の認可申請書 
価格変動準備金の不積立て（取崩し）について、保険業法第１１５条第１項ただし書（保険業法第１１５条第
２項ただし書）の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
  添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 価格変動準備金の不積立て（取崩し）に関する事項 
   ３ 保険業法施行規則第６７条第１項に掲げる書類 
 
 
別紙様式８（価格変動準備金の不積立） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名         印 

価格変動準備金の不積立認可申請書  
 価格変動準備金の不積立てについて、保険業法第１１５条第１項ただし書の規定に基づき、別紙のとお
り認可を申請いた します。 

○ 
（注）１ 添付書類 
    (1) 理由書 
    (2) 貸借対照表 
    (3) 損益計算書 
    (4) 利益処分案（相互会社にあっては剰余金処分案）または損失処理案 
    (5) その他参考となるべき事項を記載した書類 
   ２ 上記１の(2)から(4)までの書類については、これに準ずる内容を記載した書類に代えることができ

るものとする。 
 

別紙様式 1３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）   印 

価格変動準備金の不積立ての認可申請書 
価格変動準備金の不積立てについて、保険業法第１１５条第１項ただし書（又は保険業法第１９９条におい

て準用する法第１１５条第１項ただし書）の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
１ 理由書 
２ 貸借対照表 
３ 損益計算書 
４ 利益処分案（相互会社にあっては剰余金処分案）又は損失処理案 
５ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
（注）上記２から４の書類については、これに準ずる内容を記載した書類に代えることができるものとする。

 
 

(損保) 別紙様式９（価格変動準備金の取崩） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名         印 

価格変動準備金の取崩認可申請書 
 価格変動準備金の取崩しについて、保険業法第１１５条第２項ただし書の規定に基づき、別紙のとおり
認可を申請いたします。 

○ 

別紙様式 1４ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）   印 

価格変動準備金の取崩しの認可申請書 
価格変動準備金の取崩しについて、保険業法第１１５条第２項ただし書（又は保険業法第１９９条において

準用する法第１１５条第２項ただし書）の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
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（注）１ 添付書類 
    (1) 理由書 
    (2) 貸借対照表 
    (3) 損益計算書 
    (4) 利益処分案（相互会社にあっては剰余金処分案）または損失処理案 
    (5) その他参考となるべき事項を記載した書類 

２ 上記１の(2)から(4)までの書類については、これに準ずる内容を記載した書類に代えることができ
るものとする。 

 
 

添付書類 
１ 理由書 
２ 貸借対照表 
３ 損益計算書 
４ 利益処分案（相互会社にあっては剰余金処分案）又は損失処理案 
５ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
（注）上記２から４の書類については、これに準ずる内容を記載した書類に代えることができるものとする。

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別紙様式16 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名         印 

保険計理人の選任届出書 
○○○○を保険計理人に選任したので、保険業法第１２０条第３項の規定に基づき、別紙のとおりお届

けいたします。 
 
  添付書類 

１ 保険業法施行規則第７９条第１項に掲げる書類 
２ 保険業法施行規則第７９条第３項に掲げる書類 

 
  （注）上記２の書類は、保険計理人が２人以上となる場合に添付すること。 
 

別紙様式15 
文 書 番 号 
年   月   日 

保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）   印 

保険計理人の選任届出書 
○○○○を保険計理人（又は外国保険会社等の日本における保険計理人）に選任しましたので、保険業法

第１２０条第３項（又は保険業法第１９９条において準用する法第１２０条第３項）の規定に基づき、別紙のとお
りお届けいたします。 
 
添付書類 
1 履歴書 
2 保険業法施行規則第78条に規定する要件に該当することを証する書面  
3 保険計理人が二人以上となる場合は、各保険計理人のそれぞれの職務に属する事項を記載した書面 
 

 
(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別紙様式17 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名          印 

保険計理人の退任届出書 
  保険計理人○○○○が退任いたしましたので、保険業法第１２０条第３項の規定に基づき、別紙のとお
りお届けいたします。 
 
  添付書類 

１ 保険業法施行規則第７９条第２項に掲げる書類 
２ 保険業法施行規則第７９条第３項に掲げる書類 

 
  （注）上記２の書類は、当該保険計理人退任後も保険計理人が２人以上である場合に添付すること。 
 
 

別紙様式16 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印

保険計理人の退任届出書 
保険計理人（又は外国保険会社等の日本における保険計理人）○○○○が退任しましたので、保険業法第
120条第3項（又は保険業法第199条において準用する法第120条第3項）の規定に基づき、別紙のとおりお届
けいたします。 
 
添付書類 
１ 理由書 
２ 当該保険計理人退任後も保険計理人が二人以上となる場合は、各保険計理人のそれぞれの職務に
属する事項を記載した書面  
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(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(損保) 

別紙様式10 
文 書 番 号 
年   月   日 

    金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名          印 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書 
の一部変更認可申請書 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法
第１２３条第１項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
  添付書類 

１ 保険業法施行規則第２４３条に掲げる書類 
２ 事業方法書の一部変更に関する事項 
３ 普通保険約款の一部変更に関する事項 
４ 保険料及び責任準備金の算出方法書の一部変更に関する事項 

 
  （注）上記２以下の書類は申請の内容に応じて添付すること。 
 
 
別紙様式10（事業方法書、普通保険約款、保険料及び責任準備金の算出方法書の変更） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名         印 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書 
          の一部変更認可申請書 
 事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法
第123条第１項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

○ 
 (注) 添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 事業方法書の一部変更に関する事項 
   ３ 普通保険約款の一部変更に関する事項 
   ４ 保険料及び責任準備金の算出方法書の一部変更に関する事項 
   ５ 事業計画書 
 
  (注) 上記２以下の書類は申請の内容に応じて添付すること。 
 
 

別紙様式 17 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名            印

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書 
の変更認可申請書 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法第
123条第1項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
 添付書類 

１ 理由書 
２ 事業方法書の変更に関する事項を記載した書類 
３ 普通保険約款の変更に関する事項を記載した書類 
４ 保険料及び責任準備金の算出方法書の変更に関する事項を記載した書類 
５ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
(注）上記２以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。  

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式18 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名          印 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書 
の一部変更届出書 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法
第１２３条第２項の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

別紙様式 18 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名           印 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書 
の変更届出書 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法第
123条第2項の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 
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(損保) 

 
  添付書類 
   １ 保険業法施行規則第２４３条に掲げる書類 

２ 事業方法書の一部変更に関する事項 
   ３ 普通保険約款の一部変更に関する事項 
   ４ 保険料及び責任準備金の算出方法書の一部変更に関する事項 
   ５ 事業計画書 
 
  （注）上記２以下の書類は申請の内容に応じて添付すること。 
 
                                                                                
別紙様式14（事業方法書、普通保険約款、保険料及び責任準備金の算出方法書の変更） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名      印 

事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書 
の一部変更届出書 

 事業方法書、普通保険約款並びに保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法
第 123条第２項の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

○ 
 (注) 添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 事業方法書の一部変更に関する事項 
   ３ 普通保険約款の一部変更に関する事項 
   ４ 保険料及び責任準備金の算出方法書の一部変更に関する事項 
   ５ 事業計画書 
 
  (注) 上記２以下の書類は申請の内容に応じて添付すること。 
 
 

 
 添付書類 

１ 理由書 
２ 事業方法書の変更に関する事項を記載した書類 
３ 普通保険約款の変更に関する事項を記載した書類 
４ 保険料及び責任準備金の算出方法書の変更に関する事項を記載した書類 
５ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
(注）上記２以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。  

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(損保) 

別紙様式11 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名          印 

定款の一部変更認可申請書 
 定款の変更をいたしたく、保険業法第１２６条の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
  添付書類 
  １ 別紙様式１１の２ 
  ２ 別紙様式１１の３（基金の償却に関する定款変更の認可を申請する場合） 
  ３ 保険業法施行規則第８４条第１項に掲げる書類 
  ４ 定款（案） 
 
 
別紙様式11 

文 書 番 号 
年   月   日 

別紙様式 19 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名           印 

定款変更認可申請書 
 定款の変更をいたしたく、保険業法第１２６条の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
 
添付書類 
1 別紙様式 19 の２ 
2 別紙様式 19 の３（基金の償却に関する定款変更の認可を申請する場合） 
3 理由書 
4 株主総会又は社員総会若しくは総代会の議事録 
5 定款（案） 
6 その他参考となるべき事項を記載した書類 
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金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名            

定款の一部変更認可申請書 
 定款の変更をいたしたく、保険業法第１２６条の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
  添付書類 
  １ 別紙様式１１の２ 
  ２ 別紙様式１１の３（基金の償却に関する定款変更の認可を申請する場合） 
  ３ 保険業法施行規則第８４条第１項に掲げる書類 
  ４ 定款（案） 
 
 

 

(生保) 
 
 
 
 

別紙様式１１の２ 

 変  更  前 変  更  後 備    考 

   
 

 
 

別紙様式19の２ 

変  更  前 変  更  後 備    考 

 
 

  

 
 

(損保) 別紙様式１１の２ 

変  更  前 変  更  後 備    考 

   
 

  
 

 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別紙様式11の３ 

基金を募集する回数 回 

募集する基金の総額 億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 
１ 

金額                      億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 
２ 

金額                      億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 
３ 

金額                      億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 

基金を募集する時期
及び金額 

４ 
金額                      億円 

その他基金の募集に
関して総会(総代会)
で決議等した事項 

 

(注)総会(総代会)で承認された基金の募集について記載すること。 
 
 

別紙様式19の３ 

基金を募集する回数 回 

募集する基金の総額 億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 
１ 

金額                      億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 
２ 

金額                      億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 
３ 

金額                      億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 

基金を募集する時期及
び金額 

４ 
金額                      億円 

その他基金の募集に関
して総会(総代会)で決
議等した事項 

 

(注)総会(総代会)で承認された基金の募集について記載すること 

(損保) 別紙様式11の３ 

基金を募集する回数 回 

募集する基金の総額 億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 
１ 

金額                      億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 
２ 

金額                      億円 

基金を募集する時期
及び金額 

３ 
時期       年    月    日  ～     年    月    日 
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 金額                      億円 

時期       年    月    日  ～     年    月    日 

 

４ 
金額                      億円 

その他基金の募集に
関して総会(総代会)
で決議等した事項 

 

(注)総会(総代会)で承認された基金の募集について記載すること。 
 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別紙様式19 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名（又は外国生命保険会社名） 
代表者名（又は日本における代表者名）   印 

保険業の開始届出書 
 保険業を開始しましたので、保険業法第１２７条（又は第２０９条）の規定に基づき、下記のとおりお届けい
たします。               
                    記 

 営業開始日    平成  年  月  日 

 職員数  

 

 販売商品  

 

 
 添付書類                                  

１ 保険業法施行規則第８５条第３項（又は保険業法施行規則第１６６条第２項）に掲げる書類 
   ２ 事務所の一覧表（又は日本における事務所の一覧表） 
  
 
 

別紙様式 20 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印

保険業の開始届出書 
 保険業を開始しましたので、保険業法第１２７条第1項第1号（又は保険業法第２０９条第1号）の規定に基づ
き、下記のとおりお届けいたします。 

記 

営 業 開 始 日   年  月  日（  ） 

職 員 数  

販 売 商 品  

 
 添付書類 
1 理由書 
2 事務所の一覧表（又は日本における事務所の一覧表） 
3 その他参考となるべき事項を記載した書類 
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 (新設) 
 
 
 

別紙様式 2１ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

保険業法 106 条第 1 項第 9号（又は第 10 号）に掲げる会社を子会社とする届出書 
保険業法106条第1項第9号(又は第10号）に掲げる会社を子会社とすることについて、保険業法１２７条第

1項第 2号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
記 

名 称  

主たる営業所又は
事 務 所 の 所 在 地

 

業 務 の 内 容 （保険業法第 106 条第 1 項第  号に該当）

会 社 の 状 況
（直近の決算期より）

（注）

売上高： 
経常損益： 
当期損益： 

総資産： 
資本金： 
 

役員の役職名及び氏名  

役員及び従業員の数  

子
会
社
と
す
る
会
社
の
概
要 子会社とした後の 

主要株主等の構成

Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

保 有 す る 議 決 権 の 数 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

子 会 社 と す る 理 由  

実 行 予 定 日 年 月 日（ ） 

 

添付書類 
１ 子会社とする会社の役員の履歴書 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
（注） 「会社の状況」について 

当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必ずし
もこだわらない。） 
 
 

 (新設) 
 

別紙様式 22 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名          印 

子会社が子会社でなくなった届出書 
子会社が子会社でなくなったので、保険業法１２７条第 1項第 3号の規定に基づき、下記のとおりお届けいた

します。 
記 

名 称  

主 た る 営 業 所 又 は
事 務 所 の 所 在 地
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業 務 の 内 容
 
 

変更前 個(総株主の議決権に対する割合  ％) 
保有議決権数

変更後 個(総株主の議決権に対する割合  ％) 

子会社でなくなった理由  

子 会 社 で な く な っ た 日 年 月 日（ ） 

 

添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

 (新設) 
 

別紙様式 23 
文 書 番 号 
年  月  日  

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社が子会社対象保険会社に該当しない子会社になった届出書 
子会社対象保険会社等に該当する子会社が子会社対象保険会社等に該当しない子会社になったので、保
険業法１２７条第 1項第 3号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

子 会 社 の 商 号  

子会社の主たる営業所又は
事 務 所 の 所 在 地

 

変 更 前 （保険業法第 106 条第 1 項第  号に該当）
業 務 内 容

変 更 後  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

子 会 社 対 象 会 社
で な く な っ た 理 由

 

子 会 社 対 象 会 社
で な く な っ た 日

年  月  日（  ） 

 

添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式20 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名 

資本の額の増額届出書 
 資本の額を増額いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 理由  

 実行予定日           年  月  日 （  ） 

 授権資本 株式数：    百万株 

 現行資本金 株式数：    百万株   議決権数：     金額：     百万円 

 増加する資本の額 株式数：    百万株   議決権数：     金額：     百万円 

別紙様式 24 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名          印 

資本の額の増額届出書 
 資本の額を増額いたしたく、保険業法第１２７条第１項第４号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま
す。 

記 

 理 由  

 実 行 予 定 日           年  月  日 （  ） 

 授 権 資 本 株式数：    百万株 

 現 行 の 資 本 の 額 株式数：    百万株  議決権数：     個 金額：     百万円 
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 増加後の資本金 株式数：    百万株   議決権数：     金額：     百万円 

 資本の額の増加の方法  

 前回の増（減）資年月日           年  月  日 （  ） 

 前回の増（減）資額 株式数：    百万株   議決権数：     金額：     百万円 

 諸比率の推移 
 

          増 資    増 資    増資実行 
          直前期    実行期    翌  期 
            ％      ％       ％ 
  資本収益率 
  内部留保率 

 増資の日程  

 
（注） １ 上記事項の順に従って記載すること 
    ２ 諸比率は、次の算式により計算すること 
               

当期利益 
① 資本収益率 ＝ 

期中平均資本金 

内部留保 
② 内部留保率 ＝ 

社外流出額 

 
 
 添付書類 
  保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

 増 加 す る 資 本 の 額 株式数：    百万株  議決権数：     個 金額：     百万円 
 増 加 後 の 資 本 の 額 株式数：    百万株  議決権数：     個 金額：     百万円 
 資本の額の増加の方法  

 前回の増（減）資年月日           年  月  日 （  ） 

 前 回 の 増 （ 減 ） 資 額 株式数：    百万株     金額：     百万円 

 増 資 直 前 期 増 資 実 行 期 増資実行翌期

資本金利益率 ( % )    

ソ ル ベ ン シ ー 

マ ー ジ ン 比 率 ( % ) 
    諸 比 率 等 の 推 移

実質資産負債差額 

  ( 百 万 円 ） 
   

 増 資 の 日 程  

 
添付書類 
  その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注）資本金利益率は、次の算式により計算すること 

当期純利益 
資本金利益率＝

期中平均資本金 
×１００ 

 
 

(損保) 別紙様式15 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名 

資本の額の増額届出書 
 資本の額を増額いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。      
                    記                      

 理由  

 実行予定日           年  月  日 （  ） 

 授権資本  株式数：    百万株 

 現行資本金 株式数：    百万株   議決権数：     金額：     百万円 

 増加する資本の額 株式数：    百万株   議決権数：     金額：     百万円 

 増加後の資本金 株式数：    百万株   議決権数：     金額：     百万円 

 資本の額の増加の方法  

 前回の増（減）資年月日           年  月  日 （  ） 

 前回の増（減）資額 株式数：    百万株   議決権数：     金額：     百万円 

 
 諸比率の推移 
 

          増 資    増 資    増資実行 
          直前期    実行期    翌  期 
            ％      ％       ％ 
  資本収益率 
  内部留保率 

 増資の日程  
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（注） １ 上記事項の順に従って記載すること 
    ２ 諸比率は、次の算式により計算すること 
 

当期利益 
① 資本収益率 ＝ 

期中平均資本金 

内部留保 
② 内部留保率 ＝ 

社外流出額 

   
 
 添付書類 
  保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

(生保) 
 

 

別紙様式21 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名 

基金の総額の増額届出書 
 基金の総額を増額いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 理    由  

 実 行 予 定 日         年  月  日 （  ）  （    ／    ） 

 現 行 の 基 金 の 額              億円 

 増 額 す る 基 金 の 額             億円（              円） 

 増 額 後 の基 金の総額             億円（              億円） 

 基金の総額の増額の方法  

 前回の増（減）額年月日         年  月  日 （  ） 

 前 回 の 増 （ 減 ） 額              億円 

 基金の総額の増額の日程  

 
（注）１．上記事項の順に従って記載すること。 

２．｢実行予定日｣欄の「(  ／  )」には、複数回に渡って基金を募集することを予定している際には、
その回数を記載すること。 

３．｢増額する金額｣欄の(  )内には、複数回に渡って基金を募集することを予定している際には、増額
する基金の総額を記載すること。 

４．｢増額後の基金の総額｣欄の(  )内には、複数回に渡って基金を募集することを予定している際に
は、基金の全額を増額した後の金額を記載すること。 

 
 添付書類 
  保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

別紙様式 25 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名        印 

基金の総額の増額届出書 
  基金の総額を増額いたしたく、保険業法第１２７条第１項第４号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたし
ます。 

記 

理 由  

 実 行 予 定 日         年  月  日 （  ）  （    ／    ） 

 現 行 の 基 金 の 額                  億円 

 増 額 す る 基 金 の 額                  億円（              億円） 

 増 額 後の基金の総額                  億円（              億円） 

 基金の総額の増額の方法  

 前回の増（減）額年月日         年  月  日 （  ） 

 前 回 の 増 （ 減 ） 額 億円 

 基金の総額の増額の日程  

 
 
 添付書類 
  その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注） 
１ ｢実行予定日｣欄の「(  ／  )」には、複数回に渡って基金を募集することを予定している際には、その
回数を記載すること。 
２ ｢増額する金額｣欄の(  )内には、複数回に渡って基金を募集することを予定している際には、増額する
基金の総額を記載すること。 
３ ｢増額後の基金の総額｣欄の(  )内には、複数回に渡って基金を募集することを予定している際には、
基金の全額を増額した後の金額を記載すること。 
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(損保) 別紙様式16（基金の総額の増加） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名 

基金の総額の増額届出書 
  基金の総額を増額いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
                    記                      

 理    由  

 実 行 予 定 日         年  月  日 （  ）  （    ／    ） 

 現 行 の 基 金 の 額              億円 

 増 額 す る 基 金 の 額              億円（              億円） 

 増 額 後 の基金の総額              億円（              億円） 

 基金の総額の増額の方法  

 前回の増（減）額年月日         年  月  日 （  ） 

 前 回 の 増 （ 減 ） 額              億円 

 基金の総額の増額の日程  

 
（注）１．上記事項の順に従って記載すること。 

２．｢実行予定日｣欄の「(  ／  )」には、複数回に渡って基金を募集することを予定している際には、
その回数を記載すること。 

３．｢増額する金額｣欄の(  )内には、複数回に渡って基金を募集することを予定している際には、増額
する基金の総額を記載すること。 

４．｢増額後の基金の総額｣欄の(  )内には、複数回に渡って基金を募集することを予定している際に
は、基金の全額を増額した後の金額を記載すること。 

 
 添付書類 
  保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

 

(生保) 
 
 

別紙様式22 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名      印 

定款の一部変更届出書 
 定款を変更いたしましたので、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 変更後  
 変更事項 

 変更前  

 実行日             年  月  日 （  ） 

 理 由  

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
添付書類 
 １ 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 ２ 定款（写）                                
 

別紙様式 26 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

定款（又は定款に準ずる書類）の変更届出書 
 定款（又は定款に準ずる書類）を変更しましたので、保険業法第１２７条第１項第５号（又は保険業法第 209 条
第 2号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 変 更 日             年  月  日 （  ） 

 理  由  

 
添付書類 
１ 別紙様式２６の２ 
２  定款（写）(又は定款に準ずる書類（写）) 
３ その他参考となるべき事項を記載した書類  
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(生保) 
 
 

別紙様式24 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
外国生命保険会社名 
日本における代表者名         印 

  定款又はこれに準ずる書類の一部変更届出書 
 定款又はこれに準ずる書類を変更いたしましたので、保険業法第２０９条の規定に基づき、下記のとおり
お届けいたします。 
                    記                      

 変更後  
 変更事項 

 変更前  

 実行日             年  月  日 （  ） 

 理 由  

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
添付書類 
 １ 保険業法施行規則第１６６条第２項に掲げる書類 
 ２ 定款又はこれに準ずる書類（写） 
 
 

 

(損保) 別紙様式17（定款の変更） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○ 殿 
保険会社名 
代表者名   印 

定款変更届出書 
 定款を変更しましたので、保険業法第１２７条の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

○ 
（注）添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 定款の一部変更に関する事項 
   ３ 新旧対照表 
   ４ その他参考となるべき書類 

                                                                                   
 

 

(生保) 別紙様式24の２ 

新 旧 備  考 

 
 

  

 

 

別紙様式２６の２ 

変更前 変更後 備考 

 
 

  

 
 

(生保) 
 

 

別紙様式23 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 

別紙様式 27 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
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代表者名             印 
外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所設置届出書 

 外国において支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所を設置したので、保険業法第１２７条の規定
に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 外国における支店若しく 
 は従たる事務所又は駐在 
 員事務所の概要 
  ① 名     称 
  ② 位     置 
  ③ 賃 借 面 積 
  ④ 従 業 員 数 

 
 
 
 
         階建ビルのうち 階の全部・一部） 
       ㎡（    坪） 
 派遣職員  名  現地雇用  名  計  名 

 業 務 内 容  

 設 置 理 由  

 設置の年月日          年  月  日 （  ） 

 設置に伴う費用 
  ① 開 設 費 
  うち内装工事費 
  ② 経営費（１年） 
  うち人件費 
  うち駐在員事務所貸借料 

 単位：  ，括弧内は千円 
   （  千円） 
   （  千円） 
   （  千円）換算レート１  ＝  円 
   （  千円） 
   （  千円） 

 現地当局の認可等の 
    取得年月日 

              年  月  日 （  ） 

（注）１ 上記事項の順に従って記載すること。 
   ２ 業務を開始した場合には、別途書面でその旨を届け出ること。 
 
添付書類 
 １ 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 ２ 現地当局認可書等（写）及び和訳 
 

代表者名           印 
外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所設置届出書 

 外国において支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所を設置いたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第 6
号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 外国における支店若しく 
 は従たる事務所又は駐在 
 員事務所の概要 
  ① 名     称 
  ② 所  在  地 
  ③ 従 業 員 数 

 
 
 
 
  
 派遣職員  名  現地雇用  名  計  名 

 業 務 の 内 容  

 設 置 予 定 年 月 日          年  月  日 （  ） 

設 置 理 由  

設置に伴う費用等 
① 開 設 費 
    うち内装工事費 
② 経営費（１年） 

 うち人件費 
 うち事務所貸借料

③ 供託金 
④ その他 

 単位：  ，括弧内は千円 
   （  千円） 
   （  千円） 
   （  千円）  換算レート１  ＝  円 
   （  千円） 
   （  千円） 
   （  千円） 
   （  千円） 

 現地当局の認可等の 
取得（予定）年月日(注 1)

          年  月  日 （  ） 

 
添付書類 
 １ 現地当局認可書等（写）及び和訳 
 ２ その他参考となるべき事項を記載した書類 
（注）現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当がある場合に記載すること。 
 
 

(損保) 別紙様式18（支店・事務所の設置） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名      印 

外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所設置届出書 
 外国において支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所を設置いたしたく、保険業法第127条の規
定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

１ 支店（元受代理店）若 
しくは従たる事務所又は駐
在員事務所の概要 

  (1) 名称     
  (2) 所在国・都市 
  (3) 従業員数 

 
 
 
 
 
 派遣社員  名  現地採用  名 計    名 

 ２ 業務内容  

 ３ 設置理由  添付理由書のとおり 

 ４ 設置予定年月日                 年  月  日（ ） 
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 ５ 設置に伴う費用  添付のとおり 

 ６ 現地当局の認可等 
   の取得年月日 

                年  月  日（ ） 

 

（注１）添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 営業種目並びに事業収支等の見込み 
   ３ 供託金、開設費用等 
   ４ 現地当局の認可書等（写）和訳 
   ５ その他参考となるべき事項を記載した書類 
   ６ 業務を開始した場合には、別途書面でその旨を届け出ること。 
（注２）元受代理店の場合は従業員数は当該会社の従業員総数とする。 
 
 

(生保) 
 
 

別紙様式23－２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名             

総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により 
取得又は保有されることに係る届出 

  総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により取得又は保有されることになったので、保
険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
                     記 

 氏名又は名称  

 住所又は主たる所在地  

 連絡先  

 保有される議決権数           個（総株主の議決権に対する割合    ％） 

 保有される日  

 
添付書類 
  保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

別紙様式 28 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名           印 

総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により 
取得又は保有されることに係る届出書 

  総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により取得又は保有されることになったので、保険
業法第１２７条第７項の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
                     記 

一の株主の商号、名称又は氏名  

一の株主の住所又は主たる事務
所 の 所 在 地

 

一 の 株 主 の 連 絡 先  

保 有 さ れ る 議 決 権 数 個（総株主の議決権に対する割合    ％）

保 有 さ れ る 日     年 月 日（  ） 

理 由  

 
添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 

(損保) 別紙様式18－２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名      

総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により 
取得又は保有されることに係る届出 

  総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により取得又は保有されることになったので、保
険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
                     記 

 氏名又は名称  

 住所又は主たる所在地  

 連絡先  
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 保有される議決権数           個（総株主の議決権に対する割合    ％） 

 保有される日  

 
添付書類 
  保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

 （新設） 
 

別紙様式 29 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

新株予約権発行届出書 
 新株予約権を発行することについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1
項第 1号に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

取 締 役 会 等 の 決 議 日 年  月  日（ ） 

新 株 予 約 権 の 数  

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 数 及 び 種 類

 

新株予約権の行使時の払込金額  

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間  

新 株 予 約 権 の 行 使 に よ り
株式を発行する場合の株式の
発行価額及び資本組入額（注）

株式の発行価額： 

資本組入額： 

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件  

 
添付書類 
1  理由書 
2  その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
（注） 該当がある場合に、記載すること。  
 
 

(損保) 別紙様式22（転換社債の発行） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名          印 

転換社債発行届出書               
 転換社債を発行いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

発 行 予 定 日                           年  月  日（ ） 

発 行 総 額                 
（ 円 貨 換 算 額 ）                 

    （          百万円） 

発行市場及び募集方法                  

引 受 幹 事 会 社                  

                                       ○ 

（廃止） 
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（注）１ 添付書類 
    (1) 理由書 
    (2) 日程表 
    (3) 損益収支の推移（直前期、実行期、翌期） 
     （注）損害率（＝（正味支払保険金＋損害調査費）／正味収入保険料）、事業費率（＝（諸手数料

及び集金費＋営業費及び一般管理費（保険引受に係るものに限る。））／正味収入保険
料）、資本金利益率（＝当期利益／期中平均資本金）、配当性向（＝株主配当金／当期利
益）、内部留保率（＝（当期利益－（株主配当金＋役員賞与金））／当期利益）等を付記す
る。 

    (4) 前回増（減）資（転換社債及び新株引受権付社債の発行を含む。）の概要 
    (5) 資金使途を記載した書類 
    (6) 取締役会議事録（抄本写） 
    (7) その他参考となるべき事項を記載した書類 

２ 引受幹事会社のうちブックランナーについて○印を付すこと。 
３ 本届出は、発行決定取締役会決議後提出すること。 
 
 

 (新設) 別紙様式 30 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名          印 

新株予約権付社債発行届出書 
 新株予約権付社債を発行することについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85
条第 1項第 1号に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

取 締 役 会 等 の 決 議 日             年  月  日（ ） 

発 行 総 額  

利 率  

新 株 予 約 権 の 数  

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 数 及 び 種 類

 

新株予約権の行使時の払込金額  

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間  

新株予約権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価額及
び 資 本 組 入 額 ( 注 )

株式の発行価額： 

資本組入額： 

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件  

 
添付書類 
   1  理由書 
   2  その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注） 該当がある場合に、記載すること。 
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(損保) 別紙様式23（新株引受権付社債の発行） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名          印 

新株引受権付社債発行届出書                   
 新株引受権付社債を発行いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま
す。 

記 

発 行 予 定 日                             年  月  日（ ） 

発 行 総 額                
（ 円 貨 換 算 額 ）                 

      （          百万円） 

発行市場及び募集方法                  

引 受 幹 事 会 社                  

 

 
○ 

（注）１ 添付書類 
    (1) 理由書 
    (2) 日程表 
    (3) 損益収支の推移（直前期、実行期、翌期） 
     （注）損害率（＝（正味支払保険金＋損害調査費）／正味収入保険料）、事業費率（＝（諸手数料

及び集金費＋営業費及び一般管理費（保険引受に係るものに限る。））／正味収入保険
料）、資本金利益率（＝当期利益／期中平均資本金）、配当性向（＝株主配当金／当期
利益）、内部留保率（＝（当期利益－（株主配当金＋役員賞与金））／当期利益）等を付記
する。 

    (4) 前回増（減）資（転換社債及び新株引受権付社債の発行を含む。）の概要 
    (5) 資金使途を記載した書類 
    (6) 取締役会議事録（抄本写） 
    (7) その他参考となるべき事項を記載した書類 
  ２ 引受幹事会社のうちブックランナーについて○印を付すこと。 
３ 本届出は、発行決定取締役会決議後提出すること。 

 
 

(廃止) 

(生保) 別紙様式25 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名            印 

取締役（監査役）就任届出書 
取締役（監査役）の就任がありましたので、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいた
します。 

記 

取締役（監査役）の氏名 新職名 実行日 理 由 備 考 

     

     

     

 
（注）上記事項の順に従って記載すること。 

別紙様式 31 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名           印 

役員就退任届出書 
保険会社を代表する取締役、保険会社の常務に従事する取締役又は監査役（代表執行役、執行役又は監

査委員）の就退任がありましたので、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項
第 2号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

役員の氏名 
新役職名 
（最終役職名） 

就任（退任）日＊ 理 由 備 考 

  年 月 日就任・退任   

  年 月 日就任・退任   

  年 月 日就任・退任   
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添付書類 
 １ 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 ２ 履歴書 
 
 

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 
 
添付書類 
１ 履歴書（就任の場合） 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 

(生保) 別紙様式25の２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

取締役（監査役）退任届出書 
取締役（監査役）の退任がありましたので、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいた
します。 

記 

取締役（監査役）の氏名 最終職名 実行日 理 由 備 考 

     

     

     

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
添付書類 
  保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

 

(損保) 別紙様式24（取締役（監査役）就退任） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名           印

常勤取締役（常勤監査役）就退任届出書 
 常勤取締役（常勤監査役）の就退任がありましたので、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のと
おりお届けいたします。 
                              記 

氏 名 就任・退任の別 職  名 実行日 理    由 

      年  月  日（ ）  

      年  月  日（ ）  

      年  月  日（ ）  

      年  月  日（ ）  

      年  月  日（ ）  

 
（注）１ 「職名」欄には、就任の場合は新職名、退任の場合は最終職名を記載すること。（就任には新任

のほか、役付取締役への就任等を含む。） 
   ２ 就任の場合は、履歴書を添付すること。 
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 (新設) 
 

別紙様式 32 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

保険業法施行規則第 57 条第 1項各号に掲げる事由により 
他の会社を子会社とした届出書 

保険業法施行規則第 57 条第 1 項各号に掲げる事由により他の会社を子会社としたので、保険業法１２７条
第 1項第 8号及び規則第 85 条第 1項第 4号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

商 号 又 は 名 称  

主 た る 営 業 所 又 は
事 務 所 の 所 在 地

 

業 務 の 内 容  

会 社 の 状 況
（直近の決算期より）（注）

売上高： 
経常損益： 
当期損益： 

総資産： 
資本金： 
 

役員の役職名及び氏名  

役員及び従業員の数  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

子
会
社
と
し
た
会
社
の
概
要 

主 要 株 主 等 の 構 成
 Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

子 会 社 と し た 理 由 （規則第 57 条第 1項  号該当）

子 会 社 と し た 日 年 月 日（ ） 

 

添付書類 
１ 子会社とした会社の役員の履歴書 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注） 「会社の状況」について 
   当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必ずし
もこだわらない。） 

 
 

 (新設) 
 

別紙様式 33 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社の議決権の取得（又は保有）届出書 
子会社の議決権を追加して取得（又は保有）したので、保険業法１２７条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規

則第 85 条第 1項第 4号の２の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
記 

追加して取得(又は保有)した日 年  月  日（  ） 

子 会 社 の 商 号 又 は 名 称  

子 会 社 の 主 た る 営 業 所
又 は 事 務 所 の 所 在 地
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追加取得（又は保有）議決権数 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

追加取得（又は保有）前議決権数 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

追加取得（又は保有）後議決権数 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

追加取得（又は保有）した理由  

 

添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

 (新設) 
 

別紙様式 34 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

保険会社（又は外国保険会社等）を子会社とする者の変更届出書 
保険会社（又は外国保険会社等）を子会社とする者に変更があったので、保険業法１２７条第1項第8号及び

保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 5 号（又は保険業法第 209 条第 9 号及び保険業法施行規則第 166 条第
1項第 1号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

変 更 が あ っ た 日 年  月  日（  ） 

商号又は名称  

所 在 地  
変
更
前

＊ 

事業の内容  

商号又は名称  

所 在 地  

保険会社（又は
外国保険会社
等）を子会社と
す る 者 の
変 更 の 内 容

変
更
後 事業の内容  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

変 更 の 理 由

＊ 変更がなかった事項については記載を要しない。 

添付書類 
   その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

(生保) 別紙様式28 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名          印 

子会社○○の商号変更届出書 
 子会社○○の商号変更いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 変更前子会社の商号  

 変更後子会社の商号  

 変更の理由  

 変更日           年  月  日（  ） 

 
（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 

別紙様式 35 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社の商号等変更届出書 
 子会社○○が商号等を変更することについて、保険業法第127条第1項第8号及び保険業法施行規則第85
条第 1項第 6号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

変 更 前  子 会 社 の
商号又は名称 変 更 後  

子会社の主たる営業所
又 は 事 務 所 の 所 在 地

 

変 更 予 定 日           年  月  日（  ） 

変 更 の 理 由  
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添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

 
添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

(損保) 別紙様式27（子会社の商号等変更） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名          印 

                    子会社○○の商号等変更届出書 
 子会社○○の商号等変更いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま
す。 

記 

 変更前  

 子会社の商号  

 本店の所在地   

 業務内容  

 変更後  

 子会社の商号  

 本店の所在地   

 業務内容  

 変更予定日                     年  月  日（ ） 

 変更の理由  添付理由書のとおり 

 
                                            ○ 
（注）添付書類 

１ 理由書 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

 

(生保) 別紙様式 29 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名          印 

子会社〇〇の本店の所在地変更届出書 
子会社〇〇の本店の所在地を変更いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届け

いたします。 
記 

 子会社の商号  

 変更前の本店の所在地  

 変更後の本店の所在地  

 実施予定日  

 変更に係る費用  

 変更の理由  

 
（注）上記事項の順に従って記載すること。 

別紙様式 36 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社の本店の所在地変更届出書 
子会社○○が本店の所在地を変更することについて、保険業法第127条第1項第8号及び保険業法施行規
則第 85 条第 1項第 6号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

子 会 社 の 商 号 又 は 名 称  

変 更 前  本店又は主たる
事務所の所在地 変 更 後  

 変 更 予 定 日 年  月  日（  ） 

変 更 の 理 由  

変 更 に 係 る 費 用  

 
 添付書類 
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 添付書類 
  １ 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
  ２ 変更予定地の見取図  
  

 

  １ 変更予定地の見取図 
  ２ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

(損保) 別紙様式28（子会社の本店の所在地変更） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名          印 

子保険会社の本店の所在地変更届出書 
 本店の所在地を変更いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 １．現在地  

 ２．設置予定地  

 ３．実施予定日  

 ４．変更に係る費用  

 
                                            ○ 
（注）添付書類 

１ 理由書 
２ 変更予定地の見取図 
３ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 

 

 

(生保) 別紙様式 30 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名          印 

子会社○○の業務の内容変更届出書 
 子会社○○の主な業務の内容を変更いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届け
いたします。 

記 

 子会社の商号  

 所在地  

 変更後  主な業務の
変更内容  変更前  

 実行予定日            年  月  日 （  ） 

 理 由  

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
 添付書類 
   保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

別紙様式 37 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社の業務の内容変更届出書 
 子会社○○が主な業務の内容を変更することについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8号及び保険業法施行
規則第 85 条第 1項第 6号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

子 会 社 の 商 号 又 は 名 称  

子 会 社 の 所 在 地  

 変 更 前
主 な 業 務 内 容

 変 更 後

変 更 予 定 日            年  月  日 （  ） 

理 由  

 
 
 添付書類 
  その他参考となるべき事項を記載した書類  
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(損保) 別紙様式29（子会社の業務内容変更） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名           印

                   子会社○○の業務の内容変更届出書 
 子会社○○の主な業務の内容を変更いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届
けいたします。 
                               記 

 子会社の商号又は名称  

 所在地  

 変更後   主な業務 
 の変更内容  変更前  

 実行予定日                  年  月  日（ ） 

 理   由  

 
                          

 

(生保) 別紙様式 31 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名          印 

子会社○○の合併届出書 
 子会社○○の合併をいたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 
 

 新会社の概要 
 (1) 商号 
 (2) 所在地 
 (3) 資本金 
 (4) 株主構成 
 (5) 役員 
 (6) 従業員数 
 (7) 事業内容 

 

 旧 会 社 の 概 要 
 ・・・ 

 
 
 
 
 

 合 併 の 形 態 
 
 

 合 併 の 理 由 
 
 

 合 併 の 期 日  

 業 績 予 想 （単位：百万円）

 
区 分 

前々期 
実績 

前期 
実績 

当期 
見込み 

翌期 
予想 

翌々期 
予想 

別紙様式 38 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社の合併届出書 
 子会社○○が合併することについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1
項第 6号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 新会社の概要 
 (1) 商号又は名称 
 (2) 所在地 
 (3) 資本金 
 (4) 株主構成 
 (5) 役員の役職名及び氏名
 (6) 従業員数 
 (7) 事業内容 

 

 旧会社の概要 
 ・・・ 

 
 
 
 
 

 合 併 の 形 態
 
 

 合 併 の 理 由
 
 
 

 合 併 の 期 日  

 業 績 予 想 （単位：百万円）

 
区 分 

前々期 
実績 

前期 
実績 

当期 
見込み 

翌期 
予想 

翌々期 
予想 
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  ・・・ 
   営業収益 
   営業費用 
 営業利益 
 ・・・ 
 経常利益 
 ・・・ 
 当期利益 
 ・・・ 

     

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
 添付書類 
   保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

  ・・・ 
   営業収益 
   営業費用 
 営業損益 
 ・・・ 
 経常損益 
 ・・・ 
 当期損益 
 ・・・ 

     

 
 添付書類 
   その他参考となるべき事項を記載した書類 
 

(損保) 別紙様式30（子会社の合併） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名          印 

 子会社○○の合併届出書 
 子会社○○の合併をいたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
                                記 

 新会社の概要 
 (1) 商号又は名称 
 (2) 所在地 
 (3) 資本金 
 (4) 株主構成 
 (5) 役員 
 (6) 従業員数 
 (7) 業務内容 

 

 旧会社の概要 
 ・・・ 

 

 合併の形態  

 合併の理由  

 合併の実施時期（予定）  

 業績予想                                                            （単位：百万円） 

  前々期 
 実 績 

 前 期 
 実 績 

 当 期 
 見込み 

 翌 期 
 予 想 

 翌々期 
 予 想 

 

 ・・・ 
    営業収益 
    営業費用 
 経常利益 
 ・・・ 
 当期利益 
 ・・・ 

     

 
○ 

（注）添付書類 
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１ 理由書 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 

 
(生保) 別紙様式 32 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名          印 

子会社○○の解散届出書 
 子会社○○の解散をいたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 解散子会社の商号  

 所在地  

 資本金  

 株主構成  

 役員  

 従業員数  

 事業内容  

 解散理由  

 解散の期日  

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
 添付書類 
   保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

別紙様式 39 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社の解散（又は業務の全部の廃止）届出書 
 子会社○○が解散（又は業務の全部を廃止）することについて、保険業法第 127 条第 1項第 8号及び保険業
法施行規則第 85 条第 1項第 6号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

解散（又は業務の全部を
廃 止 ） す る 子 会 社 の
商 号 又 は 名 称

 

所 在 地  

資 本 金  

株 主 構 成  

役員の役職名及び氏名  

従 業 員 数  

業 務 の 内 容  

解散（又は業務の全部を廃
止 ） す る 理 由

 

解散（又は業務全部廃止）
予 定 日

年   月   日（  ） 

 
 添付書類 
   その他参考となるべき事項を記載した書類 

(損保) 別紙様式31（子会社の解散） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名           印

子会社○○の解散届出書 
 子会社○○の解散をいたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
                                 記 

 解散子会社の商号又は 
 名称 

 

 所在地  

 資本金  

 株主構成  

 取締役及び監査役の 
 役職及び氏名 

 

 従業員数  

 業務内容  

 解散理由  添付理由書のとおり 

 解散実施予定日                  年  月  日（ ） 
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                                              ○ 
（注）添付書類 

１ 理由書 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

(生保) 別紙様式 33 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社○○の業務の全部の廃止届出書 
 子会社○○の業務の全部を廃止いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいた
します。 

記 

廃業子会社の商号又は名称  

 所在地  

 資本金  

 株主構成  

 役員  

 従業員数  

 事業内容  

 廃業理由  

 廃業の期日  

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
 添付書類 
   保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

 

(損保) 別紙様式32（子会社の業務の全部の廃止） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名           印

子会社○○の業務の全部の廃止届出書 
 子会社○○の業務の全部の廃止をいたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届け
いたします。 
                                記 

 廃業子会社の商号又は名称  

 所在地  

 資本金  

 株主構成  

 取締役及び監査役の 
 役職及び氏名 

 

 従業員数  

 業務内容  
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 廃業理由  添付理由書のとおり 

 廃業実施予定日 年  月  日（ ） 

                                         ○ 
（注）添付書類 

１ 理由書 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類  

 
 

(生保) 別紙様式26                               
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

  ○○の議決権の取得（又は保有）届出書 
 ○○の議決権を基準議決権数を超えて取得（又は保有）したので、保険業法第１２７条の規定に基づき、
下記のとおりお届けいたします。 

記 

 名 称            

本店(又は主たる営業
所)の住所 

 

 業 務 内 容            

会社の状況(直近の決算
期より)(注1) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

 届出事由発生前①
(注7) 

届出事由発生後② 増減 
(②－①) 

総株主等の議決
権(注2,6) 

      個       個       個

保有議決権数
(注2,3,4) 

      個       個       個

 
 総株主等の議決権・保 
 有する議決権の数の状 
 況 
 

保有議決権割合       ％       ％       ％

議決権取得(又は保有)
の理由 

 
(注5)(根拠条文:保険業法施行規則第○○条第○○号) 

 起算日        年      月      日（  ） (注6) 

 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
（注）記載要領 
 
（注１）「会社の状況」について 
    当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必ずし
もこだわらない。） 
 

（注２）当該会社の「総株主等の議決権」の算定方法 
  原則、「株主総会等の招集通知の受領時（以下「判明時」という。）に把握できる基準日時点の議決権の
総数」を当該会社の「総株主等の議決権」とみなす。 
  なお、小規模非上場会社等の召集通知に「総株主等の議決権」の記載がない場合には、当該通知に記
載のある「発行済株式等の総数」等を「総株主等の議決権」とみなして差し支えない。（この場合において、

別紙様式 40 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名           印 

国内の会社の基準議決権数を超える議決権の取得（又は保有）届出書 
  ○○の基準議決権数を超える議決権を取得（又は保有）したので、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保
険業法施行規則第 85 条第 1項第 7号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

商 号 又 は 名 称  

本店又は主たる営業所
の 所 在 地

 

業 務 の 内 容  

会 社 の 状 況
(直近の決算期より )

(注 1)

 売 上 高：             総 資 産： 
 経常損益：             資 本 金： 
 当期損益： 

 
届出事由発生前

① 
届出事由発生後

② 
増減 
(②－①) 

総株主等の議決権 
(注 2,6) 

個 個 個

保有議決権数 
(注 2,3,4) 

個 個 個

総株主等の議決権
・ 保有する議決権
の 数 の 状 況

保有議決権割合(注 3) ％ ％ ％

議 決 権 取 得
(又は保有)の理由(注5)

 (根拠条文:保険業法施行規則第５８条の２第  号) 

取得（又は保有）した日        年      月      日（  ） (注 6) 

 
添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注） 
１ 「会社の状況」について 
    当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必ず
しもこだわらない。） 
２ 当該会社の「総株主等の議決権」の算定方法 
  原則、「株主総会等の招集通知の受領時（以下「判明時」という。）に把握できる基準日時点の議決権の総
数」を当該会社の「総株主等の議決権」とみなす。 
  なお、小規模非上場会社等の招集通知に「総株主等の議決権」の記載がない場合には、当該通知に記載
のある「発行済株式等の総数」等を「総株主等の議決権」とみなして差し支えない。（この場合において、表
上の単位は株と読み替えるものとする。注４において同じ。） 
３ 「保有議決権数」及び「保有議決権割合」について 
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表上の単位は株と読み替えるものとする。注４において同じ。） 
 

（注３）「保有する議決権の数」及び「保有する議決権割合」について 
  届出者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保有議決権割合は、小数点第３位
以下を四捨五入し、保有状況についてそれぞれ様式に従い記入すること。 

 
（注４）保有議決権数の算定方法 
  判明時に保有する当該会社の議決権数とする。 
  なお、小規模非上場会社等で招集通知に「議決権」の記載がない場合には所有する「株式等の数」等を
「議決権の数」とみなして差し支えない。 
 

（注５）「議決権の取得（又は保有）の理由」欄の記載にあっては、保険業法施行規則第58条の２（以下「規則」
という。）第６号から第８号までの事由による場合は「総株主の議決権の数の減少」として一括記載するこ
とで差し支えない。 
 

（注６）届出期限等 
 

届出(超過)要因 届出期限 起算日*1 総株主等の議決権 

規則第1号 実行日を含む月
の翌月末営業日 

実行日 基準日(*2)時点の議決権の数(以下｢基準日議
決権数｣という。) 

規則第2号 受領日を含む月
の翌月末営業日 

受領日 基準日議決権数 

規則第3号 取得日を含む月
の翌月末営業日 

取得日 基準日議決権数＋取得に係る議決権数 

規則第4号 株主総会決議日
を含む月の翌月
末営業日 

取得日 基準日議決権数＋当該議決に係る議決権総
数 

規則第5号 転換日を含む月
の翌月末営業日 

転換日 基準日議決権数＋当該転換に係る議決権総
数 

規則第6号、第7
号及び第8号の
一部(以下の場
合を除く)*3 

定時総会の開催
日 を 含 む 月 の
翌々月末営業日 

届出日 基準日議決権数 

規則第8号の一
部(金庫株取得
の場合)*4 

*5 届出日 基準日議決権数*6 

規則第8号の一
部(合併･営業譲
渡等の株主総
会の議決に係る
自己株式の取
得の場合、金庫
株を除く。) 

株主総会の開催
日を含む月の翌
月末営業日 

届出日 基準日議決権数＋総会決議に係る議決権数 

規則第9号 処分基準日を含
む月の翌月末営
業日 

処分基準日 基準日議決権数 

 
＊１ 基準議決権数を超えて取得又は保有した日をいう。 
＊２ 商法第２２４条ノ３に規定する「一定ノ日」をいう。 
＊３ 相続で単元未満株式が発生する場合など、僅少な超過が理論上想定しうるが、その場合は、本要因

  届出者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保有議決権割合は、小数点第３位以
下を四捨五入し、保有状況についてそれぞれ様式に従い記入すること。 
４ 保有議決権数の算定方法 
  判明時に保有する当該会社の議決権数とする。 
  なお、小規模非上場会社等で招集通知に「議決権」の記載がない場合には所有する「株式等の数」等を
「議決権の数」とみなして差し支えない。 
５ 「議決権の取得（又は保有）の理由」欄の記載にあっては、保険業法施行規則第58条の２（以下「規則」と
いう。）第６号から第８号までの事由による場合は「総株主の議決権の数の減少」として一括記載することで
差し支えない。 
６ 届出期限等 

 

届出(超過)要因 届出期限 起算日*1 総株主等の議決権*7 

規則第 1号 実行日を含む月の
翌月末営業日 

実行日 基準日(*2)時点の議決権の数(以下
｢基準日議決権数｣という。) 

規則第 2号 受領日を含む月の
翌月末営業日 

受領日 基準日議決権数 

規則第 3号 取得日を含む月の
翌月末営業日 

取得日 基準日議決権数＋取得に係る議決
権数 

規則第 4号 株主総会決議日を
含む月の翌月末営
業日 

取得日 基準日議決権数＋当該議決に係る
議決権総数 

規則第 5号 転換日を含む月の
翌月末営業日 

転換日 基準日議決権数＋当該転換に係る
議決権総数 

規則第 6 号、第 7 号及
び第 8 号の一部(以下
の場合を除く)*3 

定時総会の開催日
を含む月の翌々月
末営業日 

届出日 基準日議決権数 

規則第 8 号の一部(金
庫株取得の場合)*4 

*5 届出日 基準日議決権数*6 

規則第 8 号の一部(合
併･営業譲渡等の株主
総会の議決に係る自己
株式の取得の場合、金
庫株を除く。) 

株主総会の開催日
を含む月の翌月末
営業日 

届出日 基準日議決権数＋総会決議に係る
議決権数 

規則第 9号 処分基準日を含む
月の翌月末営業日 

処分基準
日 

基準日議決権数 

 
＊１ 基準議決権数を超えて取得又は保有した日をいう。 
＊２ 商法第２２４条の３に規定する「一定の日」をいう。 
＊３ 相続で単元未満株式が発生する場合など、僅少な超過が理論上想定しうるが、その場合は、本要因

に含めて取扱って差し支えない。 
＊４ 商法第２１０条第１項及び第２１１条の３第１項に規定する自己株式をいう。 
＊５ ① 商法第２１０条第１項（又は２１１条の３第１項）の規定に基づき自己株式の取得を決議した株主

総会（又は取締役会）の開催日を含む月の翌月末営業日 
② 自己株式の取得を月次等の開示で知った日を含む月の翌月末営業日（非上場等で自己株式の
取得について開示がない場合は、翌年の判明時を含む月の翌月末営業日）のいずれか選択した
方法で届けるものとする（選択方法が各銘柄毎、各年度毎に異なることも差し支えない。また、月
次等の開示で超過を知った時に、残枠を含めた数で届け出ても差し支えない。）。 

＊６ ＊５②により届け出る場合の「総株主等の議決権」は、基準日時点の議決権数にその後の開示情報
で加減調整した議決権数を用いるものとする。 

＊７ 「総株主の議決権」の算定に当たって、複数の事由が重なる場合は、各々の事由による方法による
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に含めて取扱って差し支えない。 
＊４ 商法第２１０条第１項に規定する自己株式をいう。 
＊５ ① 枠を議決した株主総会の開催日を含む月の翌月末営業日 

② 枠の実行を月次等の開示で知った日を含む月の翌月末営業日（非上場等で枠の実行の開示が
ない場合は、翌年の判明時を含む月の翌月末営業日）のいずれか選択した方法で届けるものとす
る（選択方法が各銘柄毎、各年度毎に異なることも差し支えない。また、月次等の開示で超過を知
った時に、残枠を含めた数で届け出ても差し支えない。）。 

＊６ ＊５②により届け出る場合の「総株主等の議決権」は、基準日時点の議決権数にその後の開示情報
で加減調整した議決権数を用いるものとする。 

＊７ 「総株主の議決権」の算定に当たって、複数の事由が重なる場合は、各々の事由による方法による直
近時の議決権数に調整したものを用いるものとする。 

                                    
（注７）「届出事由発生前」について 
 その発生事由が平成14年3月31日以前に起因する場合には、便宜上、株式数で本欄を記載しても差し支
えない。     

 
 

直近時の議決権数に調整したものを用いるものとする。 
 

(損保) 別紙様式25 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

○○の議決権の取得（又は保有）届出書 
 ○○の議決権を基準議決権数を超えて取得（又は保有）したので、保険業法第１２７条の規定に基づき、
下記のとおりお届けいたします。 

記 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)の
住所 

 

 業 務 内 容            

会社の状況 
(直近の決算期より)(注1) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

 届出事由発生前
①(注7) 

届出事由発生後
② 

増減 
(②-①) 

総株主等の議決
権(注2,6) 

      個       個       個

保有議決権数(注
2,3,4) 

      個       個       個

総株主等の議決権・保有する
議決権の数の状況 
 

保有議決権割合       ％       ％       ％

議決権取得(又は保有)の理
由 

(注5)(根拠条文:保険業法施行規則第○○条第○○号)

 起算日        年      月      日（  ） (注6) 

 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
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 （注）記載要領 
 
（注１）「会社の状況」について 
    当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本欄の項目に必ずし
もこだわらない。） 
 

（注２）当該会社の「総株主等の議決権」の算定方法 
  原則、「株主総会等の招集通知の受領時（以下「判明時」という。）に把握できる基準日時点の議決権の
総数」を当該会社の「総株主等の議決権」とみなす。 
  なお、小規模非上場会社等の召集通知に「総株主等の議決権」の記載がない場合には、当該通知に記
載のある「発行済株式等の総数」等を「総株主等の議決権」とみなして差し支えない。（この場合において、
表上の単位は株と読み替えるものとする。注４において同じ。） 
 

（注３）「保有する議決権の数」及び「保有する議決権割合」について 
  届出者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保有議決権割合は、小数点第３位
以下を四捨五入し、保有状況についてそれぞれ様式に従い記入すること。 

 
（注４）保有議決権数の算定方法 
  判明時に保有する当該会社の議決権数とする。 
  なお、小規模非上場会社等で招集通知に「議決権」の記載がない場合には所有する「株式等の数」等を
「議決権の数」とみなして差し支えない。 
 

（注５）「議決権の取得（又は保有）の理由」欄の記載にあっては、保険業法施行規則第58条の２（以下「規則」
という。）第６号から第８号までの事由による場合は「総株主の議決権の数の減少」として一括記載すること
で差し支えない。 

 

  
（注６）届出期限等 

届出(超過)要因 届出期限 起算日*1 総株主等の議決権 

規則第1号 実行日を含む月の
翌月末営業日 

実行日 基準日(*2)時点の議決権の数(以下
｢基準日議決権数｣という。) 

規則第2号 受領日を含む月の
翌月末営業日 

受領日 基準日議決権数 

規則第3号 取得日を含む月の
翌月末営業日 

取得日 基準日議決権数＋取得に係る議決権
数 

規則第4号 株主総会決議日を
含む月の翌月末営
業日 

取得日 基準日議決権数＋当該議決に係る議
決権総数 

規則第5号 転換日を含む月の
翌月末営業日 

転換日 基準日議決権数＋当該転換に係る議
決権総数 

規則第6号、第7号及び
第8号の一部(以下の場
合を除く)*3 

定時総会の開催日
を含む月の翌々月
末営業日 

届出日 基準日議決権数 

規則第8号の一部(金庫
株取得の場合)*4 

*5 届出日 基準日議決権数*6 

規則第8号の一部(合
併･営業譲渡等の株主
総会の議決に係る自己
株式の取得の場合、金

株主総会の開催日
を含む月の翌月末
営業日 

届出日 基準日議決権数＋総会決議に係る議
決権数 
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規則第9号 処分基準日を含む
月の翌月末営業日 

処分基準日 基準日議決権数 

＊１ 基準議決権数を超えて取得又は保有した日をいう。 
＊２ 商法第２２４条ノ３に規定する「一定ノ日」をいう。 
＊３ 相続で単元未満株式が発生する場合など、僅少な超過が理論上想定しうるが、その場合は、本要因に

含めて取扱って差し支えない。 
＊４ 商法第２１０条第１項に規定する自己株式をいう。 
＊５ ① 枠を議決した株主総会の開催日を含む月の翌月末営業日 
② 枠の実行を月次等の開示で知った日を含む月の翌月末営業日（非上場等で枠の実行の開示がない
場合は、翌年 の判明時を含む月の翌月末営業日）のいずれか選択した方法で届けるものとする（選択
方法が各銘柄毎、各年度毎に異なることも差し支えない。また、月次等の開示で超過を知った時に、残
枠を含めた数で届け出ても差し支えない。）。 

＊６ ＊５②により届け出る場合の「総株主等の議決権」は、基準日時点の議決権数にその後の開示情報で
加減調整した議決権数を用いるものとする。 

＊７ 「総株主の議決権」の算定に当たって、複数の事由が重なる場合は、各々の事由による方法による直
近時の議決権数に調整したものを用いるものとする。 

                                    
（注６）「届出事由発生前」について 
 その発生事由が平成14年3月31日以前に起因する場合には、便宜上、株式数で本欄を記載しても差し支
えない。 
 
 

1-15-3 議決権の取得制限 
別紙様式 

年   月   日 
金融庁長官 ○○○○殿 

保険会社名：          
代 表 者：           
担当者（連絡先）        

保険業法第１２７条第１項第８号に基づく報告書 
保険業法第１２７条第１項第８号および同施行規則第８５条第１項第７号並びに第７号の３の規定に基づ
き、下記のとおりご報告致します。  
１．基準日   平成  年  月  日 
２．届出内容 

届出済みの保有予定議
決権数 

基準日における保有状況 
 期限までに保有しよ
うとする議決権数 

議決権数 
保有する議決
権数 

 内、規則58条
の２第10号に基
づく株式数 

議決権数 

同日付け
の申請の
有無（注） 

証券 
コード 
 

銘柄名 

 

  率
（％） 

期限 
  率

（％） 
  率

（％） 
  率

（％）

期限

             

             

（注記１）率とは、総株主等の議決権に占める当該議決権数の割合をいう。総株主等の議決権について
は、会社情報、四季報等により一般に入手できる資料に基づくもので差しつかえない。 

（注記２）同日付申請の有無とは、保険業法第１０７条第２項に基づき、国内の会社の議決権をその基準
議決権数等を超えて取得し又は保有する事となった日から１年を超えて保有する事についての申請
の有無をいう。当該申請がある場合には「有」と記入する。 

別紙様式41 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名           印 

国内の会社の基準議決権数を超える議決権の取得 
（又は基準議決権数を超える議決権を保有しなくなった）届出書 

保険業法施行規則第58条の2第10号に定める事由により、○○の基準議決権数を超える議決権を取得し
た（又は基準議決権数を超える議決権を保有しなくなった）ので、保険業法第１２７条第１項第８号及び保険業
法施行規則第８５条第１項第７号（又は保険業法施行規則第85条第1項第７号の３）の規定に基づき、下記のと
おりお届けいたします。 

記 
１．基準日           年  月  日 
２．届出内容 

届出済みの保有予定
議決権数 

基準日における保有状況 
 期限までに保有しようと
する議決権数 

議決権数 
保有する議決権
数 

 内、規則58条
の２第10号に基
づく株式数 

議決権数 

同日付けの
申請の有無
（注2） 

証券 
コード 
 

銘柄名

 

 率（％）

期限 

 率（％）  率（％）  率（％）

期限

             

             

（注） 
１ 率とは、総株主等の議決権に占める当該議決権数の割合をいう。総株主等の議決権については、会
社情報、四季報等により一般に入手できる資料に基づくもので差しつかえない。 
２ 同日付申請の有無とは、保険業法第１０７条第２項に基づき、国内の会社の議決権をその基準議決権
数等を超えて取得し又は保有する事となった日から１年を超えて保有する事についての申請の有無をい
う。当該申請がある場合には「有」と記入する。 



金融監督等に当たっての留意事項についてー保険会社関係―第 2分冊 事務ガイドライン  （別添１：参考様式集 １．保険会社関係）                     48  
 

現    行                                                                         改  正  案 

 

 
                                                

 



金融監督等に当たっての留意事項についてー保険会社関係―第 2分冊 事務ガイドライン  （別添１：参考様式集 １．保険会社関係）                     48  
 

現    行                                                                         改  正  案 

 

 
 

（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式27 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

子会社対象会社○○の議決権の取得（又は保有）届出書 
子会社対象会社○○の議決権を基準議決権数を超えて取得（又は保有）することとなったので、保険業

法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
記 

名 称            

本店(又は主たる営業
所)の住所 

 

業 務 内 容            

会社の状況 
(直近の決算期より) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の
役職及び氏名(注1) 

 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増減(②－①) 

総株主等の議決
権 

      個       個       個

保有議決権数       個       個       個

 
 総株主等の議決権・
保有する議決権の数
の状況 
 保有議決権割合       ％       ％       ％

議決権取得(又は保
有)の理由 

 

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ）  

 （注１）当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載のこと。 
 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
（注）記載要領 
  別紙様式２６の記載要領に準じて記載すること。 
 
 

別紙様式 42 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名           印 

子会社対象会社の基準議決権数を超える議決権の取得（又は保有）届出書 
 子会社対象会社○○の議決権を基準議決権数を超えて取得（又は保有）することとなったので、保険業法第
127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 7 号の 2 の規定に基づき、下記のとおりお届け
いたします。 

記 

商 号 又 は 名 称  

本 店 又 は 主 た る
営 業 所 の 所 在 地

 

業 務 の 内 容  

会 社 の 状 況
( 直 近 の決算期 よ り )

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

役員の役職名及び氏名 
(注 1) 

 

 届出事由発生前
① 

届出事由発生後
② 

増減 
(②－①) 

総 株 主等の議決権 個 個 個

保 有 議 決 権 数 個 個 個

総株主等の議決権・保有
する議決権の数の状況

保 有 議 決 権 割 合 ％ ％ ％

議決権取得(又は保有)の
理 由

 

取得（又は保有）する日 年      月      日（  ） 

 
  
添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注） 
１ 当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載のこと。 
２ 別紙様式 40（注）の記載要領に準じて記載すること。 

（損保） 
 
別紙様式26 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

子会社対象会社○○の議決権の取得（又は保有）届出書 
 子会社対象会社○○の議決権を基準議決権数を超えて取得（又は保有）することとなったので、保険業
法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)
の住所 
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 業 務 内 容            

会社の状況 
(直近の決算期より) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の 
役職及び氏名(注1) 

 

 届出事由発生前
① 

届出事由発生後
② 

増減 
(②-①) 

総株主等の議決権       個       個       個

保有議決権数       個       個       個

 総株主等の議決権・保 
 有する議決権の数の状 
 況 
 

保有議決権割合       ％       ％       ％

議決権取得(又は保有) 
の理由 

 

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ）  

 （注１）当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載のこと。 
 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
（注）記載要領 
 別紙様式２５の記載要領に準じて記載すること。 
 
 

（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式27－２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

○○の議決権の基準議決権数を超えて保有する 
部分の議決権を保有しなくなった届出書 

 ○○の議決権を基準議決権数を超えて保有する部分の議決権を保有しなくなったので、保険業法第127 
条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)
の住所 

 

 業 務 内 容            

 届出事由発生前
① 

届出事由発生後
② 

増減 
(②－①) 

総株主等の議決権       個       個       個

保有議決権数       個       個       個

 
 総株主等の議決権・保 
 有する議決権の数の状 
 況 

保有議決権割合       ％       ％       ％

議決権を基準議決権数を
超えて取得(又は保有)し
た時の理由 

 

基準議決権数を超える部
分の議決権を保有しなく
なった日 

年      月      日（  ）  

別紙様式 43 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名            印

基準議決権数を超えて保有する国内の会社の議決権のうち 
基準議決権数を超える部分の議決権を保有しなくなった届出書 

 ○○の議決権の基準議決権数を超えて保有する部分の議決権を保有しなくなったので、保険業法第 127 条
第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 7 号の 3 の規定に基づき、下記のとおりお届けいたし
ます。 

記 

商 号 又 は 名 称  

本 店 又 は 主 た る
営 業 所 の 所 在 地

 

業 務 の 内 容  

 届出事由発生前
① 

届出事由発生後
② 

増減 
(②－①) 

総株主等の議決権 個 個 個

保有議決権数 個 個 個

総株主等の議決権・保有する
議決権の数の状況 

保有議決権割合 ％ ％ ％

基準議決権数を超える部分
の議決権を保有しなくなった
理由  

 



金融監督等に当たっての留意事項についてー保険会社関係―第 2分冊 事務ガイドライン  （別添１：参考様式集 １．保険会社関係）                     50  
 

現    行                                                                         改  正  案 

 

 
 

 
 
 
 
 

 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
       
（注）記載要領 
  別紙様式２６の記載要領に準じて記載すること。 
 
 

基準議決権数を超える部分
の議決権を保有しなくなった
日 

年      月      日（  ）  

 
添付書類 
  その他参考となるべき事項を記載した書類 
    
（注）別紙様式 40（注）の記載要領に準じて記載すること。 
 

（損保） 
 
別紙様式26－２ 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

○○の議決権の基準議決権数を超えて保有する 
部分の議決権を保有しなくなった届出書 

 ○○の議決権を基準議決権数を超えて保有する部分の議決権を保有しなくなったので、保険業法第127
条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)
の住所 

 

 業 務 内 容            

 届出事由発生前
① 

届出事由発生後
② 

増減 
(②-①) 

総株主等の議決権       個       個       個

保有議決権数       個       個       個

 総株主等の議決権・保有す
る議決権の数の状況 

保有議決権割合       ％       ％       ％

議決権を基準議決権数を
超えて取得(又は保有)し
た時の理由 

 

基準議決権数を越える部
分の議決権を保有しなく
なった日 

年      月      日（  ）  

 
 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
    
（注）記載要領 
  別紙様式２５の記載要領に準じて記載すること。 
 
 

 

（生保） 
 
 
 
 
 

別紙様式27－３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

別紙様式 44 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険会社名 
代表者名            印
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特殊関係者を新たに有することとなった届出書 
  ○○を特殊関係者として新たに有することになったため、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のと
おりお届けいたします。 

記 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)
の 所 在 地 

 

 業 務 内 容            

会 社 の 状 況 
( 直近の決算期より ) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の役職
及 び 氏 名 ( 注 ) 

 

役 員 及 び 従業員の数  

保 有 議 決 権 数             個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

特殊関係者となった理由  

主 要 株 主 等 の構 成  

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ）  

 （注）当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載のこと。 
 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
                                           
 

 
特殊関係者を新たに有することとなった届出書 

 ○○を特殊関係者として新たに有することになったため、保険業法第 127 条第 1項第 8号及び保険業法施行
規則第 85 条第 1項第 7号の 4の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

商 号 又 は 名 称  

本 店 又 は 主 た る
営 業 所 の 所 在 地

 

業 務 の 内 容  

会 社 の 状 況
( 直 近 の 決 算 期 よ り )

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

役員の役職名及び氏名
(注)

 

役 員 及 び 従 業 員 の 数  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合    ％)

特 殊関係者 と な る理由  

主 要 株 主 等 の 構 成
Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

実 行 予 定 日 年      月      日（  ） 

 
 
添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注） 当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載すること。 

（損保） 
 

別紙様式26－３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

           特殊関係者を新たに有することとなった届出書            
 ○○を特殊関係者として新たに有することになったため、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のと
おりお届けいたします。 

記 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)の
所 在 地 

 

 業 務 内 容            

会 社 の 状 況 
( 直近の決算期よ り ) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の役職 
及 び 氏 名 ( 注 ) 

 

役 員 及 び 従 業 員 の 数  

保 有 議 決 権 数             個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

特殊関係者となった理由  

 



金融監督等に当たっての留意事項についてー保険会社関係―第 2分冊 事務ガイドライン  （別添１：参考様式集 １．保険会社関係）                     52  
 

現    行                                                                         改  正  案 

 

 
 

主 要 株 主 等 の構 成  

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ）  

 （注）当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載すること。 
 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式27－４ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

特殊関係者でなくなった届出書 
 ○○が特殊関係者でなくなったので、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま
す。 

記 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)の所在地  

 業 務 内 容            

保 有 議 決 権 数             個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

特 殊関係者でな く な っ た理由  

 特 殊 関 係 者 で な く な っ た 日        年      月      日（  ）  

 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

別紙様式 45 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官   殿 
保険会社名 
代表者名           印 

特殊関係者でなくなった届出書 
 ○○が特殊関係者でなくなったので、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1
項第 7号の 5の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

商 号 又 は 名 称  

本店又は主たる営業所の所在地  

業 務 の 内 容  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合    ％)

特殊関係者でなくなった理由  

特 殊 関 係 者 で な く な っ た 日        年      月      日（  ）  

 
添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 
 

（損保） 
 
別紙様式26－４ 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

特殊関係者でなくなった届出書            
 ○○が特殊関係者でなくなったので、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま
す。 

記 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)の所在地  

 業 務 内 容            

保 有 議 決 権 数             個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

特 殊関係者でな く な っ た理由  

 特 殊 関 係 者 で な く な っ た 日        年      月      日（  ）  

 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
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（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式27－５ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

       基準議決権数を超えて議決権を保有する会社（又は特殊関係者） 
       の業務を変更する場合の届出書             
 基準議決権数を超えて議決権を保有する会社（又は特殊関係者）である○○の業務を変更することとな
ったため、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
                                        記 

 名 称            

本店(又は主たる営業所)
の所在地 

 

変 更 前 の業 務 内 容  

変 更 後 の業 務 内 容  

変 更 の 理 由  

会社の状況 
(直近の決算期より) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の役職
及び氏名（注) 

 

役員及び従業員の数  

保 有 議 決 権 数                    個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

主 要 株 主 等 の構 成  

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ）  

 
 （注）当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載のこと。 
 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

別紙様式 46 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官   殿 
保険会社名 
代表者名            印

基準議決権数を超えて議決権を保有する会社（又は特殊関係者） 
の業務の内容を変更する場合の届出書             

 基準議決権数を超えて議決権を保有する会社（又は特殊関係者）である○○が業務の内容を変更することに
ついて、保険業法第 127 条第 1項第 8号及び保険業法施行規則第 85条第 1項第 7号の 6の規定に基づき、
下記のとおりお届けいたします。 

記 

商 号 又 は 名 称  

本 店 又 は 主 た る
営 業 所 の 所 在 地

 

変 更 前  
業務の内容

変 更 後  

役員の役職名及び氏名
(注)

 

変 更 の 理 由  

会社の状況 
(直近の決算期より) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

保 有 議 決 権 数                    個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

変 更 予 定 日        年      月      日（  ）  

 
 
添付書類 
  その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 （注）当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載のこと。 
 

（損保） 
 
別紙様式26－５ 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名 

       基準議決権数を超えて議決権を保有する会社（又は特殊関係者） 
       の業務を変更する場合の届出書 
  基準議決権数を超えて議決権を保有する会社（又は特殊関係者）である○○の業務を変更することとな
ったため、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
                                        記 

 名 称            
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本店(又は主たる営業所)
の所在地 

 

変 更 前 の業 務 内 容  

変 更 後 の業 務 内 容  

変 更 の 理 由  

会社の状況 
(直近の決算期より) 

 売 上 高：           総 資 産： 
 経常損益：           資 本 金： 
 当期損益： 

取締役及び監査役の 
役職及び氏名(注) 

 

役員及び従業員の数  

保 有 議 決 権 数                    個(総株主の議決権に対する割合    ％) 

主 要 株 主 等 の構 成  

 実 行 予 定 日                  年      月      日（  ）  

 
 （注）当該保険会社出身役員の場合には、その旨記載すること。 
 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 
 

（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式 34 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿 
保険会社名 
代表者名           印

外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所廃止届出書 
海外において支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所を廃止したので、保険業法第１２７条の規定に
基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

外国における支店若しく
は従たる事務所又は駐在
員事務所の概要 
  (1) 名 称 
  (2) 位 置 
  (3) 賃 借 面 積 
  (4) 従 業 員 数 

 
 
 
 
        （ 階建ビルのうち 階の全部・一部） 
       ㎡（    坪） 
 派遣職員  名  現地雇用  名  計  名 

 業  務  内  容  

 廃  止  理  由  

 廃止の年月日            年  月  日 （  ） 

現地当局の認可等の 
取得年月日 

           年  月  日 （  ） 

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
 添付書類 
 １ 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 ２ 現地当局認可書等（写）及び和訳 
 

別紙様式 47 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名            印

  
外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所廃止届出書 

 
外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所を廃止したので、保険業法第 127 条第 1 項第 8
号及び保険業法施行規則第 85 条第 1項第 8号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

外国における支店若しく
は従たる事務所又は駐在
員事務所の概要 
   (1) 名称 
   (2) 所在地 
   (3) 従業員数 

 
 
 
 
 
 派遣職員  名  現地雇用  名  計  名 

業 務 の 内 容  

廃 止 理 由  

廃 止 の 年 月 日            年  月  日 （  ） 

現 地 当 局 の 認 可 等
の取得(予定)年月日（注）

           年  月  日 （  ） 

 
 
 添付書類 
 １ 現地当局認可書等（写）及び和訳 
 ２ その他参考となるべき事項を記載した書類 
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 (注) 現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当がある場合に記載すること。 
 
 

（損保） 
 

 

別紙様式33（支店・事務所の廃止） 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名           印

外国における支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所廃止届出書 
 外国において支店若しくは従たる事務所又は駐在員事務所を廃止したので、保険業法第１２７条の規
定に基づき、下記の とおりお届けいたします。 

記 

 １ 支店（元受代理店）若しく
は 従 た る 事 務 所 
又は駐在員事務所の          概要   
(1) 名 称     

  (2) 所在国・都市 
  (3) 従業員数 

 
 
 
 
 
 派遣社員    名     現地雇用    名   計    名 

 ２ 業務内容  

 ３ 廃止理由  添付理由書のとおり 

 ４ 廃止の年月日               年  月  日（ ） 

 ５ 現地当局の認可等 
   の取得年月日 

              年  月  日（ ） 
（廃止に伴う現地当局の認可を取得する場合にのみ記入） 

 
（注）添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 現地当局の認可書等（写）和訳 
   ３ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

 

（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式15 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名          印 

危険準備金の不積立て等届出書 
危険準備金の不積立て（取崩し）をいたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、別紙のとおりお届けい
たします。 
 
                                      ○ 
  添付書類 
   １ 保険業法施行規則第８５条第４項に掲げる書類 
   ２ 危険準備金の不積立て（取崩し）に関する事項 
                                                                           
 

別紙様式 48 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

危険準備金の不積立て等の届出書 
金融庁長官が定める積立てに関する基準によらない危険準備金の積立て（又は危険準備金の取崩し）をす
ることについて、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 9 号（又は保険業
法第209条第9号及び保険業法施行規則第166条第1項第２号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたし
ます。 

記 
(単位:百万円)

区分 危険準備金Ⅰ 危険準備金Ⅱ 合計 

年度始積立額    

当年度積立額    

当年度取崩額    

年度末積立額    
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(単位:百万円)

区分 危険準備金Ⅰ 危険準備金Ⅱ 

  

普通死亡リスク  

災害死亡リスク  

生存保障リスク  

ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ･ﾏｰｼﾞﾝ基
準の予定利率ﾘｽｸ
相当額の増加額 

 

災害入院リスク  

疾病入院リスク  

積立基準額

その他のリスク  

利差益の５％  

  

普通死亡リスク  

災害死亡リスク  

生存保障リスク  

ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ･ﾏｰｼﾞﾝ基
準の予定利率ﾘｽｸ
相当額 

 

災害入院リスク  

疾病入院リスク  

積立限度額

その他のリスク  

責任準備金の３％  

取 崩 基 準 死差損の額  利差損の額  

 
添付書類 
１ 理由書 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 

（注） 
１ 危険準備金Ⅰは、規則第 69 条第 6項第 1号及び第 150 条第 6 項第 1号に掲げる危険準備金をいう。 
２ 危険準備金Ⅱは、規則第 69 条第 6項第 2号及び第 150 条第 6 項第 2号に掲げる危険準備金をいう。 
 

 
 別紙様式34（回払契約の割合） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁監督部長○○○○殿 
保険会社名（又は外国損害保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名） 

回払契約の割合届出書 
 保険業法施行規則（以下「規則」という。）第７０条第２項に規定する責任準備金の計算にあたり、本年
度決算に際し使用する回払契約の割合について、保険業法第１２７条第7号の規定に基づき下記のとお
りお届けいたします。 

記 

保 険 種 類           回払契約の割合            主たる回払の種類              

   

   

   

   

 

注１  外国損害保険会社等が当該届出を行なう場合には、「保険業法施行規則第７０条第２項」を「保険
業法施行規則第１５１条第２項」に、「保険業法第１２７条第７号」を｢保険業法第２０９条９号｣にそ
れぞれ読み替えるものとする。 

注２  免許特定法人が当該届出を行なう場合には、「保険業法施行規則第７０条第２項」を「保険業法施
行規則第１５１条第２項」に、「保険業法第１２７条第7号」を「保険業法第２３４条第８号」にそれぞ

別紙様式 49 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

回払契約の割合届出書 
 保険業法施行規則第70条第4項（又は保険業法施行規則第151条第４項）に規定する責任準備金の計算に
あたり、本年度決算に際し使用する回払契約の割合について、保険業法第１２７条第 1 項第８号及び保険業法
施行規則第 85 条第 1項第 10 号（又は保険業法第 209 条第 9 号及び保険業法施行規則第 166 条第 1項第 3
号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

保 険 種 類           回払契約の割合            主たる回払の種類              

   

   

   

   

 
（注）回払契約の割合は小数点以下第３位まで記入すること。 
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れ読み替えるものとする。 
注３  回払契約の割合は小数点以下第３位まで記入すること。 
 
 
 (新設) 別紙様式 50 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

異常危険準備金の計算に係る届出書 
 保険業法施行規則第70条第4項（又は保険業法施行規則第151条第４項）に規定する異常危険準備金の計
算にあたり、異常危険準備金の金額に対して控除する金額又は繰り入れる金額について下記のとおりとしたの
で、保険業法第１２７条第 1 項第８号及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 10 号（又は保険業法第 209 条
第 9 号及び保険業法施行規則第 166 条第 1項第 3号）の規定に基づきお届けいたします。 

記 
１． 平成 10 年大蔵省告示第 232 号第 3 条第 2号に該当する場合の届出 

保険種類群 保険種類 異常危険準備金の金額から控除する額 
（参考）告示第2条第1項
第 1号ｲに掲げる金額 

    

２． 平成 10 年大蔵省告示第 232 号第 3 条第３号に該当する場合の届出 

保険種類群 保険種類 
異常危険準備金に繰り入れる額のう
ち積立上限額を超える額 
（告示第 2条第 1項第２号ロによる場合） 

（参考） 
告示第 2 条第 1 項第２号ｲ

に掲げる積立上限額 

    

 

保険種類群 保険種類 
異常危険準備金に繰り入れる額 
（告示第 2条第 1項第２号ハによる場合） 

（参考）告示第2条第1項第
２号ｲに掲げる最低限度額

（又は算入限度額） 

    

３． 平成 10 年大蔵省告示第 232 号第 3 条第４号に該当する場合の届出 

異常危険準備金に繰り入れる額のうち

基準額の百分の百五十を超える額① 

（参考） 
基準額の百分の百五十②

保険種類群
 ①÷正味収入 

保険料×１００ 

繰入後 
残高率  ②÷正味収入

保険料×１００

      

４． 平成 10 年大蔵省告示第 232 号第 3 条第５号に該当する場合の届出 

異常危険準備金に繰り入れる額のう
ち基準額を超える額 ③ 

（参考） 
基準額  ④ 

保険種類群
 ③÷正味収入 

保険料×１００ 

繰入後 
残高率  ④÷正味収入

保険料×１００

      

＊ 該当する項目のみ記載すること。 
 
添付書類 
 １ 理由書 
 ２ その他参考となるべき書類（積立額の計算根拠等） 
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(生保) 別紙様式３５ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名           印  

  「財務再保険」契約締結届出書 
 「財務再保険」契約を締結いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、別紙のとおり届出いたします。 
 
添付書類 
 １  別紙様式３５の２ 
 ２ 財務再保険の協約書（契約書）の写し及び元受保険会社の将来収支分析表 
 ３ 既に契約している財務再保険がある場合は、当該財務再保険の契約締結届出書 
 

別紙様式 51 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

「財務再保険」契約締結届出書 
 「財務再保険」契約を締結いたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1
項第第11号（又は保険業法第209条第 9号及び保険業法施行規則第166条第 1項第４号）の規定に基づき、
別紙のとおり届出いたします。 
 
添付書類 
１． 別紙様式 51 の２ 
２． 財務再保険の協約書（契約書）の写し及び元受保険会社の将来収支分析表 
３． 既に契約している財務再保険がある場合は、当該財務再保険の契約締結届出書 
４． その他参考となるべき事項を記載した書類 
 

 
(生保) 別紙様式３５の２ 

 財務再保険を行う理由  

 再保険会社名  

 再保険会社の概要（格付けを含む）  

元受会社と再保険会社との間の当
該再保険契約以外の取引 

 

 再保険契約の種類  

 再保険契約締結予定日  

 出再開始予定日  

 再保険期間  

出再する保険種類及び出再割合（元
受会社の保有契約高に占める割合） 

 

出再保険受入手数料（初年度コミッ
ション）の金額 

 

 再保険料の金額（内訳を含む）  

 その他再保険契約の概要  

既に契約している財務再保険の概
要（再保険会社名、再保険契約締結
日、出再保険受入手数料の金額等） 

 

 出再した保険群団の収支見通し 
 （再保険期間分） 

 
 

別紙様式 51 の 2 

 財務再保険を行う理由  

再保険会社名  

再保険会社の概要（格付けを含む）  

元受会社と再保険会社との間の当該
再保険契約以外の取引 

 

再保険契約の種類  

再保険契約締結予定日 年 月 日（ ） 

出再開始予定日 年 月 日（ ） 

再保険期間 年 月 日（ ）～  年 月 日（ ） 

出再する保険種類及び出再割合（元
受会社の保有契約高に占める割合） 

 

出再保険受入手数料（初年度コミッシ
ョン）の金額 

 

再保険料の金額（内訳を含む）  

その他再保険契約の概要  

既に契約している財務再保険の概要
（再保険会社名、再保険契約締結日、
出再保険受入手数料の金額等） 

 

出再した保険群団の収支見通し 
（再保険期間分） 

 

 
 

(生保) 別紙様式３６ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名 
代表者名           印 

「財務再保険」契約中途解約届出書 
 「財務再保険」契約を中途解約いたしたく、保険業法第１２７条の規定に基づき、別紙のとおり届出いたしま

別紙様式 52 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

  「財務再保険」契約中途解約届出書 
 「財務再保険」契約を中途解約いたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条
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す。 
 
添付書類 
 １  別紙様式３６の２ 
 
 
 

第 1項第第 11号（又は保険業法第 209 条第 9号及び保険業法施行規則第 166 条第 1項第 4号）の規定に基
づき、別紙のとおり届出いたします。 
 
添付書類 
１．別紙様式 52 の 2 
２．その他参考となるべき事項を記載した書類                                                     

 

 

(生保) 別紙様式３６の２ 

 中途解約の理由  

 再保険会社名  

 再保険契約の種類  

 再保険契約締結日  

 出再開始日  

 再保険契約の解約予定日  

 出再保険の種類  

 （当初）  
 出再保険群団の規模 

（解約時）  

 清算金の授受の概要  

 
 

別紙様式 52 の 2 

中途解約の理由  

再保険会社名  

再保険契約の種類  

再保険契約締結日 年  月  日（ ） 

出再開始日 年  月  日（ ） 

再保険契約の解約予定日 年  月  日（ ） 

出再保険の種類  

当 初  
出再保険群団の規模 

解 約 時  

清算金の授受の概要   

(生保) 別紙様式 37 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官   殿 
                                    保険会社名（又は外国生命保険会社名） 
                                    代表者名（又は日本における代表者名）     印

劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）届出書 
  劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）をいたしたく、保険業法第１２７条（又は法第２０９
条）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします 

記 

調 達 ( 変 更 ) 理 由  

調 達 ( 変 更 ) 予 定 日            年  月  日 

調達総額 (円貨換算額 )                  （            百万円） 

調 達 先  

調 達 期 間        年 月 日 ～   年 月 日（  年  か月） 

調 達 金 利           ％（変動（連動）又は固定の別を記載） 

調達直前期 調達実行期 調達実行翌期 
(   ／   期) (   ／   期) (   ／   期) ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ･ﾏｰｼﾞﾝ比率の推移 

        ％         ％        ％ 

 劣 後 特 約 付 債 務 永 久 劣 後 特 約 付 債 務 

通 貨 別 円貨建 外貨(  )建 円貨建 外貨(  )建 

本件受入
れ後の残
高 残 高     

そ の 他 参 考 事 項     

 
（注）１．上記事項の順に従って記載すること。 

２．「本件受入れ後の残高」欄は、百万円通貨単位とし、外貨建てについては通貨を明示し、通貨毎に
記載すること。 
３．「本件受入れ後の残高」欄における劣後特約付債務及び永久劣後特約付債務については、借入金

別紙様式 53 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官   殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）届出書 
 劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）をいたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保
険業法施行規則第 85 条第 1 項第 12 号（又は保険業法第 209 条第９号及び保険業法施行規則第 166 条第 1
項第 5号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

調 達 ( 変 更 ) 理 由  

調 達 ( 変 更 ) 予 定 日            年  月  日 

調達総額(円貨換算額)                  （            百万円） 

調 達 先  

調 達 期 間        年 月 日 ～   年 月 日（  年  か月） 

調 達 金 利 ％ 

調達直前期 調達実行期 調達実行翌期 
(   ／   期) (   ／   期) (   ／   期) 

ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ･ﾏｰｼﾞﾝ比率の
推移 

％ ％ ％ 

 劣後特約付債務 永久劣後特約付債務 

通貨別 円貨建 外貨(  )建 円貨建 外貨(  )建 
本件受入れ
後の残高 

残高     

 
添付書類 
その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注） 
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又は社債の別を明記すること。 
 
添付書類 
保険業法施行規則第８５条第３項（又は同規則第１６６条第 2項）に掲げる書類 

 
 

1  調達金利は、変動(連動)又は固定の別についても記載すること。 
2  「本件受入れ後の残高」欄は、百万円通貨単位とし、外貨建てについては通貨を明示し、通貨毎に記載
すること。 
3  「本件受入れ後の残高」欄における劣後特約付債務及び永久劣後特約付債務については、借入金又は
社債の別を明記すること。 

(損保) 別紙様式35 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名（又は外国損害保険会社名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

        劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）届出書 
  劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）をいたしたく、保険業法第１2７条（又は法第
209条）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 調 達 （ 変 更 ） 理 由                

 調達（変更）予定日                          年  月  日 

 調達総額（円貨換算額）                                （            百万円） 

 調 達 先                

 調 達 期 間                      年 月 日 ～   年 月 日（  年  か月） 

 調 達 金 利                         ％（変動（連動）又は固定の別を記載） 

 ｿﾙベﾝｼ ・ーﾏ ジーﾝ比率の推移               
  調達直前期               調達実行期            調達実行翌期        
   （    ／ 期）    （    ／ 期）    （    ／ 期） 
       ％           ％          ％ 

  劣 後 特 約 付 債 務                永久劣後特約付債務               

 通 貨 別         円 貨 建        外貨(   )建  円 貨 建        外貨(   )建 

 
 本件受入れ 
 後の残高      
 

 残 高            

 

 そ の 他 参 考 事 項                   

（注）１．上記事項の順に従って記載すること。 
  ２ ． 「本件受入れ後の残高」欄は、百万円通貨単位とし、外貨建てについては通貨を

明示し、通貨毎に記載すること。 
  ３．「本件受入れ後の残高」欄における劣後特約付債務及び永久劣後特約付債務については、借

入金又は社債の別を明記すること。 
 
添付書類                                      
 保険業法施行規則第８５条第３項（又は同規則第１６６条第2項）に掲げる書類 
 

 

 

(生保) 別紙様式 38 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官   殿 
保険会社名（又は外国生命保険会社名） 
代表者名（又は日本における代表者名）   

劣後特約付金銭消費貸借（社債）の期限前弁済（償還）届出書 
  劣後特約付金銭消費貸借（社債）について期限前弁済（償還）いたしたく、保険業法第１２７条（又は法第
２０９条）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

別紙様式 54 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官   殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

劣後特約付金銭消費貸借（社債）の期限前弁済（償還）届出書 
  劣後特約付金銭消費貸借（社債）について期限前弁済（償還）いたしたく、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号
及び保険業法施行規則第 85 条第 1 項第 13 号（又は保険業法第 209 条第９号及び保険業法施行規則第 166
条第 1 項第 6号）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 
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 期限前返済理由  

 期限前返済予定日     年  月  日（返済期限までの残存期間  年  か月） 

調達総額        円貨換算額                     （百万円） 

調 達 先        

調達期間          年 月 日 ～ 年 月 日（  年  か月） 

期限前返済を行う債
務の概要 

調達金利                  年              ％ 

調達予定日               年  月  日 

調達総額        円貨換算額            （百万円） 

調 達 先        

調達期間          年 月 日 ～ 年 月 日（  年  か月） 

借換えを行う場合の
債務の概要 

調達金利                  年              ％ 

ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ・ﾏｰｼﾞﾝ比率
の推移 

   返済直前期         返済実行期         返済実行翌期        
   （    ／ 期）  （    ／ 期）  （    ／ 期） 
        ％        ％        ％ 
 

 （注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
添付書類 
１．保険業法施行規則第８５条第３項（又は同規則第１６６条第 2項）に掲げる書類 
２．当該債務の「劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）届出書」の写を添付すること。    

 
 

記 

期限前弁済(償還)理由  

期限前弁済(償還)予定
日 

    年  月  日（弁済（償還）期限までの残存期間  年  か月） 

調達総額        円貨換算額                     （百万円） 

調 達 先        

調達期間          年 月 日 ～ 年 月 日（  年  か月） 

期限前弁済(償還)を行
う債務の概要 

調達金利                  年              ％ 

調達予定日               年  月  日 

調達総額        円貨換算額            （百万円） 

調 達 先        

調達期間          年 月 日 ～ 年 月 日（  年  か月） 

借換え等を行う場合の
債務の概要 

調達金利                  年              ％ 

ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ・ﾏｰｼﾞﾝ比率の
推移 

   返済直前期           返済実行期           返済実行翌期        
   （    ／ 期）   （    ／ 期）   （    ／ 期） 
          ％          ％          ％ 

  
添付書類 
１． 当該債務の「劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）届出書」の写し 
２． その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

(損保) 別紙様式36 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名（又は外国損害保険会社名） 
代表者名（又は日本における代表者名）   印 

劣後特約付金銭消費貸借（社債）の期限前弁済（償還）届出書 
  劣後特約付金銭消費貸借（社債）について期限前弁済（償還）いたしたく、保険業法第１２７条（又は
法第２０９条）の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 期限前返済理由  

 期限前返済予定日      年  月  日（返済期限までの残存期間  年  か月） 

 調達総額        円貨換算額                     （百万円） 

 調 達 先        

 調達期間          年 月 日 ～ 年 月 日（  年  か月） 

 
 期限前返済を行う債務の 
 概要 
  調達金利                  年              ％ 

 調達予定日               年  月  日 

 調達総額        円貨換算額            （百万円） 

 調 達 先        

 調達期間          年 月 日 ～ 年 月 日（  年  か月） 

 
 
 借換えを行う場合の債務 
 の概要 
  調達金利                  年              ％ 

 

 ｿﾙﾍ゙ ﾝｼｰ・ﾏｰｼ゙ ﾝ比率の推移 
   返済直前期                返済実行期                返済実行翌期        
   （    ／ 期）   （    ／ 期）    （    ／ 期） 
        ％         ％          ％ 

（注）上記事項の順に従って記載すること。 
 
  添付書類 
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１．保険業法施行規則第８５条第３項（又は同規則第１６６条第2項）に掲げる書類 
２．当該債務の「劣後特約付金銭消費貸借（社債）による借入れ（発行）届出書」の写を添付すること。  

 
(生保) 別紙様式38－２ 

文 書 番 号 
年   月   日 

 金融庁長官        殿                                
保険会社名 
代表者名 

自己株式を取得する場合の届出書 
 自己株式を取得することとなったため、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま
す。 
                     記 

 取得株式数                   百万株（発行済み株式数     百万株） 

 取 得 金 額                   百万円 

 取得方法及び理由           

 実行予定日                 年      月      日（  ） 

 
 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類 
 

別紙様式 55 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険会社名 
代表者名     印 

自己株式を取得する場合の届出書 
 自己株式を取得することとなったため、保険業法第 127 条第 1 項第 8 号及び保険業法施行規則第 85 条第 1
項第 16 号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

取 得 株 式 数          百万株（発行済み株式数     百万株） 

取 得 金 額          百万円 

取 得 方 法 ( 注 )  

取 得 理 由  

取 得 予 定 日        年      月      日（  ） 

 
添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注）特定の者より買い受ける場合はその者の商号、名称又は氏名についても記載すること。 

(損保) 別紙様式36－２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官        殿                                
保険会社名 
代表者名 

自己株式を取得する場合の届出書 
 自己株式を取得することとなったため、保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたしま
す。 
                     記 

 取得株式数                   百万株（発行済み株式数     百万株） 

 取 得 金 額                   百万円 

 取得方法及び理由           

 実行予定日                 年      月      日（  ） 

 
添付書類 
 保険業法施行規則第８５条第３項に掲げる書類  
 
 

 

(生保) 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式３９号 
文 書 番 号 
年   月   日 

 金融庁長官     殿 
保険会社名  
代表者名           印 

 
不祥事件届出書 

別紙様式 56 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官     殿 
保険会社名（又は外国保険会社等名） 
代表者名（又は日本における代表者名）    印 

不 祥 事 件 届 出 書 
保険業法第１２７条第 1項第 8号及び保険業法施行規則第85条第 1項第 17号（又は保険業法第209条第
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保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けします。 

会 社 名          支社名等         

事故者名          職     名  

年      齢       歳  入 社       年  月  学 歴  

事故概要          発生期間        
        年  月 
       ～ 
        年  月 

事故金額                  千円  うち実損見込み           千円 

保険会社等が不祥事
件の発生を知った日 

     年  月  日 
 届出の根拠規定 
 （省令） 

 

法令違反の該当規定
（法律名及び条番号） 
法令に違反しない場
合は違反しない理由 

 

発覚の端緒         

事故の調査・解明の
状況 

 

事故の手口         

事後措置         

問 題 点         

再発防止策         

 事故者      
処分内容        

 関係者      

 
 
 
 
 

9 号及び保険業法施行規則第 166 条第 1 項第 7号）の規定に基づき、下記のとおりお届けします。 

保 険 会 社 名 事故発生支社･支部名等  

代理店名(店主名)
及び委託状況 専属代理店・乗合代理店（代申会社      ）＊丸で囲むこと

事故者の役職名
及び氏名(生年月日
及 び 年 齢 )

（ 年 月 日生    歳） 入社年月日  年  月  日 入社  

法令違反の該当規
定（法令に違反しな
い場合は理由） 

 
届出の根拠 
規定（規則） 

 

保険会社が不祥事

件の発生を知った日
年 月 日（  ） 発 生 期 間 年  月 日  ～  年 月 日

事 故 金 額
（うち実損見込み）

千円（        千円） 

発 覚 の 端 緒
（日付を含めて記載

する） 

 

事 故 の 概 要 

事故の調査・解明
の 状 況

 

事 後 措 置 

事故発生原因の分
析 ･ 問 題 認 識 等

 

再 発 防 止 策 

事 故 者 
処分内容

関 係 者 

備 考  

(損保) 別紙様式４５－１ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名           印

不 祥 事 件 届 出 書                       
  保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けします。 

 店 舗 名           

 事 故 者           

 役 職 名           

 入 社年月日           

 監 督責任者            本社担当部課  

 発 見年月日            発 生 期 間              年  月 日  ～  年 月 日 

 提出の根拠規定          
     （省令） 

 

 法令違反の該当規定 
 （法律名及び条番号） 
 法令に違反しない場合 
 は理由 

 

 発見の 端緒           

 事 故の 概要          
 及 び 経 過          

 

 

添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 

(注)事故の詳細が判明しない、処分内容が決定しない等、後日、やむを得ず届出書の追完をする場合は、備考欄に

当該事故について最初に届け出た日付を記載すること。 
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 契 約者等に          
 対 す る 措 置          

 

事故者及び監督責任
者に対する処分内容 

 

 再 発防止策           

 費 消 金 額           

 備     考  

 
   （注）１．事故発生年月日については「事故の概要及び経過」欄の中で記述する。       
      ２．用紙はＡ４判とする。 
 
 

(損保) 別紙様式４５－２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名           印

不 祥 事 件 届 出 書                       
（損害保険代理店及びその役員又は使用人）   

保険業法第１２７条の規定に基づき、下記のとおりお届けします。 

 店 舗 名           

 代 理 店 名           

 店 主名及び          
 事 故 者 名          

 

 委 託 年月日            委託状況        専属・自社代申・他社代申（  社） 

 提出の根拠規定          
     （省令） 

 
 法令違反の該当規定  
（法律名及び条番号） 
 法令に違反しない場合は理由 

 

 発 見年月日           

 発 生 期 間                  年    月  ～  年   月 

 発 見の 端緒           

 事 故の 概要          
 及びその経過          

 

 事故者に対する処分   廃止（業務廃止届出日          ） 

 費消（流用）金額           

 契約者に対する措置  

 監督責任者名及び監 
 督責任者に対する処分 

 

 
   （注）１．「店主及び事故者名」欄の事故者は店主と異なるときに記載し、法３０２条の役員又は使用人

別に記載する。 
      ２．費消金額については代申会社は全社分の内訳、非代申会社は自社分のみ記載する。ただ

し、非代申会社で無被害の場合には報告は不要とする。 
      ３．用紙はＡ４判とする。   
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(生保) 別紙様式12 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官       殿 
外国保険業者名           
日本における代表者名         印 

外国生命保険業の免許（予備審査）申請書 
 当社は、今般外国生命保険業を行いたく、保険業法第１８５条第１項（及び保険業法施行規則第１１９条
第２項）の規定に基づき、別紙のとおり外国生命保険業の免許（の予備審査）を申請いたします。 
 
（注）添付書類 
 １ 別紙様式１２の２ 
 ２ 保険業法第１８７条第２項に掲げる書類 
  ３ 保険業法第１８７条第３項に掲げる書類 
 ４ 保険業法施行規則第１１８条第１項に掲げる書類 
 ５ 登録免許税納付書 
 

別紙様式 57 
文 書 番 号 
年   月   日 

内閣総理大臣  殿 
（金融庁長官経由） 

外国保険業者名           
代表者名           印 

外国生命保険業（又は外国損害保険業）の免許申請書 
 当社は、今般外国生命保険業（又は外国損害保険業）を行いたく、保険業法第１８５条第１項の規定に基づ
き、別紙のとおり外国生命保険業（又は外国損害保険業）の免許を申請いたします。 
 
添付書類 

1. 別紙様式 57 の２ 
2. 当該外国保険業者の保険業の開始又は当該外国保険業者に係る法人の設立が適法に行われたこ

と及び当該免許を受けて行おうとする日本における保険業と同種類の保険業を本国において適法に
行っていることを証する本国の権限のある機関の証明書 

3. 保険業法第 187 条第 3項に掲げる書類 
(1) 定款又はこれに準ずる書類  
(2) 日本における事業の方法書  
(3) 日本において締結する保険契約の普通保険約款  
(4) 日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書 
4.  保険業法施行規則第 118 条第 1 項に掲げる書類 
(1) 理由書  
(2) 事業計画書  
(3) 本店又は主たる事務所において作成した最終の財産目録、貸借対照表、損益計算書及び利益若
しくは剰余金の処分又は損失の処理に関する書面  

(4) 日本における代表者の履歴書及び代表権を証する書面  
(5) 免許を申請する外国保険業者を子会社とする者の商号、名称又は氏名及びその保有する議決権
の数を記載した書面  

(6) その他参考となるべき事項を記載した書類 
5. 登録免許税納付書 
6. 組織図 

 
 

(生保) 別紙様式12の２ 
 

 国 名  

 氏名又は商号若しくは名称  

 住所又は本店若しくは主たる事務所 
 の所在地 

 

 生命保険業の開始又は設立年月日  

 日本における代表者の氏名及び住所  

 受けようとする免許の種類  

 日本における主たる店舗  

  業績予想 

設立当該期 翌期 翌々期 

  主 
 要 
 勘 
 定 

 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 

   

別紙様式57の２ 
（外国生命保険業） 

本 国 の 国 名  

氏 名 又 は 商 号 若 し く は 名 称  

住 所 又 は 本 店 若 し く は
主 た る 事 務 所 の 所 在 地

 

保 険 業 の 開 始 又 は 設 立 の 日  

日本における代表者の氏名及び住所  

受 け よ う と す る 免 許 の 種 類  

日 本 に お け る 主 た る 店 舗  

 
 業績予想 

設立当該期 翌期 翌々期 

 主
要
勘
定

 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
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  資 
 本 
 勘 
 定 

 持込資本金 
 供託金 
 ・・・ 
 ・・・ 

   

 収 
 支 
 見 
 込 

 経常収益 
 ・・・ 
 経常費用 
 ・・・ 
 経常利益 
 当期利益 

   

 主 
 要 
 利 
 回 

 ・・・ 
 ・・・ 
 一般勘定資産利回り 
 総資産利回り 

   

 

 経 
 営 
 諸 
 指 
 標 
 
（ ％ ） 

 配当率 
 ソルベンシー 
   マージン比率 
 ・・・・・ 

 

 従業員の数            名 

 組織図  

 
  （注）上記事項の順に従って記載すること。 
 

資
本
勘
定 

 持込資本金 
 供託金 
 ・・・ 
 ・・・ 
 

   

収
支
見
込 

 経常収益 
 ・・・ 
 経常費用 
 ・・・ 
 経常利益 
 当期純利益 

   

 

主
要
利
回 

 ・・・ 
 ・・・ 
 一般勘定資産利回り 
 総資産利回り 

   

 

経
営
諸
指
標 

(%) 

 配当率 
 ソルベンシーマージン比率 
 ・・・・・ 

 

 従 業 員 の 数             

 
 

  (外国損害保険業)  

本 国 の 国 名  

氏 名 又 は 商 号 若 し く は 名 称  

住 所 又 は 本 店 若 し く は 
主 た る 事 務 所 の 所 在 地 

 

保 険 業 の 開 始 又 は 設 立 の 日  

日本における代表者の氏名及び住所  

受 け よ う と す る 免 許 の 種 類  

日 本 に お け る 主 た る 店 舗  

業績予想 

 設立当該期 翌期 翌々期 

主
要
勘
定 

・・・ 
・・・ 
・・・ 
・・・ 

   

資
本
勘
定 

持込資本金 
供託金 
・・・ 
・・・ 

   

 

収
支
見
込 

経常収益 
・・・ 
経常費用 
・・・ 
経常利益 
当期純利益 
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主
要
利
回 

・・・ 
・・・ 
運用資産利回り 
総資産利回り 
 

   

 

経
営
諸
指
標 

％ 

配当率 
資本金利益率 
損害率 
事業費率 
・・・・・ 
ソルベンシーマージン比率 
・・・・・ 

 

従 業 員 の 数  

 
 

(損保) 別紙様式12（日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款、日本におい
て締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
外国保険会社等名 
日本における代表者名    印

 
日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに 
日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の 

一部変更認可申請書 
 

 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに日本において締結
する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法第 207条におい
て準用する同法第123条第１項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 

○ 
 (注) 添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 日本における事業の方法書の一部変更に関する事項 
   ３ 日本において締結する保険契約の普通保険約款の一部変更に関する事項 
   ４ 日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の一部変更に関す

る事項 
   ５ 事業計画書 
 
  (注) 上記２以下の書類は申請の内容に応じて添付すること。 
 
 

別紙様式 58 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
外国保険会社等名 
日本における代表者名   印 

 
日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに日本に
おいて締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更認可申請書 
 

 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに日本において締結する
保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法第 207 条において準用
する同法第 123 条第１項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
 
  添付書類 
1. 理由書 
2. 日本における事業の方法書の変更に関する事項を記載した書類 
3. 日本において締結する保険契約の普通保険約款の変更に関する事項を記載した書類 
4. 日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更に関する事項を

記載した書類 
5. その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
  (注) 上記２以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。  
 

 

(損保) 別紙様式19（日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款、日本におい
て締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿 
外国保険会社等名 
日本における代表者名    印
 

別紙様式 59 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
外国保険会社等名 
日本における代表者名   印 

 
日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに日
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日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに 
日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書 

の一部変更届出書 
 

 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに日本において締結
する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法第 207条におい
て準用する同法第 123条第２項の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 

○ 
 (注) 添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 日本における事業の方法書の一部変更に関する事項 
   ３ 日本において締結する保険契約の普通保険約款の一部変更に関する事項 
   ４ 日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の一部変更に関す

る事項 
   ５ 事業計画書 
 
 (注) 上記２以下の書類は申請の内容に応じて添付すること。 
 
 

本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更届出書 
 

 日本における事業の方法書、日本において締結する保険契約の普通保険約款並びに日本において締結する
保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更をいたしたく、保険業法第 207 条において準用
する同法第 123 条第 2 項の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 
 
  添付書類 
1. 理由書 
2. 日本における事業の方法書の変更に関する事項を記載した書類 
3. 日本において締結する保険契約の普通保険約款の変更に関する事項を記載した書類 
4. 日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更に関する事項を

記載した書類 
5. その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
  (注) 上記２以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。  
 

 

 （新設） 
 

別紙様式 60 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
外国保険業者名 
代表者名           印 

外国保険業者の駐在員事務所等設置届出書 
 保険業に関する情報の収集又は提供その他保険業に関連を有する業務を行うため、日本国内に駐在員事務
所その他の施設を設置することについて、保険業法第218条第1項及び保険業法施行規則第178条の規定に
基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

商 号 、 名 称 又 は 氏 名  

本店若しくは主たる事務所
の 所 在 地 又 は 住 所

 

業 務 の 内 容  

支 店 、 従 た る 支 店
そ の 他 の 施 設 の 数

 

資本の額若しくは出資の
総額又は基金の総額

 

外
国
保
険
業
者
の
概
要 

代表権を有する役員の
役 職 名 及 び 氏 名

 

名 称  

所 在 地  

当該施設における責任者
の 氏 名 及 び 住 所

 

設 置 し よ う と す る 理由
 
 

業 務 の 内 容
 
 

日
本
国
内
に
設
置
し
よ
う

と
す
る
駐
在
員
事
務
所
そ

の

他

の

施

設

の

概

要 設置しようとする年月日 年  月  日（  ） 
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 （新設） 
 

別紙様式 61 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
外国保険業者名 
代表者名            印

外国保険業者の駐在員事務所等廃止届出書 
 保険業に関する情報の収集又は提供その他保険業に関連を有する業務を行うために日本国内に設置した駐
在員事務所その他の施設を廃止したので、保険業法第 218 条第 1 項 2 号の規定に基づき、下記のとおりお届
けいたします。 

記 

商 号 、 名 称 又 は 氏 名
 
 

外

国

保

険

業

者

の
概
要 本店若しくは主たる事務所

の 所 在 地 又 は 住 所
 

名 称  

所 在 地  

当該施設における責任者
の 氏 名 及 び 住 所

 

廃
止
し
た
駐

在
員
事
務
所

そ
の
他
の
施

設

の

概

要 廃 止 年 月 日 年  月  日（  ） 

 
 

 （新設） 
  
 

別紙様式 62 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
外国保険業者名 
代表者名            印

外国保険業者の駐在員事務所等の保険業に関する情報の収集又は提供 
その他保険業に関連を有する業務の廃止届出書 

 日本国内に設置した駐在員事務所その他の施設において行う保険業に関する情報の収集又は提供その他
保険業に関連を有する業務を廃止したので、保険業法第218条第1項第3号の規定に基づき、下記のとおりお
届けいたします。 

記 

商 号 、 名 称 又 は 氏 名 
 
 

外

国

保

険

業

者

の
概
要 本店若しくは主たる事務所 

の 所 在 地 又 は 住 所 
 

名 称 
 
 

所 在 地  

当該施設における責任者 
の 氏 名 及 び 住 所 

 

保
険
業
に
関
す

る
情
報
の
収
集

等
の
業
務
を
廃

止
し
た
駐
在
員

事
務
所
そ
の
他

の
施
設
の
概
要 廃 止 年 月 日 年  月  日（  ） 
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 (新設) 別紙様式 63 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
外国保険業者名 
代表者名            印

  外国保険業者の駐在員事務所等変更届出書 
 保険業法第 218 条第 1項第 1号の規定に基づき届け出た事項について変更したので、保険業法第 218 条第
1 項及び保険業法施行規則第 178 条の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

名 称  

所 在 地  

設 置 年 月 日  

変 更 前
 
 

変
更 

事
項 

変 更 後
 
 

変 更 し た 日 年  月  日（  ） 

 
 

(損保) 別紙様式13（引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保険
契約に係る普通保険約款、引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備
金の算出方法書の変更） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿  
免許特定法人名 
日本における代表者名  印  

引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する       
保険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に係る 

保険料及び責任準備金の算出方法書の一部変更認可申請書 
 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保険契約に係る
普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方
法書の変更をいたしたく、保険業法第 225条第１項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。
 

○ 
 (注) 添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書の一部変更に関する事項 
   ３ 引受社員が日本において締結する保険契約に係る普通保険約款の一部変更に関する事項 
   ４ 引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の一部

変更に関する事項 
   ５ 事業計画書 
 
  (注) 上記２以下の書類は申請の内容に応じて添付すること。 
 
 

別紙様式 64 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
免許特定法人名 
日本における代表者名   印 

引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結す
る保険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に

係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更認可申請書 
 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保険契約に係る普通
保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の
変更をいたしたく、保険業法第 225 条第１項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
  
 添付書類 
１ 理由書 
２ 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書の変更に関する事項を記載した書類 
３ 引受社員が日本において締結する保険契約に係る普通保険約款の変更に関する事項を記載した書類 
４ 引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更に関す
る事項を記載した書類 
５ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 (注) 上記 2 以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。 
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(損保) 別紙様式20（引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保険
契約に係る普通保険約款、引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備
金の算出方法書の変更） 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官○○○○殿  
免許特定法人名 
日本における代表者名    印

引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する       
保険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に係る 

保険料及び責任準備金の算出方法書の一部変更届出書 
 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保険契約に係る
普通保険約款並びに  引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算
出方法書の変更をいたしたく、保険業法第 225条第２項の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。
 

○ 
 (注) 添付書類 
   １ 理由書 
   ２ 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書の一部変更に関する事項 
   ３ 引受社員が日本において締結する保険契約に係る普通保険約款の一部変更に関する事項 
   ４ 引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の一部

変更に関する事項 
   ５ 事業計画書 
 
  (注) 上記２以下の書類は申請の内容に応じて添付すること。 

別紙様式 65 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
免許特定法人名 
日本における代表者名   印 

引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結す
る保険契約に係る普通保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に

係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更届出書 
 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書、引受社員が日本において締結する保険契約に係る普通
保険約款並びに引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の
変更をいたしたく、保険業法第 225 条第 2 項の規定に基づき、別紙のとおりお届けいたします。 
                                                       
 添付書類 
１ 理由書 
２ 引受社員の日本における事業に係る事業の方法書の変更に関する事項を記載した書類 
３ 引受社員が日本において締結する保険契約に係る普通保険約款の変更に関する事項を記載した書類 
４ 引受社員が日本において締結する保険契約に係る保険料及び責任準備金の算出方法書の変更に関す
る事項を記載した書類 
５ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 

  (注) 上記２以下の書類は、申請の内容に応じて添付すること。 
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（損保） 別紙様式３７                                                                 （日本工業規格Ａ４）
 保険業法施行規則第２１３条第１号に基づきお届けいたします。 

代表者又は管理人（別表） 

 登録番号            代理申請会社名           

 商号・名称        
 又は氏名        

 

 

  ※筆頭者は除く 

代表者又は 
管理人氏名 

生 年 月 日 
性     別 
(該当に○印) 

代表者又は 
管理人氏名 

生 年 月 日
性     別
(該当に○印)

   年 月 日 男 ・ 女    年 月 日 男 ・ 女 

   年 月 日 男 ・ 女    年 月 日 男 ・ 女 

   年 月 日 男 ・ 女    年 月 日 男 ・ 女 

   年 月 日 男 ・ 女    年 月 日 男 ・ 女 

 
  

別紙様式66 
代表者又は管理人（別表） 

 登録番号            代理申請会社名          

 商号・名称       又は氏名        

 

  ※筆頭者は除く 

代表者又は 
管理人氏名 

生 年 月 日
性     別 
(該当に○印) 

代表者又は 
管理人氏名 

生 年 月 日
性     別
(該当に○印)

   年 月 日 男 ・ 女    年 月 日 男 ・ 女 

   年 月 日 男 ・ 女    年 月 日 男 ・ 女 

   年 月 日 男 ・ 女    年 月 日 男 ・ 女 

   年 月 日 男 ・ 女    年 月 日 男 ・ 女 

（注）法人代理店の登録申請に際して、代表者が複数いる場合のみ、登録申請書に添付すること。 
 
 

（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第４１号 
保険業法施行規則第２１３条の規定に基づく法人代理店 
の役員の氏名及び住所を記載した書面 

 

代理店名 
 

 
枚
数 

 
 
 

 

役  員  氏  名 役       員       住       所 

  

  

  

  

 
 

別紙様式 67 
保険業法第 277 条第２項第 2号の規定に基づく 
法人代理店の役員の氏名及び住所を記載した書面 

 

商号又は名称 
 

 
枚
数 

 
 
 

 

役  員  氏  名 役       員       住       所 

  

  

  

  

 
 

（損保） 別紙様式３８                                                              （日本工業規格Ａ４） 
役員氏名・住所一覧 

                                                                                  年  月  日 
財務(支)局長殿 

商号又は名称 
氏    名              印 

                                     (法人等の場合は､代表者又は管理人の氏名)
 保険業法第２７７条第２項第２号に基づきお届けいたします。 

  役 員 氏 名             住                     所 

  

  

  

  

 
 

 

（生保） 別紙様式第４４号 
                      平成   年   月   日

   生命保険          会 社 
    支 社 長 殿 

別紙様式 68 
年    月    日 

   生命保険          会 社 
    支 社 長 殿 
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財務（支）局（事務所等）長                
 

                   平成  年  月  日分 
 

生 命 保 険 募 集 人 登 録 済 通 知 書                              
 

生命保険募集人登録済件数                          件 
                                               
別紙の代理申請にかかる生命保険募集人は、保険業法第２７８条第１項の規定により、下記の日付をもっ
て生命保険募集人登録簿に登録されたので、同条第２項の規定により通知する。 
 

登 録 日 平成  年  月  日 
  
 

財務（支）局（事務所等）長                          印 
 

                    年  月  日分 
 

生 命 保 険 募 集 人 登 録 済 通 知 書                              
 

生命保険募集人登録済件数                          件 
                                               
別紙の代理申請に係る生命保険募集人は、保険業法第２７８条第１項の規定に基づき、下記の日付をもって

生命保険募集人登録簿に登録したので、同条第２項の規定に基づき通知する。 
 

登 録 日     年  月  日 
  
 

(損保 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(損保) 

別紙様式４１                                                          （日本工業規格Ａ４）
                                                                               号 
                                                                       年  月  日 
 代理申請会社 御中 

                     財務(支)局長       印 
損害保険代理店の登録済通知書 

    年 月 日付で申請のあった損害保険代理店の登録については、保険業法２７８条第２項の規定によ
り別紙明細表のとおり登録したので通知する。 
 
 
別紙様式４２                                                                         （日本工業規格Ａ４）

損害保険代理店登録明細表 
保険業法第２７８条第２項の規定により、登録したので通知する。 

                  

   登 録 日 

 

 

登録番号       備   考 登録番号       備   考 

    

    

    

    

 
 

別紙

別紙

様式 69 
文 書 番 号 
年   月   日 

 代理申請会社 御中 
                     財務(支)局長       印 

損害保険代理店登録済通知書 
    年 月 日付で申請のあった損害保険代理店の登録については、保険業法２７８条第１項の規定に基
づき別紙損害保険代理店登録明細表のとおり登録したので、同条第２項の規定に基づき通知する。 
 
 
様式69の2 

損害保険代理店登録明細表 

   登 録 日 

 

 

登録番号       備   考 登録番号       備   考 

    

    

    

    

 
 

（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第４５号 
文 書 番 号 
年  月  日 

              殿 
                         財務（支）局長        
登録の拒否について 

    年  月  日付で申請のあった登録の申請については、保険業法第２７９条の規定に基づき、登
録を拒否したので、通知します。 
 なお、この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日
以内に金融庁長官に対して行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）に基づく審査請求をすることが
できます。 

別紙様式70 
文 書 番 号 
年   月   日 

              殿 
                         財務（支）局長   印     
登録の拒否について 

    年  月  日付で申請のあった生命保険募集人(又は損害保険代理店)の登録については、保険業
法第２７９条の規定に基づき、登録を拒否したので、通知します。 
 なお、この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以
内に金融庁長官に対して行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）に基づく審査請求をすることができま
す。 
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（損保） 

記 
拒否理由 

 
                                                                                     

 別紙様式４３                                                                     （日本工業規格Ａ４） 
                                                                                               号 

年   月   日 
 

殿  
                                                   財務(支)局長        印 

登録の拒否について 
    年  月  日付で申請のあった登録の申請については、保険業法第２７９条の規定に基づき拒否した
ので、通知する。 
 なお、この処分について不服があるときには、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日
以内に金融庁長官に対して行政不服審査法(昭和37年法律第160号）に基づく審査請求をすることができま
す。 

記 
 拒 否 理 由         ：   
 

 

記 
拒否理由 

 
 

（生保） 別紙様式第４０号 
年  月  日 

       財務（支）局長 殿 
     生命保険   会社  
支社               
支社長              印 

代 申 支 社 の 届 出 書                   
保険業法第２８４条の規定に基づき、代申支社の届出を行ないたく、下記のとおりお届けします。 

届出事由発生年月日         年   月   日 

届 出 事 由          
・新      設  ・支社長名変更                ・担当する代申支社の変更        
・閉      鎖  ・所在地・電話番号変更         ・その他     
・支社名称変更      ・事務担当者名変更             内容を備考欄に記入する        

代申支社名及び支社コード 
（生保母店  □ ） 

    

支 社 長 名           

所在地及び電話番号 
  

             ℡     （     ） 

事務担当者名及び印   

備     考  

生 
保 
母 
店 
記 
入 
欄 

担 当す る        
代申支社名        
及び支社ｺｰド        

    

 
 

別紙様式 71 
年   月   日 

       財務（支）局長 殿 
     生命保険   会社  
支社               
支社長              印 

代 申 支 社 の 届 出 書                   
保険業法第２８４条の規定に基づき、代申支社の届出を行ないます。 

届出事由発生年月日         年   月   日 

届 出 事 由          
・新      設  ・支社長名変更                ・担当する代申支社の変更        
・閉      鎖  ・所在地・電話番号変更         ・その他     
・支社名称変更      ・事務担当者名変更             内容を備考欄に記入する        

代申支社名及び支社コード
（生保母店  □ ） 

    

支 社 長 名           

所在地及び電話番号 
  

             ℡     （     ） 

事務担当者名及び印   

備     考  

生
保
母
店
記
入
欄

担当する        
代申支社名        
及び支社ｺｰド        

    

 
 

（生保） 別紙様式第４２号 
平成  年  月  日

別紙様式 72 
年   月   日 
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財務（支）局長殿              
生命保険          会 社  
支社長              印 

生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更・廃業等代理届出書 
  
保険業法第２８４条の規定に基づき、生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更・廃業等代理届出
書を下記のとおりお届けします。 
 

      生命保険募集人登録代理申請                            件 

別紙の当社所属の生命保険募集人の代理人として保険業法第２７７条第１項の規定により登録を申
請します。なお、あわせて当社所属の生命保険募集人であることを証明します。   

    登 録 事 項変更代理届出                            件 

別紙の当社所属の生命保険募集人が登録事項を変更しましたので、これらの者の代理人として保
険業法第２８０条第１項の規定によりお届けします。なお、あわせて当社所属の生命保険募集人であ
ることを証明します。 

   廃 業 等 代 理 届 出                             件 

別紙の当社所属の生命保険募集人が生命保険の募集業務を廃止することになりましたので、保険
業法第２８０条第１項に定められた者の代理人としてお届けします。 
 

財務（支）局長殿              
生命保険          会 社  
支社長              印 

生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更・廃業等代理届出書 
  
保険業法第２８４条の規定に基づき、生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更・廃業等代理届出書
を下記のとおりお届けします。 
 

     生命保険募集人登録代理申請                            件 

別紙の当社所属の生命保険募集人の代理人として保険業法第２７７条第１項の規定により登録を申請
します。なお、あわせて当社所属の生命保険募集人であることを証明します。   

    登 録 事 項変更代理届出                            件 

別紙の当社所属の生命保険募集人が登録事項を変更しましたので、これらの者の代理人として保険業
法第２８０条第１項の規定によりお届けします。なお、あわせて当社所属の生命保険募集人であること
を証明します。 

   廃 業 等 代 理 届 出                             件 

別紙の当社所属の生命保険募集人が生命保険の募集業務を廃止することになりましたので、保険業
法第２８０条第１項に定められた者の代理人としてお届けします。 
 

 
（生保） 別紙様式第４３号    

生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更・廃業等代理届出書別紙                                            
                               年   月   日

会社・支社名  
                               

 区分   登 録  変 更  廃業等 
  ／ 
  枚 

登録番号 商号、名称又は氏名 職種区分 変更事項 変更又は廃業等の内容と日付 

  
営 個 個使 
内 法 法使 

 氏名  その他 
 (      ) 

 新 
              月  日 
 旧 

  
営 個 個使 
内 法 法使 

 氏名  その他 
 (      ) 

 新 
              月  日 
 旧 

 
 

別紙様式 73 
生命保険募集人登録代理申請書（兼）登録事項変更・廃業等代理届出書別紙                                            

年  月  日 

会社・支社名  
                              

 区分   登 録  変 更  廃業等 
  ／  
 枚 

登録番号 商号、名称又は氏名 職種区分 変更事項 変更又は廃業等の内容と日付 

  
営 個 個使
内 法 法使

 氏名  その他 
 (      ) 

 新 
              月  日 
 旧 

  
営 個 個使
内 法 法使

 氏名  その他 
 (      ) 

 新 
              月  日 
 旧 

 
 

(損保) 別紙様式３９                                                          （日本工業規格Ａ４） 
損害保険代理店代理申請書 

                                              年   月  日 
         財務（支）局長殿 

                   （保険会社名） 
                   （部支店長名）      印 

 下記の登録関係書類を保険業法第２８４条に基づきお届けいたします。 
（なお、下記登録申請者は、当社所属の損害保険代理店であることを証明します。） 

  書類区分 
  

   

該当する文字 
を○で囲む  

 新規登録・登録事項変更届出書・廃業等届出書                        
 保険募集に従事する役員・使用人届出書（新規・その他）                              

 

                                                  合計    件 

別紙様式74                                                          
損害保険代理店代理申請書 

年   月   日 
         財務（支）局長 殿 

                   保険会社名 
                   部支店長名      印 

下記の登録関係書類を保険業法第２８４条に基づきお届けいたします。 
なお、下記登録申請者は、当社所属の損害保険代理店であることを証明します。 

  書類区分 
  

 

該当する文字
を○で囲む  

 新規登録・登録事項変更届出書・廃業等届出書                        
 保険募集に従事する役員・使用人届出書（新規・その他）                              

 

                                                  合計    件 
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 委託契約番号又は登録番号                 備    考  委託契約番号又は登録番号                 備    考 

    

    

    

    

 

  特例的措置          退 ・ 全 ・ 継 ・ 府  登録希望日             年  月  日 

 
 

 委託契約番号又は登録番号                 備    考  委託契約番号又は登録番号                 備    考 

    

    

    

    

 

 

  特例的措置          退 ・ 全 ・ 継 ・ 府  登録希望日             年  月  日  

 
 

（損保） 別紙様式４０                                                                        （日本工業規格Ａ４） 
年  月  日 

損害保険登録代理店関係書類送付案内                      

 １  新規登録書類（登録申請書、代表者又は管理人（別表）） 

 ２  登録事項変更届出書 

 ３  廃業等届出書 

 ４  保険募集に従事する役員・使用人に係る届出書（新規） 

 

 ５  保険募集に従事する役員・使用人に係る届出書（その他） 

 （注）該当する番号を○で囲む。   
 

  

別紙様式75 
年   月   日 

損害保険代理店登録関係書類送付案内                       

 １  新規登録書類（登録申請書、代表者又は管理人（別表）） 

 ２  登録事項変更届出書 

 ３  廃業等届出書 

 ４  保険募集に従事する役員・使用人に係る届出書（新規） 

 

 ５  保険募集に従事する役員・使用人に係る届出書（その他） 

 （注）該当する番号を○で囲む。   

（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(損保) 

別紙様式第４６号 
文 書 番 号 
年  月  日 

      生命保険  会社 
      支社長 殿 

財務（支）局長         
登録の抹消について 

 標記について、法第３０８条第１項第１号の規定に基づき、下記生命保険募集人の登録を抹消し
たので、同条第２項の規定に基づき通知する。 

記 
登 録 番 号 ：             
商号、名称又は氏名：             
登録抹消年月日：             
 
                                                                                     

別紙様式４４                                                                        （日本工業規格Ａ４） 
                                                                                           号 

                                                                                    年  月  日 
     損害保険会社 
       支店長 殿  
                                                財務(支)局長          印 

登録の抹消について 
 標記について、保険業法第３０８条第１項第１号の規定に基づき、下記損害保険代理店の登
録を抹消したので、同条第２項の規定に基づき通知する。 

記 
 登 録 番 号         ： 
 商号、名称又は氏名：  
 登録抹消年月日         ： 
 

別紙様式76 
文 書 番 号 
年   月   日 

       殿 
                      
財務（支）局長        印  

登録の抹消について 
 標記について、保険業法第３０８条第１項第１号の規定に基づき、下記生命保険募集人（又は損害
保険代理店）の登録を抹消したので、同条第２項の規定に基づき通知する。 

記 
登 録 番 号 ：             
商号、名称又は氏名：             
登録抹消年月日：             
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（生保） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第４７号 
   （保険業法施行規則 別紙様式第１３号（第１１７条関係）） 

           日本に支店等を設けない外国保険業者に対する 
           生命保険契約の申込みの許可申請書 
                                                              年 月 日           
      金融再生委員会  殿 

                    商号又は名称 
                    氏名                印 

                                         （法人等にあっては、代表者の氏名） 
保険業法第１８６条第２項及び同法施行規則第１１７条の規定により、下記の                                       内容の生命保険契約の申込
みの許可を申請します。 

記 
  １ 保険契約の種類及び名称 
  ２ 外国保険業者 
   (1) 氏名又は商号若しくは名称及び代表者の氏名 
   (2) 住所又は本店若しくは主たる事務所の所在地 
   (3) 組織 
   (4) 国籍 
  ３ 保険契約者 
   (1) 氏名又は商号若しくは名称及び代表者の氏名 
   (2) 住所又は本店若しくは主たる事務所の所在地 
   (3) 国籍 
   (4) 職業又は事業の目的 
  ４ 被保険者 
   (1) 氏名、年齢及び性別 
   (2) 住所 
   (3) 国籍 
   (4) 職業 
  ５ 保険金その他の給付金の受取人 
   (1) 氏名又は商号若しくは名称及び代表者の氏名 
   (2) 住所又は本店若しくは主たる事務所の所在地 
   (3) 国籍 
   (4) 職業又は事業の目的 
   (5) 保険契約者との続柄 
  ６ 保険金その他の給付金の額 
  ７ 保険期間 
  ８ 保険料の払込方法及び払込期間 
  ９ 保険料 
  10 保険金その他の給付金の支払事由及びその給付の内容 
  11 免責事由、契約無効の原因、契約の全部又は一部の解除の原因及び当該解除の場合にお 
   ける当事者の有する権利及び義務 
  12 契約者配当等の有無及びその内容 
  13 特約の名称及びその内容 
  14 日本に支店等を設けない外国保険業者との契約の有無及びその概要 
  15 その他参考事項 

（備考） 
 １ 保険契約者、保険金その他の給付金の受取人が外国人又は外国法人であって、日本に居所又は
事務所を有する場合には、そのうち主たるものを付記すること。 

２ 保険金その他の給付金の額及び保険料は、いずれの国の通貨による表示であるかを明記し、外

(削除) 
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貨表示である場合にはその邦貨換算額を、また、外貨表示であっても保険金その他の給付金が邦
貨で支払われる場合又は邦貨表示であっても保険金その他の給付金が外貨で支払われる場合に
は、その旨をそれぞれ付記すること。 

 ３ 保険金その他の給付金の受取人が二人以上ある場合には、各人の受取る保険金その他の給付
金の種類及び金額を記入すること。                

 
 

(損保) 別紙様式21（非社員契約の収支状況書） 
文書番号  
年 月 日 

金融庁長官○○○○殿 
保険会社名 
代表者名      印 

非社員契約の収支状況書 

区 分              Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

  保 険 引 受 収 益              （＋） 円 円 円

   正 味収入保険料                 

   収 入積立保険料                 

   積立保険料等運用益                 

   支 払備金戻入額                 

   責任準備金戻入額                 

   為 替 差 益                 

   その他保険引受収益                 

  保 険 引 受 費 用              （－）    

   正 味支払保険金                 

   損 害 調 査 費                 

   諸手数料及び集金費                 

   満 期 返 戻 金                 

   支 払備金繰入額                 

   責任準備金繰入額                 

   為 替 差 損                 

   その他保険引受費用                 

  営業費及び一般管理費              （－）    

  そ の 他 収 支              （＋）    

  保 険 引 受 利 益                  

 
（注）区分は以下にしたがって記載すること。 
  Ⅰ 自動車損害賠償責任保険、地震保険及び原子力保険の保険契約 
  Ⅱ 上記Ⅰを除く保険種類に係る受再保険契約 
  Ⅲ 上記Ⅰ及びⅡ以外の保険契約 
 

(削除) 
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(新設) ２．保険持株会社関係 
 
(新設) 別紙

 
様式１ 

文 書 番 号 
年   月   日 

内閣総理大臣   殿 
（金融庁長官経由） 

商号、名称又は氏名 
代表者名              印 

保険持株会社に係る認可申請書 
保険会社を子会社とする持株会社となること（又は持株会社を設立すること）について、保険業法第271条の
１８第 1 項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請します。 
 
添付書類 
１．理由書  
２． 申請者又は認可を受けて設立される会社（以下、｢設立会社｣という。）に関する次に掲げる書類 
◎ 保険会社を子会社とする持株会社となろうとする場合は、申請者に関する次に掲げる書類 
① 定款 
② 会社登記簿の謄本 
③ 取締役及び監査役（委員会等設置会社にあっては、取締役及び執行役）の履歴書 
④ 主要な株主の商号、名称又は氏名及びその保有する議決権の数を記載した書面 
⑤ 本件認可に係る保険業法第 271 条の 18 第 1 項各号に掲げる取引又は行為が株主総会又は取締役会
の決議を要するものである場合には、これに関する株主総会の議事録又は取締役会の議事録 

⑥ 主たる事務所の所在地を記載した書類 
⑦ 業務の内容を記載した書類 
⑧ 最終の貸借対照表、損益計算書及び利益の処分又は損失の処理に関する書面その他当該会社の最近
における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書面 

⑨ 申請者が行う子会社（子会社となる会社を含む。以下同じ。）の経営管理に係る体制を記載した書類 
⑩ 保険会社の業務に関する知識及び経験を有する従業員の確保の状況を記載した書類 
◎ 保険会社を子会社とする持株会社を設立する場合は、設立会社に関する次に掲げる書類 
① 定款 
② 取締役及び監査役（委員会等設置会社にあっては、取締役及び執行役）の履歴書 
③ 主要な株主の商号、名称又は氏名及びその保有する議決権の数を記載した書面 
④ 当該設立が創立総会の決議を要するものである場合には、これに関する創立総会の議事録（当該設立
会社が株式移転、合併又は分割により設立される場合にあっては、これに関する株主総会の議事録（当
該設立会社が商法第 374 条ノ 6 第 1 項 （簡易な新設分割手続の要件）の規定により分割計画書につい
て株主総会の承認を得ないで設立される場合には、これに関する取締役会の議事録）） 

⑤ 主たる事務所の所在地を記載した書類 
⑥ 業務の内容を記載した書類 
⑦ 資本の額その他の当該設立後における財産の状況を知ることができる書類 
⑧ 当該設立会社が行う子会社の経営管理に係る体制を記載した書類 
⑨ 保険会社の業務に関する知識及び経験を有する従業員の確保の状況を記載した書類 

３． 申請者（又は設立会社）の子会社に関する次に掲げる書類 
① 商号又は名称及び主たる営業所又は事務所の所在地を記載した書類 
② 役員の役職名及び氏名を記載した書類 
③ 業務の内容を記載した書類 
④ 最終の貸借対照表、損益計算書及び利益の処分又は損失の処理に関する書面その他当該会社の最近
における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書面 

４． 本件認可後五営業年度における申請者（又は設立会社）及びその子会社の収支の見込みを記載した書類 
５． その他参考となるべき事項を記載した書類  
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(新設) 別紙
 

様式２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険持株会社名 
代表者名            印 

子会社に係る承認申請書 
保険業法第 271 条の 22 第 1 項各号に掲げる会社以外の会社を子会社とすることについて、同項の規定に基

づき、別紙のとおり承認を申請します。 
 
添付書類 
１ 別紙様式２の２ 
2 申請者及びその子会社に関する次に掲げる書類  
(1)  申請者及びその子会社につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算書及び剰余金計算書そ
の他これらの会社の最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

(2) 本件承認後における申請者及びその子会社等（子会社となる会社を含む。）の収支の見込みを記載した
書類 

(３) 株式交換により子会社対象保険会社等を子会社とする場合には、次に掲げる書類 
① 株主総会の議事録 
② 株式交換契約書 
③ 株式交換費用を記載した書類 

３ 子会社となる会社の最終の貸借対照表、損益計算書及び利益の処分又は損失の処理に関する書面その
他最近における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書類 

４ 子会社となる会社の組織図 
５ その他参考となるべき事項を記載した書類  
 

 
（新設） 
 

別紙様式２の２ 

商 号 又 は 名 称  

資 本 の 額

取締役及び監査役の役
職名及び氏名  (注１)

 

主たる営業所又は事務
所 の 位 置

 

従たる営業所の所在地  

業 務 の 内 容

役 員 及 び
従 業 員 の 数

 

子
会
社
と
す
る
会
社
の
概
要 

主 要 株 主 等 の 構 成
 Ａ社       個（総株主の議決権に対する割合    ％） 
 Ｂ社       個（総株主の議決権に対する割合    ％） 
 Ｃ社       個（総株主の議決権に対する割合    ％） 

 子会社とする
前① 

子会社とした
後② 

増減 
(②－①) 

総株主等の議決権 個 個 個

保有議決権数(注２) 個 個 個

総株主等の議決権・保有する
議 決 権 の 数 の 状 況

保有議決権割合（注 3） ％ ％ ％

子 会 社 と す る 理 由  

実 行 予 定 日 年      月      日（  ） 

現 地 当 局 の 認 可 等
の取得（予定）年月日  (注４)

年      月      日（  ） 
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（注） 
１ 委員会等設置会社にあっては監査役を執行役と読み替えること。 
２ ｢保有議決権数｣欄は、申請者とその子会社の合計の保有議決権数を記入すること。 
３ 「保有議決権割合」欄は、小数点第３位以下を四捨五入して記入すること。 
４ 「現地当局の認可等の取得(予定)年月日」欄は、現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当
がある場合に記載すること。 
 

 
（新設） 
 

別紙様式３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

保険業法施行規則第 210 条の 9 で定める事由により子会社とした会社を 
1 年を超えて子会社とすることに係る承認申請書 

保険業法施行規則第 210 条の 9 で定める事由により子会社とした保険業法第 271 条の 22 第 1項各号に掲げ
る会社以外の会社を引き続き 1 年を超えて子会社とすることについて、法第 271 条の 22 第 4 項ただし書の規定
に基づき、別紙のとおり承認を申請します。 
 
添付書類 
１ 別紙様式３の２ 
２ 申請者及びその子会社に関する次に掲げる書類  
(1)  申請者及びその子会社につき連結して記載した最終の貸借対照表、損益計算書及び剰余金計算書そ
の他これらの会社の最近における業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 
(2) 本件承認後における申請者及びその子会社等の収支の見込みを記載した書類 
(3) 申請に係る子会社の最終の貸借対照表、損益計算書及び利益の処分又は損失の処理に関する書面そ
の他最近における業務、財産及び損益の状況に関する事項を記載した書類 

３ 申請に係る子会社の組織図 
４ その他参考となるべき事項を記載した書類  
 

 
（新設） 
 

別紙様式３の２ 

商 号 又 は 名 称  

資 本 の 額  

取締役及び監査役の役
職名及び氏名 (注 １ )

 

主たる営業所又は事務
所 の 位 置

 

従たる営業所の所在地  

業 務 の 内 容

役員及び従業員の数  

申
請
に
係
る
子
会
社
の
概
要 

主 要 株 主 等 の 構 成
 Ａ社  個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｂ社  個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｃ社  個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

引き続き子会社とする理由  

子 会 社 と し た 日        年      月      日（  ） 

現 地 当 局 の 認 可 等 の
取得（予定）年月日  (注２ )

年      月      日（  ） 
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（注） 
１ 委員会等設置会社にあっては監査役を執行役と読み替えること。 
２ 「現地当局の認可等の取得(予定)年月日」欄は、現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当
がある場合に記載すること。 
 

 
（新設） 
 

別紙様式４ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

保険持株会社になった（又は保険持株会社として設立された）届出書 
保険持株会社となった（又は保険持株会社として設立された）ので、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 1 号の
規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

保険業法第 271 条の 18 第 1 項
の 認 可 を 受 け た 日

       年      月      日（  ） 

保険持株会社になった（又は保
険持株会社として設立された）日

       年      月      日（  ） 

 
添付書類 
１ 理由書 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

（新設） 
 

別紙

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式５ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名              印 

保険会社を子会社とする持株会社でなくなった届出書 
保険会社を子会社とする持株会社でなくなったので、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 2 号の規定に基づき、
下記のとおり届け出ます。 

記 

持株会社でな くなった理由  

持 株 会 社 で な く な っ た 日 年      月      日（  ） 

保 険 会 社 に 係 る 保 有
議 決 権 の 処 分 方 法

 

 
添付書類 
その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

（新設） 
 

別紙様式６ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 
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子会社対象保険会社等を子会社とすることに係る届出書 
 子会社対象保険会社等を子会社とすることについて、保険業法第２７１条の３２第２項第 3 号の規定に基づき、
下記のとおり届け出ます。 

記 

商 号 又 は 名 称  

資 本 の 額  

役員の役職名及び氏名  

主 た る 営 業 所 又 は
事 務 所 の 所 在 地

 

業 務 の 内 容 （法第 271 条の 22 第 1 項第  号に該当）

会 社 の 状 況
（直近の決算期より） 

（注１）

売上高： 
経常損益： 
当期損益： 

総資産： 
 
 

役員及び従業員の数  

取得予定議決権数（注２） 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

子
会
社
と
す
る
会
社
の
概
要 

主 要 株 主 等 の 構 成
 Ａ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｂ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｃ社     個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

子 会 社 と す る 理 由

子 会 社 と す る 日 年 月 日（ ） 

現 地 当 局 の 認 可 等 の
取得（予定）年月日  (注３)

年      月      日（  ） 

 

添付書類 
その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注） 
１ 「会社の状況」欄は、当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること（本
欄の項目に必ずしもこだわらない。）。 
２ 「取得予定議決権数」欄は、 届出者とその子会社の合計の取得予定議決権数を記入するものとする。 
３ 「現地当局の認可等の取得(予定)年月日」欄は、現地当局の認可･届出等の手続の状況に応じて、該当が
ある場合に記載すること。 

 
 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式７ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

子会社が子会社でなくなった届出書 
子会社が子会社でなくなったので、保険業法２７１条の３２第２項第４号の規定に基づき、下記のとおり届け出
ます。 

記 

商 号 又 は 名 称  

主 た る 営 業 所 又 は
事 務 所 の 所 在 地

 

業 務 の 内 容  

保 有 議 決 権 数 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

子会社でなくなった理由  
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子 会 社 で な く な っ た 日 年    月    日（    ） 

 

添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式８ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
商号又は名称 
代表者名             印 

解散届出書 
  保険会社を子会社とする保険持株会社でしたが、解散しましたので、保険業法第２７１条の３２第１項第５号の
規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

解 散 の 理 由  

解 散 し た 日 年      月      日（  ） 

保険会社に係る保有議
決 権 の 処 分 方 法

 

 
添付書類 
 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

（新設） 
 

別紙様式９ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険持株会社名 
代表者名              印 

資本の額の変更届出書 
 資本の額を変更することについて、保険業法２７１条の３２第２項第６号の規定に基づき、下記のとおり届け出ま
す 

記 

現 行 の 資 本 の 額 株式数：      百万株   議決権数：     個  金額：     百万円 

増 加 （ 減 少 ） す る
資 本 の 額

株式数：      百万株   議決権数：     個  金額：     百万円 

増 加 （ 減 少 ） 後 の
資 本 の 額

株式数：      百万株   議決権数：     個  金額：     百万円 

資 本 の 額 の
増加 （ 減少 ） の方法

 

理 由  

実 行 予 定 日 年    月    日 （    ） 

 
添付書類 
  その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

（新設） 別紙様式 10 
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 文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険持株会社名 
代表者名            印 

総株主の議決権の百分の五を超える議決権を一の株主により 
取得又は保有されることに係る届出書 

  総株主の議決権の百分の五を超える議決権が一の株主により取得又は保有されることとなったので、保険業
法 271 条の 32 第 2 項第 7号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 
                     記 

一の株主の商号、名称又
は 氏 名

 

一の株主の住所又は主
たる事務所の所在地

 

一 の 株 主 の 連 絡 先  

保有 される議決権数 個（総株主の議決権に対する割合    ％）

理 由  

保 有 さ れ る 日 年    月    日 （    ） 

 
添付書類 
   その他参考となるべき事項を記載した書類 
 

   

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式 11 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

定款（又は定款に準ずる定め）の変更届出書 
  定款（又は定款に準ずる定め）を変更したので、保険業法第271条の 32第 2項第8号及び保険業法施行規則
第 210 条の 14 第 2 項第１号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

理 由  

変 更 日 年      月      日（  ） 

 
添付書類 
    １ 別紙様式 11 の 2 
２ 定款又はこれに準ずる書類（写） 

   ３ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 
別紙様式 11 の 2 

変更前 変更後 備考 
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（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式 12 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名            印 

新株予約権発行届出書 
新株予約権を発行することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8号及び保険業法施行規則第 210 条

の 14 第 2 項第 2号に基づき、下記のとおり届け出ます。 
記 

取 締 役 会 等 の 決 議 日             年  月  日（ ） 

新 株 予 約 権 の 数  

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 数 及 び 種 類

 

新株予約権の行使時の払込金額  

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間  

新株予約権の行使により株式
を 発 行 す る 場 合 の 株 式 の
発行価額及び資本組入額（注）

株式の発行価額： 

資本組入額： 

新 株 予 約 権 の 行使の 条 件  

 
添付書類 
   1  理由書 
   2  その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（注） 該当がある場合に、記載すること。 
 
 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式 13 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

新株予約権付社債発行届出書 
新株予約権付社債を発行することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2項第 8号及び保険業法施行規則第
210 条の 14 第 2 項第 2号に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

取 締 役 会 等 の 決 議 日             年  月  日（ ） 

発 行 総 額  

利 率  

新 株 予 約 権 の 数  

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 数 及 び 種 類

 

新株予約権の行使時の払込金額  

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間  

新 株 予 約 権 の 行 使 に よ り
株式を発行する場合の株式の発
行価額及び資本組入額 ( 注 )

株式の発行価額： 

資本組入額： 

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件  
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添付書類 
1  理由書 
2  その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
（注） 該当がある場合に、記載すること。 
 
 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式 14 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官  殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

役員就退任届出書 
保険持株会社を代表する取締役又は保険持株会社の常務に従事する取締役（委員会等設置会社にあっては

代表執行役又は執行役、外国所在保険持株会社にあっては当該外国所在保険持株会社を代表する取締役若し
くは執行役若しくはこれらに類する職にある者又は当該外国所在保険持株会社の常務に従事する取締役若しく
は執行役若しくはこれらに類する職にある者）の就任又は退任があったので、保険業法第271条の32第2項第8
号及び保険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 3号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

役員の氏名 
新役職名 
（最終役職名） 

就任（退任）日＊ 理 由 備 考 

  年 月 日就任・退任   

  年 月 日就任・退任   

  年 月 日就任・退任   

＊ 該当するものに丸印を付すこと。 
 
添付書類 
１ 履歴書（就任の場合） 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

（新設） 
 

別紙様式 15 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

事務所設置届出書 
  事務所を設置することについて、保険業法第271条の 32第 2項第 8号及び保険業法施行規則第210条の 14
第 2 項第 4号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

名 称  

所 在 地  
設 置 す る
事務所の概要

業 務 の 内 容  

設 置 理 由  

設 置 予 定 日       年      月      日（  ） 

 
添付書類 
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    その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

（新設） 
 

別紙様式 16 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

事務所の所在地変更届出書 
  事務所の所在地を変更することについて、保険業法第271条の32第2項第8号及び保険業法施行規則第210
条の 14 第 2 項第 4号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

名 称  

変 更 前  
所 在 地

変 更 後  
事務所の概要 

業 務 の 内 容  

変 更 理 由  

所 在 地 変 更 予 定 日        年      月      日（  ） 

 
添付書類 
    その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

（新設） 
 
 
 
 

別紙

 
 
 
 
 
 
 
 

様式 17 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

事務所廃止届出書 
  事務所を廃止することについて、保険業法第271条の 32第 2項第 8号及び保険業法施行規則第210条の 14
第 2 項第 4号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

名 称  

所 在 地  

廃 止 す る
事 務 所
の 概 要 業 務 の 内 容  

廃 止 理 由  

廃 止 予 定 日 年      月      日（  ） 

 
  添付書類 

その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 



金融監督等に当たっての留意事項についてー保険会社関係―第 2分冊 事務ガイドライン  （別添１：参考様式集 ２．保険持株会社関係）                     11  
 

現    行                                                                           改  正  案 

 

 （新設） 
 

別紙様式 18 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 
 

保険業法施行規則第 210 条の 9各号に掲げる事由により他の会社を子会社とした届出書 
 

保険業法施行規則第210条の9各号に掲げる事由により他の会社を子会社としたので、保険業法271条の32
第 2 項第 8号及び規則第 210 条の１4 第 2 項第 5号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

商 号 又 は 名 称  

資 本 の 額  

役 員 の 役 職 名 及 び 氏 名  

本店若しくは主たる営業所
若し くは事務所の所在地

 

業 務 の 内 容  

会 社 の 状 況
（直近の決算期より）（注１）

売上高： 
経常損益： 
当期損益： 

総資産： 
 
 

役 員 及 び 従 業 員 の 数  

保有議決権数   （ 注 ２ ） 個(総株主の議決権に対する割合  ％)

子
会
社
と
し
た
会
社
の
概
要 

主 要 株 主 等 の 構 成
 Ａ社       個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｂ社       個（総株主の議決権に対する割合  ％） 
 Ｃ社       個（総株主の議決権に対する割合  ％） 

子 会 社 と し た 理 由 （規則第 210 条の 9 第  号該当）

子 会 社 と し た 日 年 月 日（ ） 

 

添付書類 
その他参考となるべき事項を記載した書類 
（注） 
１ 「会社の状況」欄は、当該会社の規模、収益状況等会社の財務状況がわかる項目を適宜記入すること
（本欄の項目に必ずしもこだわらない。） 

２ 「保有議決権数」欄は、届出者とその子会社の合計の保有議決権数を記入するものとする。保有議決権
割合は、小数点第３位以下を四捨五入して記入すること。 

 
   
 （新設） 

 
別紙様式 19 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

子会社の商号等変更届出書 
 子会社が商号又は名称を変更することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保険業法施行規
則第 210 条の 14 第 2 項第 6号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

変 更 前  子 会 社
の商号又は名称 変 更 後  
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子会社の本店若しくは主たる営
業所若しくは事務所の所在地

 

変 更 の 理 由  

変 更 予 定 日           年  月  日（  ） 

 
添付書類 
その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式 20 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名              印 

子会社の本店若しくは主たる営業所若しくは事務所の所在地変更届出書 
子会社が本店若しくは主たる営業所若しくは事務所の所在地を変更することについて、保険業法第271条の32

第 2 項第 8号及び保険業法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 6号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。
記 

子 会 社 の 商 号 又 は 名 称  

変 更 前
 
 

子会社の本店若しくは
主たる営業所若しくは
事 務 所 の 所 在 地 変 更 後

 
 

変 更 の 理 由  

変 更 予 定 日 年  月  日（  ） 

 
 添付書類 
  その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

（新設） 別紙様式 21 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名            印 

子会社の合併届出書 
 子会社が合併することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2項第 8号及び保険業法施行規則第 210 条の 14
第 2 項第 6号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

新会社の概要 
(1) 商号又は名称 
(2) 資本の額 
(3) 役員の役職名及び氏名 
(4) 本店若しくは主たる営業所

若しくは事務所の所在地
(5) 業務の内容 
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(6) 役員及び従業員の数 
(7) 主要株主等の構成  

旧会社の概要 
・・・ 

 

 合 併 の 形 態  

 業 績 予 想 （単位：百万円）

区 分 
前々期 
実績 

前期 
実績 

当期 
見込み 

翌期 
予想 

翌々期 
予想 

 

 ・・・ 
   営業収益 
   営業費用 
 営業損益 
 ・・・ 
 経常損益 
 ・・・ 
 当期損益 
 ・・・ 

     

 合 併 の 理 由  

 合 併 の 期 日 年  月  日（  ） 

 
 添付書類 
   その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

（新設） 
 

別紙様式 22 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

子会社の解散（又は業務の全部廃止）届出書 
 子会社が解散（又は業務の全部を廃止）することについて、保険業法第 271 条の 32 第 2 項第 8 号及び保険業
法施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 6号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

商 号 又 は 名 称  

資 本 の 額  

役 員 の 役 職 名 及 び 氏 名  

本 店 若 し く は 主 た る
営 業 所 若 し く は
事 務 所 の 所 在 地

 

業 務 の 内 容  

役 員 及 び 従 業 員 の 数  

解
散
（
又
は
業
務
の
全
部
を 

廃
止
）
す
る
子
会
社
の
概
要 主 要 株 主 等 の 構 成

 
 

解散（又は業務の全部を廃止）する理由  

解散 （又は業務全部廃止）予定日 年   月   日（  ） 

 
 添付書類 
   その他参考となるべき事項を記載した書類 
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(新設) 別紙様式 23 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

営業報告書等を定時総会に提出した届出書 
 営業報告書及び附属明細書を定時総会に提出したので、保険業法第 271 条の 32 第 2項第 8号及び保険業法
施行規則第 210 条の 14 第 2 項第 7号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

定 時 総 会 の 日 年  月  日（  ） 

届 出 理 由  

 
添付書類 
1. 営業報告書 
2. 附属明細書 
3. その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
 

(新設) 別紙様式 24 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険持株会社名 
代表者名             印 

業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧開始届出書 
 保険業法271条の25第1項の規定により作成した業務及び財産の状況に関する説明書類について、子会社で
ある保険会社において縦覧を開始したので、保険業法第271条の32第2項第8号及び保険業法施行規則第210
条の 14 第 2 項第 8号の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

縦 覧 開 始 の 日 年  月  日（  ） 

縦覧に供している保険会社  

届 出 理 由  

 
添付書類 
1. 保険業法 271 条の 25 第 1 項の規定により作成した業務及び財産の状況に関する説明書類 
2. その他参考となるべき事項を記載した書類 
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 ４．保険主要株主関係 
 
別紙様式１ 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
住所又は所在地 
氏名又は名称 
（連絡先） 

保険主要株主に係る認可申請書 
  ○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権の保有（又は主要株主基準値以上の数の議決権の保有
者である会社の設立）をいたしたく、保険業法第２７１条の１０第１項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請い
たします。 
 
添付書類 
  保険業法施行規則第２０９条第１項、第２項又は第３項に掲げる書類 
 
 

４．保険主要株主関係 
 
別紙様式１ 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
商号、名称又は氏名 
代表者名          印 
（連絡先） 

保険主要株主に係る認可申請書 
  ○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権の保有（又は主要株主基準値以上の数の議決権の保有
者である会社の設立）をいたしたく、保険業法第２７１条の１０第１項の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請い
たします。 
 
添付書類 
1.  理由書  
2.  申請者に関する(1)、(2)又は(3)に掲げる書類 
(1) 保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権を保有しようとする場合（会社その他の法人） 
① 定款 
② 会社登記簿の謄本 
③ 取締役及び監査役（委員会等設置会社等にあっては、取締役及び執行役）の履歴書 
④ その総株主、総社員又は総出資者の議決権の百分の五を超える議決権を保有する者の氏名、住所又
は居所、国籍及び職業（当該者が法人その他の団体である場合には、その名称、主たる事務所の所在地
及び営んでいる事業の内容）並びにその保有する議決権の数を記載した書類 

⑤ 当該認可に係る法第 271 条の 10 第 1 項各号に掲げる取引又は行為が株主総会又は取締役会の決議
を要するものである場合には、これに関する株主総会の議事録又は取締役会の議事録 

⑥ 主たる事務所の位置を記載した書類 
⑦ 業務の内容を記載した書類 
⑧ 最終の貸借対照表、損益計算書及び利益処分計算書又は損失処理計算書その他当該法人の最近に
おける業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 

⑨ 当該保険会社の議決権の保有に係る体制を記載した書類 
⑩ その保有する当該保険会社の議決権の数及び当該認可後に取得又は保有しようとする当該保険会社
の議決権の数を記載した書類 

⑪ その子会社等の名称、主たる営業所又は事務所の位置及び業務の内容を記載した書類 
(2) 保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権を保有しようとする場合（会社その他の法人以外） 
① 名称又は氏名、主たる事務所の所在地又は住所若しくは居所及び営んでいる事業又は職業を記載した
書類 

② その保有する当該保険会社の議決権の数及び当該認可後に取得又は保有しようとする当該保険会社
の議決権の数を記載した書類 

③ 総株主、総社員又は総出資者の議決権の百分の二十以上の数の議決権を保有する法人の名称、主た
る営業所又は事務所の位置及び業務の内容を記載した書類 

(3) 保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権を保有する会社等の設立をしようとする場合 
① 定款 
② 取締役及び監査役（委員会等設置会社等にあっては、取締役及び執行役）の履歴書 
③ その総株主、総社員又は総出資者の議決権の百分の五を超える議決権を保有することとなる者の氏
名、住所又は居所、国籍及び職業並びにその保有する議決権の数を記載した書類 

④ 当該設立が創立総会の決議を要するものである場合には、これに関する創立総会の議事録等 
⑤ 主たる事務所の位置を記載した書類 
⑥ 業務の内容を記載した書類 
⑦ 資本の額その他の当該設立後における財産の状況を知ることができる書類 
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⑧ 当該保険会社の議決権の保有に係る体制を記載した書類 
⑨ その保有する当該保険会社の議決権の数及び当該認可後に取得又は保有しようとする当該保険会社
の議決権の数を記載した書類 

⑩ その子会社等の名称、主たる営業所又は事務所の位置及び業務の内容を記載した書類 
3.  当該認可後五営業年度におけるその保有する当該保険会社の議決権に係るキャッシュ・フローの見込み及
び当該見込みのネットプレゼントバリューを記載した書類  

4.  前号のネットプレゼントバリューに係るストレステストの結果を記載した書類  
5.  当該認可後に当該保険会社との間に有することを予定する人事、資金、技術、取引等における関係及び当
該関係に係る方針 

6. その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

 別紙様式２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
住所又は所在地 
氏名又は名称 
（連絡先） 

特定主要株主に係る認可申請書 
  ○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権を猶予期限日後も引き続き保有をいたしたく、保険業法 
第２７１条の１０第２項ただし書の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
  保険業法施行規則第２１０条第１項に掲げる書類 
 
 

別紙様式２ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
商号、名称又は氏名 
代表者名          印 
（連絡先） 

特定主要株主に係る認可申請書 
  ○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権を猶予期限日後も引き続き保有をいたしたく、保険業法 
第２７１条の１０第２項ただし書の規定に基づき、別紙のとおり認可を申請いたします。 
 
添付書類 
1.  理由書  
2.  当該法人に関する次に掲げる書類 
① 取締役及び監査役（委員会等設置会社等にあっては、取締役及び執行役）の履歴書 
② その総株主、総社員又は総出資者の議決権の百分の五を超える議決権を保有する者の氏名、住所又は
居所、国籍及び職業（当該者が法人その他の団体である場合には、その名称、主たる事務所の所在地及
び営んでいる事業の内容）並びにその保有する議決権の数を記載した書類 

③ 主たる事務所の位置を記載した書類 
④ 業務の内容を記載した書類 
⑤ 最終の貸借対照表、損益計算書及び利益処分計算書又は損失処理計算書その他当該法人の最近にお

ける業務、財産及び損益の状況を知ることができる書類 
⑥ 当該保険会社の議決権の保有に係る体制を記載した書類 
⑦ その子会社等の名称、主たる営業所又は事務所の位置及び業務の内容を記載した書類 
3.  当該認可後五営業年度におけるその保有する当該保険会社の議決権に係るキャッシュ・フローの見込み及
び当該見込みのネットプレゼントバリューを記載した書類  

4.  前号のネットプレゼントバリューに係るストレステストの結果を記載した書類  
5.  当該認可後に当該保険会社との間に有することを予定する人事、資金、技術、取引等における関係及び当
該関係に係る方針 

6. その保有する当該保険会社の議決権の数を記載した書類 
7. その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
 

 別紙様式３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
住所又は所在地 

別紙様式３ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
商号、名称又は氏名 
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氏名又は名称 
（連絡先） 

主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなった届出書  
  ○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなったので、保険業法第２７１条の１０第３項
の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 特定主要株主となった 
 理由及び事由 

 

 特定主要株主となった 
 日 

       年      月      日（  ） 

 
特定主要株主となっ

た日① 
特定主要株主でなく
なった日② 

増 減 
(②-①) 

 総株主の議決権 個 個 個

 保有議決権数       個 個 個

 総株主の議決権・保有 
 する議決権の数の状況 

 議決権保有割合       ％       ％     ％

 特定主要株主でなくな 
 った理由及び事由 

 

 特定主要株主でなくな 
 った日 

       年      月      日（  ） 

 
 

代表者名          印 
（連絡先） 

主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなった届出書                
  ○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなったので、保険業法第２７１条の１０第３
項の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

特定主要株主となった 
理由及び事由 

 

特定主要株主となった
日 

       年      月      日（  ） 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増減(②－①) 

 総株主の議決権 個 個 個

 保有議決権数       個 個 個

総株主の議決権・保
有する議決権の数の
状況 

 議決権保有割合       ％       ％     ％

特定主要株主でなくな
った理由及び事由 

 

特定主要株主でなくな
った日 

       年      月      日（  ） 

 
 

 別紙様式４ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
住所又は所在地 
氏名又は名称 
（連絡先） 

主要株主になった届出書 
  ○○保険会社の主要株主となった（又は主要株主となる会社を設立した）ので、保険業法第２７１条の３２第１項第
１号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

保険業法第 271 条の 10 
の認可を受けた日 

       年      月      日（  ） 

主 要 株 主 に な っ た 日        年      月      日（  ） 

保 有 議 決 権 数            個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

主 要 株 主 と な っ た 事由  

 
 

別紙様式４ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険主要株主名 
代表者名          印 
（連絡先） 

保険主要株主になった（又は保険主要株主として設立された）届出書 
  ○○保険会社の保険主要株主となった（又は保険主要株主として設立された）ので、保険業法第２７１条の３２
第１項第１号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

保険業法第 271 条の 10 第 1 項
の 認 可 を 受 け た 日

       年      月      日（  ） 

保険主要株主になった（又は保
険主要株主として設立された）日

       年      月      日（  ） 

保 有 議 決 権 数         個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

 
 

 別紙様式５ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
住所又は所在地 
氏名又は名称 
（連絡先） 

総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者となった届出書 
  ○○保険会社の総株主の議決権の百分の五十を超える数の議決権の保有者となったので、保険業法第２７１条
の３２第１項第２号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

別紙様式５ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険主要株主名 
代表者名          印 
（連絡先） 

総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者となった届出書 
  ○○保険会社の総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者となったので、保険業法第271条の32
第１項第２号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 
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 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増減(②－①)

 総株主の議決権 個 個 個

 保有議決権数 個 個 個

 
総株主の議決権・保有 
する議決権の数の状況 

  議決権保有割合 ％ ％ ％

議決権取得(又は保有)の
理 由 及 び 事 由 

 

実 行 日        年      月      日（  ） 

 
 
 
 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増減(②－①)

 総株主の議決権 個 個 個

 保有議決権数 個 個 個

 
総株主の議決権・保有
する議決権の数の状況

  議決権保有割合 ％ ％ ％

議決権取得(又は保有)の
理 由 及 び 事 由

 

総 株 主 の 議 決 権 の
百分の五十を超える議決
権の保有者となった日

       年      月      日（  ） 

 

 別紙様式６ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
住所又は所在地 
氏名又は名称 
（連絡先） 

主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなった届出書         
  ○○保険会社の主要株主基準値以上の議決権の保有者でなくなったので、保険業法第２７１条の３２第１項第３号
の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 主要株主となった日① 
主要株主でなくなった

日② 
増減 
(②－①) 

 総株主の議決権 個 個 個

 保有議決権数 個 個 個

 
 総株主の議決権・保有 
 する議決権の数の状況 
 

 議決権保有割合 ％ ％ ％

 主要株主でなくなった 
 理由及び事由 

 

 主要株主でなくなった日        年      月      日（  ） 

 
 

別紙様式６ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
商号、名称又は氏名 
代表者名          印 
（連絡先） 

主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなった届出書 
  ○○保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなったので、保険業法第２７１条の３２第１
項第３号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増減(②－①)

 総株主の議決権 個 個 個

 保有議決権数 個 個 個

 
総 株 主 の 議 決 権 ・ 保 有
す る 議 決 権 の 数 の 状 況

  議決権保有割合 ％ ％ ％

保険主要株主でなくなった
理 由 及 び 事 由

 

保険主要株主でなくなった 日        年      月      日（  ） 

 
 
 

 別紙様式７ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
住所又は所在地 
氏名又は名称 
（連絡先）               

総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者でなくなった届出書         
  ○○保険会社の総株主の議決権の百分の五十を超える数の議決権の保有者でなくなったので、保険業法第２７１
条の３２第１項第４号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増 減(②－①)

 総株主の議決権 個 個 個

 保有議決権数 個 個 個

 
 総株主の議決権・保有 
 する議決権の数の状況 

  議決権保有割合 ％ ％ ％

 保有者でなくなった理 
 由 及 び 事 由  

 

 実 行 日        年      月      日（  ） 

別紙様式７ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険主要株主名 
代表者名          印 
（連絡先） 

総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者でなくなった届出書         
  ○○保険会社の総株主の議決権の百分の五十を超える議決権の保有者でなくなったので、保険業法第 
２７１条の３２第１項第４号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 届出事由発生前① 届出事由発生後② 増 減(②－①)

 総株主の議決権 個 個 個

 保有議決権数 個 個 個

 
総株主の議決権・保有 
する議決権の数の状況 
  議決権保有割合 ％ ％ ％

百分の五十を超える数の
議決権の保有者でなくなっ
た理由及び事由 
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百分の五十を超える数の
議決権の保有者でなくなっ
た日 

       年      月      日（  ） 

 
(注)届出事由発生後も基準議決権数を超える議決権を保有している場合に提出すること。 
 
 

 別紙様式８ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
所在地 
商号又は名称 
（連絡先） 

解散届出書         
  ○○保険会社の主要株主でありましたが、解散したので、保険業法第２７１条の３２第１項第５号の規定に基づき、
下記のとおりお届けいたします。 

記 

 解 散 の 理 由  

 解 散 日        年      月      日（  ） 

 保 有 議 決 権 数            個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

 保有議決権の処分方法  

 
 

別紙様式８ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
商号又は名称 
代表者名          印 
（連絡先） 

解散届出書 
  ○○保険会社の保険主要株主でありましたが、解散したので、保険業法第２７１条の３２第１項第５号の規定に
基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 解 散 の 理 由  

 解 散 日        年      月      日（  ） 

 保 有 議 決 権 数            個（総株主の議決権に対する割合   ％） 

 保有議決権の処分方法  

 
 

 別紙様式９ 
 

文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
所在地 
商号又は名称 
（連絡先） 

総株主の議決権の百分の五十を超える数の議決権を一の株主により 
取得又は保有されることに係る届出書         

  総株主の議決権の百分の五十を超える数の議決権を一の株主により取得又は保有されることになったので、保険
業法第２７１条の３２第１項第６号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 一の株主の氏名又は名称  

 一の株主の住所又は主 
 た る 事 務 所 の 所 在 地 

 

 一 の 株 主 の 連 絡 先  

 保 有 さ れ た 議 決 権 数             個（総株主の議決権に対する割合    ％） 

 保 有 さ れ た 日        年      月      日（  ） 

 
 

別紙様式９ 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険主要株主名 
代表者名          印 
（連絡先） 

総株主の議決権の百分の五十を超える議決権を一の株主により 
取得又は保有されることに係る届出書 

  ○○保険会社の保険主要株主でありますが、総株主の議決権の百分の五十を超える議決権を一の株主により
取得又は保有されることになったので、保険業法第２７１条の３２第１項第６号の規定に基づき、下記のとおりお届
けいたします。 

記 

 一の株主の氏名又は名称  

 一の株主の住所又は主
 た る 事 務 所 の 所 在 地

 

 一 の 株 主 の 連 絡 先  

 保 有 さ れ る 議 決 権 数             個（総株主の議決権に対する割合    ％） 

 保 有 さ れ る 日        年      月      日（  ） 

 
 

 別紙様式 10 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 

別紙様式 10 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
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所在地 
商号又は名称 
（連絡先） 

定款又はこれに準ずる定めの変更届出書 
  定款又はこれに準ずる定めを変更いたしましたので、保険業法第２７１条の３２第１項第７号及び保険業法施行規
則第２１０条の１４第１項第１号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

 変 更 後  
 変更事項 

 変 更 前  

 実 行 日        年      月      日（  ） 

 理 由  

 
添付書類 
    定款又はこれに準ずる書類（写） 
 
 

保険主要株主名 
代表者名          印 
（連絡先） 

定款（又は定款に準ずる定め）の変更届出書 
  ○○保険会社の保険主要株主でありますが、定款（又は定款に準ずる定め）を変更いたしましたので、保険業
法第２７１条の３２第１項第７号及び保険業法施行規則第２１０条の１４第１項第１号の規定に基づき、下記のとおり
お届けいたします。 

記 

 変 更 前  
 変更事項

 変 更 後  

変 更 し た 日        年      月      日（  ） 

理 由  

 
 

 別紙様式 11 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官    殿 
住所又は所在地 
氏名又は名称         
（連絡先） 

○○の変更（又は廃止）の届出書 
  ○○について変更（又は廃止）いたしましたので、保険業法第２７１条の３２第１項第７号及び保険業法施行規則第
２１０条の１４第１項第２号の規定に基づき、下記のとおりお届けいたします。 

記 

変 更 項 目  

変 更 前  

変 更 後  

実 行 日        年      月      日（  ） 

理 由  

                                                                                

別紙様式 11 
文 書 番 号 
年   月   日 

金融庁長官 殿 
保険主要株主名 
代表者名          印 
（連絡先） 

○○の変更（又は廃止）届出書 
  ○○保険株式会社の保険主要株主でありますが、○○について変更（又は廃止）いたしましたので、保険業法
第２７１条の３２第１項第７号及び保険業法施行規則第２１０条の１４第１項第２号の規定に基づき、下記のとおりお
届けいたします。 

記 

 変更（又は廃止）項目  

変 更 前  

変 更 後  

 変更（又は廃止）した日        年      月      日（  ） 

 理  由  

 
 

 
 




